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免責事項
本レポートは、クリタグループの計画・戦略などの将来見通しを含んでいます。この見通しは、現在入手可能な情報から得られた判断に基づいており、実
際の業績などは様々な要因により、これらの見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。

編集方針

報告対象組織

報告対象期間

補足事項

「統合レポート」は、クリタグループが中長期的に目指す姿と、この実現に向けた経営戦略、ビジネスモデル、経営基盤を、マテリア
リティへの取り組みを交えて報告し、その内容について株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様との対話を重ねる
ことで企業価値の向上を図ることを目的としています。

栗田工業および連結子会社61社、持分法適用会社3社（子会社2社、関連会社1社）を対象としています。ただし、環境データに
ついては以下に該当する会社・拠点は対象範囲外としています。
　・環境改善活動開始前の会社
　・事業実態がなく環境負荷が発生しない会社
　・親会社と拠点を共にする子会社（親会社に含む）
　・テナント入居などにより環境負荷量の算出が不可能な拠点

2025年3月期（2024年4月1日～2025年3月31日）
*一部に期間外の取り組みに関する内容を含みます。

• 本レポートは、原則として年1回発行し、年次活動報告を更新します。また、掲載される情報は公開日時点の内容です。
• 過去の報告期間で提示した情報の修正・訂正については、該当ページ内の注釈にてその旨記載しています。
• 本レポートは、GRIスタンダード、SASBスタンダードなどのガイドラインを参考にしています。
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クリタグループの理念体系とマテリアリティ

クリタグループは、企業ビジョンの実現に向けた重要課題を、サステナビリティに関するグローバルな課題を踏まえ、中期
経営計画ごとに特定し、「クリタグループのマテリアリティ」として定めた上で、指標・目標を設定して、これに取り組みます。

●水資源の問題解決
●脱炭素社会実現への貢献
●循環型経済社会構築への貢献

●革新的な製品･技術･ビジネスモデルの開発と普及
●戦略的な人材育成と活用
●高い品質と安全性の製品･サービスの提供
●人権を尊重した事業活動
●公正な事業活動

クリタグループの理念体系 クリタグループのマテリアリティ

中期経営計画「Pioneering Shared Value 2027」でのクリタグループのマテリアリティ

共通価値テーマ 基礎テーマ

国際規範*1、法令と情報開示基準*2、および過去のステークホルダーエンゲージメント*3より得られ
た課題から、マテリアリティ候補となるサステナビリティ課題37テーマを網羅的に抽出しました。
*1 国際規範：SDGs、UNGC10原則、OECD多国籍企業行動指針、WEFグローバルリスク報告書
*2 法令・情報開示基準：GRIスタンダード、GHGプロトコル、SASBスタンダード、EUタクソノミー、SFDR、CSRD、TCFD、TNFDなど
*3  ステークホルダーエンゲージメント：顧客からのCSR調達アンケートへの回答、取引先アンケート結果、従業員エンゲージメント
調査結果、株主・投資家への説明会、ESG評価機関からの調査への回答、社会貢献活動など

E&S委員会*4委員、社外取締役、監査役*5、E&S委員会事務局にアンケートを実施し、以下の2側面
につきポジティブ側面・ネガティブ側面での影響度（発生可能性と影響の大きさ）評価を行いました。
❶サステナビリティ課題がクリタグループの企業価値（財務マテリアリティ）に与える影響
❷クリタグループがサステナビリティ課題に取り組むことで社会・環境（インパクトマテリアリティ）に
与える影響
評価結果を、上記❶（X軸／横軸）および❷（Y軸／縦軸）の2軸のマトリクスで整理し、X軸・Y軸と
もに影響度の大きいテーマをマテリアリティ候補とし、7つのマテリアリティと複数のマテリアリティ
に共通する5つのサブテーマに絞り込みました。

Step2で絞り込んだマテリアリティ候補を経営会議、取締役会*5へそれぞれ報告し意見を得た後、
経営会議メンバーを中心とする新中期経営計画の検討を担う委員会で中期経営計画の検討と並行
してマテリアリティの妥当性を確認し、最終的に8つのマテリアリティを、経営・事業活動の基礎と
すべき「基礎テーマ」と、社会との共通価値創造に繋がる「共通価値テーマ」に分類し、特定しました。
その後、取締役会にてこれを決議し「クリタグループのマテリアリティ」としました。

マテリアリティの特定プロセス

詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/management/index.html

クリタグループが将来にわたり社会に果たしていく使命と中長期的に目指す姿、その実現に向け拠り所とする考え方や価
値観を、「クリタグループの理念体系」として定めています。

1. 水の本質を深く、広く探究することによって、
水の新しい機能、価値を生み出していく。

2. 多様な技術を駆使した独自のソリューションにより、
お客様と社会の信頼を獲得する。

3. 水を通して、社会との共通価値を創造し、
持続可能な社会の実現に貢献する。

・企業理念は1989年、創立40周年を機に制定されました。

・  クリタグループの理念体系は、全ての活動が企業理念の
実現のためにあることを明示しています。

1. クリタグループは、企業理念の実現に向け、事業を通じて水
資源の問題解決、脱炭素社会の実現、循環型経済社会の構
築という社会との共通価値を開拓する。

2. クリタグループは、多様な現場から獲得した知見を社会の
課題と繋ぎ、新たな価値を創造する。

3. クリタグループは、技術・人材を磨き上げ、お客様の無二の
パートナーとして今までにない技術やサービスを開発する
ことで、お客様に価値を最速で提供する。

現場での課題や情報の
深い理解が、私たちのソ
リューションの起点。お客
様の価値を最大化しなが
ら、水に関する知のさらな
る獲得に繋げる。

私たちは水と環境を大切
に想い、研鑽を重ねる。磨
き上げた多様な知を繋ぐこ
とで、イノベーションを起こ
し、新たな価値を生み出す。

人の役に立ちたいとい
う想いが、私たちのチャレ
ンジの源泉。常に期待を上
回る結果を生み出そうと挑
み、成果を重ねて信頼を獲
得する。

私たちは関わるすべて
の人と真摯に向き合う。社
会課題の解決にひたむき
に取り組み、未来への責任
を果たす。

企業理念

企業ビジョン

大切にする価値観

“水”を究め、自然と人間が調和した
豊かな環境を創造する

持続可能な社会の実現に貢献する
「水の新たな価値」の開拓者

現場を深く知る

クリタグループの理念体系　https://www.kurita-water.com/company/philosophy.html

知を磨き、繋ぐ 期待を超える 誠実であり続ける

Step 3
妥当性の確認と

マテリアリティの特定

Step 2
マテリアリティ・
マトリクスの作成

Step 1
サステナビリティ
課題の抽出

詳細は以下のページをご参照ください。

https://www.kurita-water.com/ir/manage-policy/plan.html

*4 E&S委員会は現サステナビリティ推進委員会の旧称
*5  定款変更前の役職・機関名称。2023年6月29日の定款変更により、監査役制度は廃止され、取締役会の役割も監督機関として
再定義された。
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価値創造のあゆみ

クリタグループは、1949年にボイラ向けの水処理薬品事業により創業し、お客様設備の安全かつ効率的な運転という「価値」
を提供する事業をスタートさせました。
この価値に重きを置く姿勢は現在に至るまで変わることなく、水と環境に関わる課題解決を通じて、産業と社会の発展に貢
献しています。クリタグループは、これからもそのあゆみを止めることなく、「“水”を究め、自然と人間が調和した豊かな環
境を創造する」という企業理念の実現を目指し、ステークホルダーの皆様に新たな価値を提供し続けていきます。

創業者が、経験に基づく処理が主流だった日
本のボイラ水処理に、データに基づく最適な処
理や効果の検証を行う画期的なビジネスモデル
を展開。実現の原動力となった「クリタにしかで
きない価値を提供する」という信念は、現在ま
でクリタグループのDNAとして生き続けていま
す。その後、水処理薬品や水処理装置といった
事業を駆使して、石油精製・石油化学、紙・パ
ルプ、鉄鋼といった日本の産業の発展を水処理
から支えました。

日系企業の海外進出に伴い、
1975年に海外初の薬品子会社
をブラジルに設立しました。続
いてシンガポールやインドネシ
アをはじめとするASEAN地域、
中国や韓国、台湾といった東ア
ジア地域など、アジアを中心に
事業を拡大させました。

経済成長の背後で公害問題が日本各地
で深刻化すると、当社は、産業排水や生活
排水による公害の解決に取り組むことで、
環境企業としてのポジションを確立します。
1980年代には、電子産業の高度な水処理
需要の高まりに対し超純水で応えました。
1989年の創立40周年に、現在の企業理念
を制定し、「水と環境」の領域で社会との共
通価値を創造するという使命をグループ内
に共有するとともに、事業領域を広げました。

生物多様性の喪失や気候変動、資源不足と
いった社会課題が深刻な問題として社会的に認
識されるようになると、企業は経済だけでなく、
環境や社会の持続可能性を重視するようになり
ました。このような課題に対して、クリタは社会
価値が高い水処理に係る事業の中でも、従来に
比べ節水、GHG排出削減、廃棄物の資源化な
どに大きく貢献するCSVビジネスの拡大に取り
組んでいます。M&Aにより獲得した事業基盤
や特長的な技術を活用して、より高い価値を世
界中に届けていきます。

社会課題の深刻化社会課題の深刻化　　　　       経済の安定成長／情報化社会の進展経済の安定成長／情報化社会の進展戦後復興／高度経済成長戦後復興／高度経済成長
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1950 1960 1970 1980 1990 202020102000

クリタの基盤となる
価値創造の精神により
産業の発展を支援

水と環境の領域で
産業の課題解決に

貢献

社会課題
解決に貢献する
ビジネスの展開と
価値提供地域の拡大

CSVビジネスの拡大

水処理薬品 1949

水処理装置 1951

エンジニアリング洗浄 1953

メンテナンス 1958

精密洗浄 1986

土壌浄化 1991

水供給事業 2002

ボイラの水処理薬品事業により
日本の神戸で創業
（1949）

より広い地域で価値提供を可能とするた
めに、クリタグループは主に欧州や北米地
域でM&Aを進めることで、グローバル化を
加速しており、日本を含むアジア、北南米、
EMEAの事業基盤を確立させています。ま
た、精密洗浄やRO膜関連サービス、AI・
IoTといった特長的な技術も獲得しました。

M&A推進による欧米地域での
事業基盤の確立と
特長的な技術の獲得
（2015～）

展開地域の拡大
日本から南米、アジアへ

（1975～）

時期 展開地域
1975 ブラジル
1978 シンガポール
1986 インドネシア
1987 台湾

1989
ドイツ
タイ

1995 中国
1996 米国
1998 韓国

出資時期 出資内容 関連事業
2015 BK Giulini社からの事業買収（ドイツ） 水処理薬品

2017
Fremont Industries社（米国） 水処理薬品
韓水社（韓国） 水処理薬品

2018 Fracta社（米国） 水道管の劣化予測ソフトウエアサービス

2019

U.S. Water Services社（米国） 水処理薬品・装置
Pentagon Technologies Group社（米国） 精密洗浄
Avista Technologies社（米国） 水処理薬品、RO膜関連サービス

2021 Keytech Water Management社（カナダ） 水処理薬品
2023 Arcade Engineering社（ドイツ） 水処理装置

事
業
基
盤
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理
念

クリタグループが企業理念・企業ビジョンの実現に向け、社会とともに持続的に成長していくための道筋を示したものが「価
値創造ストーリー」です。クリタグループは多種多様な産業に多くの現場接点をもち、この現場接点から得られた課題や情報

を集約、蓄積することで形づくられる「水に関する知」の活用により、社会と産業を変えるソリューションを創出・提供し、
顧客価値の最大化、そして持続可能な社会の実現を目指しています。

価値創造ストーリー

財務資本
親会社の所有者に
　帰属する持分
有利子負債

人的資本
多様な人材

知的資本
研究開発
　（人員･拠点･投資）
保有登録特許
グローバル横断
　プロジェクト

製造資本
有形固定資産
グローバルに
　広がる生産拠点

自然資本
水資源
エネルギー資源

社会・関係資本
 ESGインデックスへの
　組み入れ
社会貢献活動・
　社外団体との連携
サプライチェーン

  国際規格・規準に
沿った事業活動

クリタグループのマテリアリティ（共通価値テーマ・基礎テーマ）
中期経営計画「Pioneering Shared Value 2027（PSV-27計画）」

クリタグループが
直面している
メガトレンド

クリタグループの
経営資本

PSV-27計画の
経営目標

デジタル技術の
進歩と

イノベーションの
加速

水に関する知
「水に関する知」で
社会と産業を変える

技術開発力
真の課題把握

多様な
ビジネスモデル

多様な
ソリューション

広範な事業展開

淡水の欠乏と水の偏在

気候変動による
社会インフラ毀損と
エネルギー政策の転換

資源の不足・
不安定化

サプライチェーンの
途絶・混乱

安全意識の高まり

人口構造の変化

水に関する知
産業・社会の水処理に

関わる情報・
データ、経験

多様な産業と社会の
水の課題に素早く応える

社会課題の解決に
真摯な人材による

各産業や地域の特性、
社会課題に応える

提供価値の
予測に裏付けされた

水処理薬品・
水処理装置・
メンテナンス・

関連事業の融合による

財務指標
売上高 4,700億円
売上高事業利益率

16％
  親会社所有者帰属持分
当期利益率（ROE）

12％以上
投下資本利益率（ROIC）

10％以上

主な非財務指標
 CSVビジネスによる
　節水貢献量

250百万m3

  CSVビジネスによる
GHG削減貢献量

3,000千t以上
  CSVビジネスによる
資源化貢献量・資源投入
削減貢献量

300％
（2023年3月期比）

*非財務指標の全体は、P24参照

顧客価値の
最大化

高収益性と
持続的成長

多様な現場接点

信頼の獲得
持続可能な社会の実現

P08
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293,975
331,261 100,067 101,190

（百万円） （百万円）
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2.67

888
966

2.96 2.75
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（百万m3） （TJ）

2024 20252023 2024 20252023
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23
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13.2
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20.0

25.025.0

25.3 25.4

15.4

25.0
25.9

8,1517,784 7,981
（名） （%）

2024 20252023 2024 20252023

1,2491,249

237

1,347

135

1,180 1,181

179 195

1,463 1,397

120 118

8,095

2.0
1.81.8

6,344

7,412

1.91.9

（件） （百万円）（％）

2024 202520232024 20252023

財務資本

知的資本

自然資本

人的資本

製造資本

社会・関係資本

親会社の所有者に帰属する
持分

特許数

取水量

地域別従業員数

有形固定資産

社会貢献支出

有利子負債

研究開発費・
売上高研究開発費比率

エネルギー消費量

役員・従業員における
女性比率

グループネットワーク

日本　　 海外

日本　　 アジア
北南米　  EMEA*

* ヨーロッパ、中東、アフリカ

日本　　 アジア
北南米　  EMEA*

* ヨーロッパ、中東、アフリカ

* 各事業年度の12月1日時点

研究開発費（百万円）
　売上高研究開発費比率（%）

　女性取締役比率（単体）
　女性従業員比率
　女性管理職比率

特許保有数　 　日本　　 　海外
特許出願数　　　日本　　　　海外

（百万円）

384,825

2024

172,698172,698

408,888

2025

181,194181,194

344,608

195,332195,332
212,127212,127 227,693227,693

2023

149,275149,275

売上高

6.17.1

9.3（％）

20242023 2025

38,589
42,055

（百万円）（％）

2023 2024

11.211.2 10.910.9 12.012.0

49,184

2025

19,93819,938 24,21624,216

16,89816,898 22,10322,103
24,96924,969

21,75121,751

8.88.0
7.2

（％）

20242023 2025

（百万m3）

90

2024

108

2025

104

2023

733

（千 t）

499

2023 2024

1,312

2025

（%）

0

2023 20252024

（基準年） △2

12

売上高

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 投下資本利益率（ROIC）

主な非財務指標

事業利益・売上高事業利益率

CSVビジネスによる
節水貢献量

CSVビジネスによる資源化貢献量・
資源投入削減貢献量の増加割合

CSVビジネスによる
GHG削減貢献量

電子セグメント　　 一般水処理セグメント
継続契約型サービスで新たにサービスを開始した案件の寄与に加え、中国や北米での受
注済装置案件の工事進捗により増収となりました。

電子セグメント（百万円）　　 一般水処理セグメント（百万円）
　売上高事業利益率（%）

増収効果や電子セグメントでのサービス事業の売上高構成比の上昇によるミックスの
改善、一般水処理セグメントのCSVビジネスの拡大や収益性を踏まえた製品構成の見直
しによる原価率改善により増益となりました。
・事業利益=売上高-売上原価-販管費及び一般管理費

事業利益の増加に加えて、キャッシュ・コンバージョン・サイクルの短縮により改善し
ました。
・ROIC=税引後事業利益÷投下資本（期首・期末平均）×100
税引後事業利益：事業利益－法人所得税費用
投下資本：親会社の所有者に帰属する持分+社債及び借入金+リース負債

ペンタゴン・テクノロジーズ社の有形固定資産とのれんの減損損失およびクリタ・フラ
クタ・ホールミーティングス社ののれんの減損損失の計上により低下しました。
・ROE=親会社の所有者に帰属する当期利益÷親会社の所有者に帰属する持分

(期首・期末平均)×100

クリタグループの経営資本 PSV-27計画の経営指標

At a Glance
（3月31日に終了した事業年度） （3月31日に終了した事業年度）

* 有利子負債＝社債及び借入金＋リース負債

195,431 65
75

178,737 190,973
76

（百万円） （社）

2024 20252023 2024 20252023
日本　 海外

* 超純水供給事業所以外の取水量 *  主に新たに環境改善活動を開始した会社の
組み入れのほか、拠点の電力契約状況確認
結果の反映、および集計方法の誤りがあっ
たため、過年度実績値を修正しました。
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社長メッセージ

2025年7月
代表執行役社長

企業理念への想いを力に、
社会との共通価値を創造し
企業価値向上に繋げます

社長メッセージ社長メッセージ

不確実な時代こそ、企業理念を拠り所として持続的な成長を目指す サステナビリティを経営の中核に据えて挑むPSV-27計画

企業理念の実現に向けて、2030年のあるべき姿が、企
業ビジョン「持続可能な社会の実現に貢献する『水の新た
な価値』の開拓者」です。そして、ビジョン実現のための重
要課題が「クリタグループのマテリアリティ」であり、サステ
ナビリティに関するグローバルな課題から絞り込まれた、3

つの共通価値テーマと5つの基礎テーマを設定しています。
2023年4月、中期経営計画「Pioneering Shared Value 

2027（PSV-27計画）」のスタートにあたり、私たちは、サ
ステナビリティを「自然環境や社会システムの中に企業活
動を位置づけ、それらとの相互影響を踏まえて持続的な成
長を図ること」と定義し、経営の中核に据えることで、サス
テナビリティ経営に本気で取り組むことを宣言しました。そ
して、マテリアリティへの取り組みをPSV-27計画の戦略に
有機的に組み込み、ビジョン達成に向けて私たちがどのよ
うに、経済価値と社会価値を創出・提供していくかの道筋を
「Value Pioneering Path」として示しています。この価値開
拓の道筋に沿って、より広く、より高い価値をお客様に提供
できるよう、従業員を後押しするのみならず、私自身が率先
してお客様との関係性を構築していくことにも努めています。

PSV-27計画は、従来のクリタグループの強みである、
お客様が抱える課題を起点としたトランスフォーメーショ
ンの実現と、長期的な成長に向けた新たな挑戦である、社
会課題を起点としたイノベーションの創出の２つの競争戦
略が軸となっています。お客様や社会にとって、より高く、
新しい価値となる独創性の高いソリューションを創出・提
供し、企業価値の向上を目指します。お客様の課題やニー
ズを的確に捉えるため、組織は「電子」と「一般水処理」の
市場セグメント別に整備しています。
電子セグメントは、半導体を中心にグローバルに成長が

見込まれる電子産業のお客様を対象としています。電子産
業は、生産開始のタイミングや操業開始後の歩留まりが収
益に大きく影響することから、設備投資の検討から実行ま
でのスピードとその品質が重要な価値となります。これに
対応すべく、私たちはグループ全体の電子産業向けの営
業・生産・開発の機能を1つの組織に集約させて、グロー
バルに価値を提供するための基盤を整え、お客様の多様
な課題やニーズに的確に応えていきます。また、継続的な
関係構築に繋がり、より高い価値を提供する上でカギとな

クリタグループは、創業以来75年以上にわたり、お客
様が抱える課題に真摯に向き合い、水のあらゆる機能や
可能性を追求し、最適なソリューションを創出・提供してい
くことで、産業や社会とともに成長を続けてきました。こ
の取り組みを積み重ねることで、多様な産業や社会との現
場接点を広げるとともに、水処理に関する情報・データ、
経験である「水に関する知」を蓄積し、水処理企業としての
競争優位性を確立させています。この歩みは、企業理念
「“水”を究め、自然と人間が調和した豊かな環境を創造す
る」への深い共感に根ざした、従業員一人ひとりの姿勢や
行動によって導かれたものであり、この想いこそが、私た
ちクリタグループの原動力であると考えています。
私は社長として、企業理念の実現に向けて、「世界中の
お客様により広く、より高い価値を提供し、より良い世界の
実現の一助になること。その結果としてクリタグループが
5年10年と力強く成長し続け、企業価値を高めていくこと」
を使命としています。そのために、私自らが積極的に現場
に足を運び、ステークホルダーとの対話を通じて変化や動
きを敏感に捉え、中長期視点で取り組むべき課題を見極め

ることが大切だと考えています。
足元では、米国政権の交代に伴う関税政策に加えて、環

境規制の緩和によって広がる環境意識の揺らぎ、さらには
地政学的なリスクの影響など、私たちを取り巻く事業環境
は急激に変化しています。しかし、先行きの不透明感が一
層強まっている中でも、私たちが目指すものに変わりはあ
りません。私たちの事業領域の「水」は、人間の生活や経
済活動において必要不可欠であり、この有限な資源を、い
かに有効に活用していくかが、社会課題として重要性を増
しています。このような中で、私たちのお客様も、経済価
値の追求だけでなく、直面する社会課題の解決に真剣に
取り組まれています。水処理はもともと高い社会価値を生
み出す事業ですが、私たちは、現状にとどまることを良し
としていません。「水」には、気候変動や生物多様性など、
幅広い社会課題の解決に貢献する可能性を秘めており、
水資源の問題からエネルギーや資源循環へとスコープを
広げ、「水に関する知」を駆使して、新たな価値を生み出し、
クリタグループの持続的な成長と社会価値の創出の双方
の共通価値の創造に挑戦していきます。
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売上高 3,446億円 4,089億円 4,700億円
事業利益率 11.2％　 12.0％　 16％　
ROE 7.1％ 6.1％ 12％以上
ROIC 8.0％ 8.8％ 10％以上

（CSVビジネスによる）

節水貢献量 104百万㎥ 108百万㎥ 250百万㎥
GHG削減貢献量 499千t 1,312千t 3,000千t以上
資源化貢献量・
資源投入削減貢献量
の増加割合

－
（基準年）

12％
（23/3期比）

300％
（23/3期比）

中期経営計画
Pioneering Shared Value 2027

2025年
3月期実績

2023年
3月期実績

2028年
3月期目標

社長メッセージ

財務指標 マテリアリティ

企業ビジョン

共通価値
テーマ

基礎
テーマ

社会との共通価値の創造

企業価値向上

主要な
非財務指標

持続可能な社会の実現に貢献する「水の新たな価値」の開拓者

PSV-27計画の進捗と、計画達成に資する3つの勝ち筋

なソリューションを届けていきます。その中心となるのが
CSV（Creating Shared Value）ビジネスです。CSVビジ
ネスは、社会価値が高い水処理に係る事業の中でも、従来
に比べ節水、GHG排出削減、廃棄物の資源化または資源
投入量の削減に大きく貢献する製品、技術、ビジネスモデ
ルの総称です。CSVビジネスは、単に高い社会価値を創
出するだけでなく、これに付随してコストの削減や生産効
率の向上にも寄与することから、お客様に高い経済価値を
もたらします。

るサービス事業の拡大を進めることで、お客様にとって必
要不可欠なパートナーとなることを目指します。
一般水処理セグメントは、電子産業以外の幅広い産業の
お客様を対象とします。地政学リスクや関税影響を背景と
したコスト意識の高まりが見られるほか、気候変動問題を
はじめとする社会課題の解決に向けて、企業が環境や社
会へのインパクトを重視した経営に注力されており、お客
様のニーズは産業や地域によって多種多様です。このこと
から、地域軸と産業軸に特化した組織体制を構築し、最適

勝ち筋１   グループの強みを駆使した電子産業向けビジネスの基盤構築の進展

勝ち筋2   CSVビジネスの拡大

半導体市場は、製品需要や地政学リスクの影響を受けて
日々環境が変化していますが、その中で半導体製造企業の
売上上位企業であるグローバルアカウントは積極的な投資
を継続しています。
私たちはお客様のグローバルな事業展開に対応すべく、

これまで手薄だった欧米地域での事業体制の整備を進める
とともに、「EP+モジュール」のモデルを導入しエンジニアリ
ング力の強化を図りました。本モデルは、モジュール化した
水処理装置をスキッドにして納品することで、建設工程を簡
素化し、お客様のコスト削減や省スペース化、工期短縮と
いったメリットを創出します。この結果として、グローバルア

カウントからの案件の獲得に繋がり、私たちの電子産業向
けビジネスを名実ともにグローバルに拡大させることがで
きました。
また、半導体製造プロセスの変化が、私たちのビジネス
に追い風になると考えています。半導体の性能向上に向け
て、お客様は半導体の多層・3D構造化を進めており、これ
により水処理における排水処理・排水回収の比率が相対的
に大きくなることが予想されます。私たちは、この分野で豊
富な知見と実績に裏付けられた高い技術を保有しています。
この強みの発揮により足元での案件受注にも繋がっており、
今後さらなる事業拡大の呼び水となることを期待しています。

これまでの取り組みを通じて、CSVビジネスは、社会価
値のみならず、幅広い課題解決によってお客様にとっての
経済価値を創出する力が高いことを実感しています。社会
課題となっているエネルギーコストの高騰がGHG排出削
減に寄与するモデルの需要を後押しし、熱効率の改善や
AI・センシング技術を活用した運転最適化などのソリューショ
ンが高く評価されており、CSVビジネスによるGHG排出削

減目標も、前倒しで実現できる見込みとなっています。CSV

ビジネスは、様々な地域や産業のお客様から価値が受け入
れられていますが、インドやアフリカなどの新興国・地域で
は、ドアオープナーとしての役割も果たしています。また、
収益性においても既存事業と比較して高水準であることか
らも、PSV-27計画の経営指標である事業利益率の向上へ
の貢献が大いに期待できるものとなっています。

顧客価値を起点に既存事業の改善を重ねていくことは
成長していくうえで必須ですが、それだけでは成長の幅に
限界があります。クリタグループの歴史を振り返ると、超純
水製造技術の導入や土壌浄化分野への進出など、新たな
分野への挑戦が成長に繋がってきました。さらなる飛躍に
向けて、私たちは社会価値を起点としたイノベーションとし
て、新規事業創出に挑戦しています。その取り組みの一例
が、PFAS（有機フッ素化合物）への取り組みです。PFASは

人体への影響の懸念や市場性の高さから、企業理念の実
現に通じる取り組むべきテーマとして捉え、私たちは2023

年にPFAS対策室を立ち上げました。これまでに欧州・米国・
日本において分析・コンサルティング・除去装置の提供な
どの実績を積み重ねています。現在は環境や健康に関心
の高いお客様が先行して取り組まれている印象があります
が、今後社会全体に普及していくことが考えられ、収益の
柱の一つとして成長する期待が高まってきています。

なお、これらの勝ち筋の発揮においては、グループ内
のリソースのみならず、M&Aの活用も検討していきます。
これまで、M&Aを通じてグローバルな事業基盤の拡大や
技術・ノウハウを獲得し、CSVビジネスのグローバル拡大
や、欧米での電子産業基盤の確立、DXの進展などの成果
に繋げることができました。一方で、M&Aから業績貢献

までに時間がかかっていることが課題です。資本効率を
意識した経営を行ううえでは、株主還元との投資効果の比
較や、FCFコンバージョンレートの事前分析など、投資の
質を高めることが必要と考えています。さらに、PMI

（Post-Merger Integration）の実行力を強化することで、
より効果的なM&Aを実現していきます。

勝ち筋3   社会価値を起点とした新規事業の創出・展開の進展

PSV-27計画の経営目標は、売上高4,700億円、事業利益率
16%、ROE12%以上、ROIC10%以上に加えて、CSVビジネ
スの拡大を通じたお客様への節水やGHG排出削減、資源化・
資源投入削減に対する貢献をはじめとする非財務指標を掲げ
ています。PSV-27計画がスタートして2年が経過し、私たちは
計画達成に向けて着実な成長を遂げることができました。
しかし、事業環境が当初の想定から変化したことにより、

2つの課題が明らかになりました。
まず、サービス事業拡大の柱である継続契約型サービス
の収益貢献タイミングの変化です。お客様の工場内に自社
資産の水処理設備を設置し、お客様が求める質と量の水を
安定供給する継続契約型サービスは、環境負荷低減に寄
与するモデルなどサービスの多様化を図り、これまでに事
業成長と顧客層の拡大を実現しました。しかし、足元では、

政府からの半導体メーカーへの補助金拠出や、人手不足
を背景としたお客様の投資時期の遅延など、収益貢献時期
に遅れが出ています。既存のお客様の後続案件だけでも
中長期的な視点での成長は見えていますが、PSV-27計画
残り3年での収益拡大は想定より緩やかとなります。
続いて、精密洗浄事業の回復の遅れです。北米では、

主要なお客様の工場増設計画に合わせて洗浄工場の新
設投資を行っていましたが、特定のお客様の事業の影響
を受け、投資回収の見通しが立たなくなったことから、事
業規模を縮小して再構築を図る判断をしました。これによ
り、有形固定資産およびのれんの減損損失を計上しまし
たが、スリム化によりリソースの再配分が可能となりまし
た。水処理装置案件の獲得をきっかけとした新規のお客
様との接点構築も進んでおり、マネジメントの強化を図り

ながら、以前の高収益体質を取り戻すことに注力します。
課題もある中で、誇るべき成果も得られました。それは、

PSV-27計画達成に繋がる3つの勝ち筋を見出すことがで
きたことです。
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社長メッセージ

一般水処理セグメント

多様なサービスで幅広い顧客接点をグローバルに獲得

●  東アジア・欧州・北米の
グローバルな事業基盤

●  排水処理・排水回収分野に
おける高い技術力と実績

●  高いエンジニアリング力

得られた勝ち筋や強み 強化する取り組み

電子セグメント

サービス事業の
起点となる装置案件を
グローバルに拡大

地域・市場特性に適した事業展開により、高価値モデルの展開を加速

●  高い社会価値と
お客様の経済価値を創出する
CSVビジネス

●  PFAS課題への対応実績

得られた勝ち筋や強み 強化する取り組み

CSVビジネスの拡大

新規事業の創出・展開

売上高

事業
利益率

2,400億円

14%

2028年3月期目標

がら実現させていきます。
まずは、資本市場をはじめとするステークホルダーの皆
様から、クリタグループの将来成長に対する信頼を得るこ
とが重要です。現在の株価水準は、PSV-27計画達成に対
する懐疑的な見方の表れだと受け止めています。先ほどご
説明した「3つの勝ち筋」は、私たちの自信の根拠です。こ
れらを言語化し、取り組みと成果を明確に示すことで、皆
様との対話を通じていただいた評価や意見を経営戦略に
反映させ、経営の高度化を図っていきます。次のステップ
は、クリタグループの電子産業向けビジネスにおける優位
性を広く認識していただくことです。私たちの技術が今後
のお客様のビジョンに対しどのように評価され、貢献して
いるかを、実績をもって丁寧に説明し、信頼の獲得に繋げ
ていきたいと考えています。
私はPSV-27計画の経営指標において、ROEを最も重視

しています。収益性とEPS成長率、そして成長投資と株主還
元の両立に強くこだわり、TSR（Total Shareholder Return：
株主総利回り）の改善を通じて、企業価値を向上させてい
きます。
私たちがこれから挑む未来の道のりは、決して平坦では

ありません。しかし、クリタグループには、世界をより良く
変える力があると信じています。ステークホルダーの皆様
には、企業ビジョン、そして企業理念の実現に向けて邁進す
る私たちに、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜ります
よう、心よりお願い申し上げます。

*  Green Manufacturing　環境への負荷を最小限に抑えながら製品を製造する取り組み。
特に近年、気候変動や資源枯渇への懸念が高まる中で、半導体産業を中心とする多くの
分野で注目されている。

売上高

事業
利益率

一般水処理セグメントではCSVビジネスが収益性向上を牽引

ステークホルダーとともに歩む、企業価値向上への道筋

お客様や社会に提供する価値を生み出すのは、「人」で
す。私は従業員との交流を通じて、企業理念が一人ひとり
の言動に根付いていることを実感しています。社会に貢献し、
その結果として自身も成長したいという強い想いを持つ人
材が集まっていることこそが、クリタグループの最大の強
みです。この想いを具現化して成果に繋げ、社会からの評
価に結びつけることが、経営者の役割だと考えます。その
ために、「Value Pioneering Path」と「大切にする価値観」
の理解浸透を図ることで、従業員が社会や会社への貢献に
誇りをもって働ける環境を整えていくとともに、積極的に従
業員とコミュニケーションを図ることで、エンゲージメント
を高めていきます。
社長就任以降、私は、お客様、協力会社や株主・投資家

の皆様、そして従業員と様々なステークホルダーと対話を
続けてきました。その中で、私たちの企業理念は従業員の
みならず、多くの方々に共感いただけていると強く感じて
います。一方で、そこへ向かう取り組みへの期待としての
企業価値としては、まだ十分な評価が得られていないと感
じています。
企業価値を株式の時価総額と捉えると、私は、クリタグ

ループは1兆円を超えるポテンシャルがあると考えています。
足元の状況からは距離がありますが、私たちが社会に提供
している価値の高さを踏まえれば、十分に実現可能な水準
だと私は確信しています。もちろん、一足飛びに到達でき
るものではありません。一歩ずつ着実にステップを踏みな

これまで順調に成長を遂げている一般水処理セグメント
では、当初の事業利益率目標を引き上げ、売上高2,400億
円、事業利益率14%を目指します。
取り組みの代表となるCSVビジネスでは、さらなる拡大に
向けて「量」「質」「マーケティング」の3つのポイントを軸に取
り組みます。まず「量」については、CSVビジネスのモデル
数を拡充させ、売上拡大のベースとなるSOM（Serviceable 

Obtainable Market：ビジネス展開が可能な市場規模）を積
み上げていきます。次に「質」の確保です。CSVビジネスに
認定されているモデルであっても、事業環境の変化によりそ
の価値が陳腐化する可能性もあるため、各モデルが期待さ

れる社会価値や収益性を創出しているか審査し、品質の維持・
向上に努めています。加えて、センシングやIoTを駆使した
デジタル技術を活用してモデルの品質向上にも取り組んで
います。最後に「マーケティング」です。グループ共通の情報
基盤を活用して、成功事例の水平展開やお客様の適切な接
点へのアプローチの推進により、各地域・各産業のお客様
の課題への最適なソリューション提案を実現し、SOMの獲
得率を高めて売り上げ拡大に繋げます。これら3つの視点を
統合的に管理・推進する組織として、2025年4月には「バ
リュー・プロバイディング戦略本部」を新設しています。
新規事業の創出・展開では、PFASへの取り組みを、PFAS

を整えていきます。既存のお客様の後続案件の獲得や新規
のお客様との接点構築を進めることで、サービス事業の拡
大を目指します。さらには、欧米でのEP+モジュールの適用
実績を活かして、今後成長が期待されるインドへの事業進出
を検討していきます。また、日本を含むアジア地域では、AI

による設計の自動化や需要予測に基づく調達期間短縮など、
フロントローディングの考え方を取り入れた生産プロセス変
革の取り組みにより、生産リードタイムの短縮を図ります。
私たちが排水処理・排水回収分野に強みを持つことは

先ほどお話ししたとおりです。グローバルアカウントのお
客様をはじめ半導体産業はGreen Manufacturing*への
取り組みを志向されており、私たちの強みを発揮しながら
お客様の経済価値向上や環境負荷低減を両立するソリュー
ションを提供し、産業・社会の発展に貢献します。

事業環境の変化やこれらの勝ち筋を踏まえて、PSV-27

計画達成に向けた今後強化していく戦略を改めて設定し、
各セグメント別の目標も見直しています。
電子セグメントでは、引き続き多様なサービス事業の拡

大を戦略の軸として推進します。そのために、特にこの3年
間で重点的に取り組むのは、サービス事業の起点となる顧
客接点をグローバルに獲得していくことです。エンジニアリ
ング力と技術力を駆使して、グローバルアカウントをはじめ
とするお客様との接点をさらに強化して、水処理装置案件
を継続して獲得し、多様なサービス事業へと繋げていくこ
とで、売上高2,300億円、事業利益率18%を目指します。
お客様から幅広く案件を獲得していくためには、質と量を

提供できるエンジニアリング力が必要となります。欧米地域
では、獲得したEP+モジュールによる大型装置案件の対応
を着実に完遂させ、これに続くサービスのバックアップ体制

の分析・除去に加え、有害物質の無害化まで含めたワンス
トップソリューションへと進化させます。PSV-27計画中に業
績貢献できる規模にまで拡大させ、本分野におけるトップラ

ンナーとしてのポジションを築いていく考えです。このほか、
中長期的な視点でクリタグループの中核となるような新たな
事業モデルの構築にも取り組みます。

電子セグメントでは、サービス事業の起点となる顧客接点をグローバルに拡大

2,300億円

18%

2,100億円

20%

2028年3月期目標

13%
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Value Pioneering Path

中期経営計画　　　　Pioneering Shared Value 2027

独創的で　　　　価値の高いソリューションの創出・提供

企業理念の実現に向け、そのマイルストーンである企業
ビジョンを実現するための道筋を示したものが、「Value 

Pioneering Path」です。2030年のあるべき姿を示す企業
ビジョンと、企業ビジョン達成のための重要課題であるマテ
リアリティ、中期経営計画「Pioneering Shared Value 2027
（PSV-27計画）」の関係を体系化し、クリタグループが中期的
に進むべき方向性を明示しています。
私たちは、この価値開拓の道筋に沿って各戦略を推し進

め、産業や社会に独創的で価値の高いソリューションを提供
していくことにより、ビジョンの実現を目指します。

企業ビジョン実現までの道筋
「Value Pioneering Path」

主な非財務指標財務指標

知財戦略

CSVビジネス
の拡大

一般産業

共通価値テーマ

❶ 水資源の問題解決
❷ 脱炭素社会実現への貢献
❸ 循環型経済社会構築への貢献

基礎テーマ

❹  革新的な製品・技術・ビジネスモデルの開
発と普及

❺  戦略的な人材育成と活用
❻  高い品質と安全性の製品・サービスの提供
❼  人権を尊重した事業活動
❽  公正な事業活動

クリタグループのマテリアリティ

グループガバナンス／
コーポレートガバナンス

人材戦略

大切にする価値観

サービス
事業の

多様化と深化

電子産業

節水貢献量 250百万㎥
GHG削減貢献量3,000千t以上
資源化貢献量・資源投入削減貢献量
の増加割合 300%(23/3期比) 

高い社会価値顧客親密性

企業価値向上

価値創造の源泉

価値の毀損防止　リスク抑制 / 資本コスト低減

企業ビジョン

（2024年3月期～2028年3月期）

生産戦略 イノベーション戦略

CSV
ビジネス
による

持続可能な社会の実現に貢献する「水の新たな価値」の開拓者

4,700億円 16％

10％
以上12 ％

以上

P80～99

P64～67

P54～63

P42～50

P30～41

P72～79

BX（Business Transformation）

OX（Operational Transformation）

デジタル戦略
P51～53

株主還元

成長投資

財務戦略
P18～21

マテリアリティテーマ❹

マテリアリティテーマ❺

マテリアリティテーマ❼❽

売上高 事業
利益率

ROICROE

マテリアリティテーマ❶❷❸

事業戦略

競争優位性の確立顧客価値を起点とした
トランスフォーメーションの実現

社会価値を起点とした
イノベーションの創出

マテリアリティテーマ❻
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財務健全性と資本効率を両立した
グループの持続的な成長を実現し、
企業価値向上に繋げます

代表執行役専務　経営管理本部長
兼 Chief Financial Of�cer (CFO)

城出 秀司

財務戦略

PSV-27計画達成に向けて着実な進展を遂げた2025年3月期

さらなる成長に向けて強化戦略を再設定

財務・資本政策で目指す姿とキャッシュ・アロケーション

PSV-27計画の2年目となる2025年3月期は、受注高・
売上高・事業利益いずれも前期比で増加し、事業利益率も
向上しました（10.9%→12.0%）。電子産業向け事業にお
いて新たな基盤の構築に取り組んでいた北米・欧州で大
型装置案件を獲得したほか、CSVビジネスがグローバル
に拡大が進むなど、クリタグループの持続的成長に向けた
取り組みを着実に前進させることができたと評価しています。
セグメント別では、電子セグメントは継続契約型サービ

スにおける新規案件の収益貢献や精密洗浄の売上拡大に

これまでの取り組みの進捗を踏まえて、今後強化してい
く戦略を見直しています。これにより、PSV-27計画の売
上高目標を4,500億円から4,700億円に引き上げ、事業
利益率目標は16%を維持しつつ、セグメント別の目標を
見直しました。
電子産業では、生成AIの需要拡大を背景に、装置案件
およびアフターサービスがPSV-27計画の前提を上回る
ことを見込み、電子セグメントの売上高目標を2,300億円
に上方修正しました。その一方で、事業利益率目標は、北
米での精密洗浄事業の回復の遅れや継続契約型サービ
スの収益貢献タイミングの変化を反映して、2％ポイント引

財務面では、安定的な財務基盤の維持を目的に最適資
本構成を意識した事業運営を推進するとともに、お客様と
の継続的な関係の構築に繋がるサービス事業のほか
M&Aといった成長投資や株主還元の拡充を通じて、クリ
タグループの企業価値の向上を目指しています。財務健
全性の観点では、親会社所有者帰属持分比率とネットデッ
トエクイティレシオの指標を、収益性は事業利益率、資本
効率性ではROEとROICを重視しています。これらを管理
し、PSV-27計画達成に向けた戦略を財務の側面から支え
ます。

PSV-27計画のこれまでの2ヵ年累計のキャッシュ・ア
ロケーションとしては、創
出する営業キャッシュを
主な原資に、継続契約型
サービスや精密洗浄事業
向けの設備投資、欧州で
の水処理装置事業を手掛
けるアルカデ・エンジニア
リング社のM&Aといった
成長投資をこれまで実施
してきました。株主還元
は、2025年3月期の配当
性向は51%、直近5年通
算 で41%となり、21期
連続の増配となりました。

より増収となりました。事業利益は、増収効果に加えて、
サービス売上高構成比の上昇や装置事業の案件ミックス
の改善により増益となり、事業利益率も改善しました
（11.5%→13.4%）。一般水処理セグメントは、中国、欧州、

ASEANの一部で景況感悪化の影響を受けましたが、CSV

ビジネスの展開に加え、収益性に課題のあったクリタ・アメ
リカ社では装置事業の官公需シフトの進展やのコスト効率
の改善が進み、増収増益となり、事業利益率も改善しました
（10.4%→11.0%）。
営業利益以下の利益は減益となりました。これは、主に

米国で精密洗浄事業を展開しているグループ会社のペンタ
ゴン・テクノロジーズ・グループ社において、長引く収益性
停滞に対して構造改革を行うことを判断し、一部の工場を閉
鎖したことにより有形固定資産とのれんの減損損失（165

億円）を計上したほか、水道管等の劣化予測ソフトウエアサー
ビスを提供しているクリタ・フラクタ・ホールディングス社に
おいてものれんの減損損失（25億円）を計上したためです。
資本効率性は、ROEは減損損失の影響を受けて前期比

で悪化しましたが、この影響を除外すると改善トレンドとなっ
ています。ROICは、税引き後事業利益の増加により、改善
しています。

き下げ18%としています。
一般水処理セグメントは、成長ドライバーであるCSVビ

ジネスの収益性が計画を上回る水準となったほか、クリタ・
アメリカ社の収益性改善が順調に進んでいることを踏ま
えて、売上高目標は2,400億円を維持した上で、事業利
益率目標は1％ポイント引き上げ14%としています。足元
では景気回復への懸念によるコスト意識の高まりのほか、
お客様が向き合う社会課題も、気候変動のみならず、生
物多様性やPFASなど広がりが見られます。このニーズに
対してCSVビジネスをはじめとする価値起点のビジネス
をさらに拡大させていきます。

一方で、PSV-27計画当初の前提と比較すると、継続契約
型サービス向けの投資タイミングが後ろ倒しとなっており、
投資支出は想定を下回っています。
今後のキャッシュ・アロケーションの方針については、

設備投資は約750億円程度の規模を想定しており、設備
の維持・更新に関わる投資に加えて、継続契約型サービ
ス向けなど中長期的な視点で必要と考える投資を実行し
ていきます。M&Aは、成長に向けた重要な戦略手段の一
つです。電子産業向け水処理装置事業での新市場開拓の
ほか、CSVビジネス拡大に向けた基盤獲得、PFASソリュー
ションなどの新事業拡大に向けた技術獲得を目的とした
ボルトオンM&Aを指向し、
必要に応じて負債も活用し
て実行していきます。株主
還元は、引き続き継続的な
増配に努めるとともに、資
本効率の向上や今後の営業
キャッシュ・フローと資金需
要、株価を踏まえて、自己
株式の取得を機動的かつ積
極的に検討していきます。
2025年5月 から7月 には
150億円の規模で自己株式
の取得を実施しました。最
適資本構成としては、信用
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2025年3月期における資本市場との対話の実施状況

対話の機会
決算説明会、サステナビリティ説明会、海外ロードショー、証券会社主催カンファレンス、スモールミーティング、
個別ミーティング、Kurita Innovation Hub 施設見学など　総対話件数　474件　（2024年3月期：390件）

概要

●対話先

●当社の対話対応者の構成

●対話した機関投資家の地域構成

対話の
主なテーマ

● PSV-27計画達成に向けた戦略や施策
● PFASなど社会課題への事業機会・リスク
●クリタグループの成長投資の動向と資本政策

取締役会に対する
フィードバック

●資本市場とのエンゲージメント活動方針と取り組み進捗の報告（年2回）
●株主・投資家などとの対話内容の報告（月次）

経営陣（社長、CFOほか）
30％

IR・SR専任部署
70％

機関投資家（株主）
36％

機関投資家（非株主）
53％

日本
46%

アジア（日本以外）

北米
12%

欧州
21%

21％

（474件）

（474件）

（474件）

証券会社アナリスト
11％

財務戦略 CFOメッセージ

格付A格帯を維持する範囲で親会社所有者帰属持分比率
を適正な水準に維持する考えですが、2025年6月末時点
で60%を超える高い水準となっており、資本効率を早期
に改善させていく必要があると認識しています。
投資は、投資委員会の審査を経て実施しています。設備

投資はROICやNPVなどを用いて評価し、資本コストを上
回るリターンが得られる案件を厳選して実行します。M&A

は、これまでの経験を踏まえて、事業の補完性やシナジー、

収益性、資本効率など総合的な評価を強化します。3年の
時間軸を目安に、ROICや営業キャッシュ・フローのハード
ルを設定するとともに、株主還元との効果の比較も行い、
是々非々で判断していく考えです。PMI（Post Merger 

Integration：M&A後の統合プロセス）においても、専任
チームの設置や適切なマネジメント体制を敷き、事業・ガ
バナンスの両面から設計して実行することで高度化を図り
ます。

事業特性を踏まえたROIC向上の取り組みを推進

グループキャッシュマネジメントによる資金効率向上とリスク低減

私はCFOとして、資本コストを単なる財務指標ではなく、
経営判断の基盤となる考え方としてグループに浸透させるこ
とを重視しており、ROIC・WACCの社内共通言語化と事業
別ROICの改善・モニタリングに取り組んでいます。事業ポー
トフォリオ評価を通じて、WACCを上回る収益性の確保が企
業価値向上に直結することを、事業部門に浸透させ、改善余
地のある事業には、資本再配分や構造改革など経営会議で
の議論を促しています。また、投資委員会でも、ROICベース
での投資案件への評価を義務化し、資本効率の視点を組織
全体に浸透させています。
電子セグメントでは、事業用資産の規模の大きい事業とし

て、継続契約型サービスと精密洗浄事業が挙げられます。継
続契約型サービスは、収益性改善に貢献する一方で、大きな
初期投資を伴います。初期投資後しばらくは事業用資産とし
ての負担が重くなりますが、起伏の激しい電子市場での安
定的な収益確保とお客様との継続的な接点構築に繋がるた
め、必要な投資だと考えています。その上で、生産プロセス
変革の取り組みを通じた設備投資の効率化や運転シミュレー
ション技術を活用した管理コストの最適化に取り組むほか、

クリタグループは、当社の経理・財務部門が統括となっ
てグローバルな財務統制を強化しており、資金の「視える化」
と「地域最適化」の両輪で取り組みを推進しています。
M&Aにより加わった企業を含む海外グループ会社に対し
ては、財務方針や資金管理方針の周知や各地域の経理・
財務担当とのコミュニケーションを強化するとともに、
Global Cash Management Systemを活用して、各社の
資金繰り向上や与信管理にかかる支援に取り組みます。日

EP+モジュールのような収益性の高いモデルの導入を進め
て資本効率の改善を図ります。北米や欧州の精密洗浄事業
では、これまでお客様の投資計画にあわせて洗浄工場の投
資を行っていましたが、一部のお客様の工場の稼働率低迷
や工場建設計画の変更・延期の影響を受け、事業構造を見
直すこととし、一部工場の閉鎖を決定しました。これにより
減損損失を計上することになった点は遺憾ですが、このタイ
ミングでの決断は早期の収益貢献と資本効率改善を図るた
めに必要だったと考えています。一般水処理セグメントでは、
薬品やメンテナンスなど、アセットライトな事業が中心となる
ため、収益性の向上がROIC改善の主要な取り組みとなりま
す。中でも価値創出力が高いCSVビジネスは、従来事業と比
べて収益性が10%ポイント以上も優れており、またその水
準も年々向上しています。ラインナップを量・質の両面で拡
充し、取り組みをさらに加速させていきます。
また、マテリアリティへの取り組みを通じた事業リスクの
低減に加えて、情報開示の充実や低金利のサステナブルファ
イナンスも活用し、資本コストの抑制によるスプレッド拡大を
目指します。

本では、グループ会社の資金情報をリアルタイムで集約す
る体制を整備しています。資金調達においては、金利が上
昇傾向にある中、長期・短期のバランスを保ちつつ、幅広
い資金提供者から最適な手法で実行します。2025年9月
には、サステナブルファイナンスとして、ブルー・ボンドを発
行しており、海洋の汚染防止などクリタグループの技術力
や強みを発揮した資金調達を行っています。
キャッシュ創出力の強化も重要です。2025年3月期にお

株主・投資家との建設的な対話を通じて、経営を高度化

株主・投資家をはじめとする資本市場との対話は、資本
コストや株価を意識した経営を行う上で非常に重要な機会
と捉えています。中長期の視点からクリタグループの経営
や事業を議論する建設的な対話の場には、社長や私以外
にも、社外取締役や執行役・執行役員も積極的に関与して
います。対話の内容は、定期的に取締役会に報告すること
で経営判断への反映とガバナンスの高度化にも結び付け
ています。対話の中で特に関心が寄せられるテーマは、
半導体市場をはじめとする電子産業の市場動向や事業の
状況のほか、CSVビジネス拡大に向けた戦略、PFAS対応、
そして資本政策などが挙げられます。私はCFOとして、対
話を通じてクリタグループの成長戦略をいかに正しく、納
得感を持って皆様に伝えるかという点を常に留意していま
す。私たちは、幅広い産業のお客様に対して、水処理薬品
や水処理装置をはじめとする多様な事業を展開していま
すが、これらは単なる並列ではなく、それぞれの技術や知

見を融合させることでシナジーを生み、より高い価値の提
供が可能となります。つまり、私たちの事業は一体として
プレミアムを創出しているとご理解いただき、クリタグルー
プ全体で適正な企業価値が評価されるよう対話に努める
必要があると考えています。

2025年3月期の当社のTSR（株主総利回り）は100％を
下回り、配当込みTOPIX指数に対してもアンダーパフォー
ムする結果となりました。株価は、企業の将来期待を反映
するものであり、TSRの低迷は、私たちの成長性や資本効
率、対話力に対する課題を示唆しており、CFOとしてこの
状況を重く受け止めています。ROIC経営のさらなる定着・
浸透を通じてと資本効率の改善を図るとともに、資本市場
との対話の深化、PSV-27計画の実行性の向上に取り組み
ます。これらの施策を通じて、クリタグループが中長期で
目指す姿や企業価値向上の戦略について、エクイティストー
リーとして丁寧に伝えることを心がけていきます。

ける営業キャッシュ・フローは、事業利益の増加に加えて、大
型装置案件の工事完了に伴う運転資本の改善により大きく
増加しました。今後も半導体産業の旺盛な設備投資需要を
背景とした売上の拡大やCSVビジネスの拡大による収益性

改善により、さらなる増加を見込みます。加えて、CCC（Cash 

Conversion Cycle）の改善に向け、回収期間が長くなりやす
い水処理装置案件において、工事進行基準に応じた代金回
収を交渉するなど全社的な取り組みを展開しています。
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執行役員
サステナビリティ経営戦略室長

サステナビリティ推進委員会委員長

田辺 尚

マテリアリティをPSV-27計画に
有機的に結び付け、
社会との共通価値を創造する
サステナビリティ経営を推進します

サステナビリティ経営の推進 担当役員メッセージ

企業ビジョン実現までの道筋を示し、PSV-27計画と一体となったマテリアリティへの取り組みを加速

マテリアリティへの取り組みが、高い社会価値を創出し、企業価値を向上させる

社会との共通価値を創造するCSVビジネスを拡大していく

企業理念を拠り所に、社会とともに成長する企業へ

マテリアリティへの取り組み状況と今後のアプローチ

PSV-27計画の開始にあたり、クリタグループは、サステナビ
リティを自然環境や社会システムの中に企業活動を位置づけ、
それらとの相互影響を踏まえて持続的な成長を図ることであ
ると捉え、サステナビリティを経営の中核に据えることを宣言
しました。そして、その経営の目指す成果として2030年のある
べき姿を企業ビジョンとして掲げています。このビジョン実現
のための重要課題として設定したのが「クリタグループのマテ
リアリティ」です。
マテリアリティは、サステナビリティに関するグローバルな
課題がクリタグループの企業価値に与える影響と、クリタグルー
プが社会・環境に与える影響という２つの軸で特定され、3つ
の共通価値テーマと、5つの基礎テーマから構成されています。
マテリアリティの各テーマの取り組みは、共通価値テーマにお

サステナビリティ経営戦略室のミッションはサステナビリ
ティ経営の実効性を高めていくことです。そのためには、事
業活動においてマテリアリティに対する意識を一層高めると
ともに、高い社会価値を創出する基盤を強化し、価値提供を
加速していくことが重要だと考えています。

いては主に社会との共通価値の創造に直結する役割を、基礎
テーマにおいてはその価値創出を支える役割を担っています。
サステナビリティ経営を目指すクリタグループにとって、マテ
リアリティへの取り組みはPSV-27計画の事業戦略や機能戦
略と非常に密接に関係しているものです。そのため、マテリア
リティ解決に向けた取り組みをPSV-27計画の戦略に組み入
れるとともに、これらの関係性と企業ビジョン実現までの道
筋を「Value Pioneering Path」として示しています。この策定
と周知を図った前期に続き、2025年3月期は理解浸透に注力
しました。経営層と従業員の対話や職場ダイアローグを通して、
従業員一人ひとりがValue Pioneering Pathに基づき、自身
の業務とグループの成長や社会貢献との結びつきを考えるこ
とで、グループ全体で事業活動との一体化を推進しています。

マテリアリティの基礎テーマである、公正な事業活動や人
権尊重などの企業としての義務を徹底して果たすことは、ス
テークホルダーの共感を獲得するとともに資本コストを低減
させ、企業価値の毀損を防止しています。また、機能戦略や
人材戦略に関わる基礎テーマへの取り組みを通じて、顧客

価値を起点としたトランスフォーメーションと社会価値を起
点としたイノベーションを促進することで、競争優位性を強
化しています。この競争優位性を体現するビジネスがCSVビ
ジネスであり、その拡大展開は共通価値テーマにおける重

要な取り組みの一つです。クリタグループだからこそ創出で
きる社会価値を提供し、私たち自身も高い経済価値を獲得す
ることで、高収益企業として持続的に成長していくことを目
指していきます。

水処理事業は、それ自体が社会価値を創出するもので
すが、クリタグループは「より高い価値」の創出にこだわり、
従来の技術や競合他社の技術に比べ節水、GHG排出削減、
廃棄物の資源化または資源投入量削減に大きく貢献する
製品・サービスを「CSVビジネス」と定め、開発に注力して
います。CSVビジネスは高い社会価値を提供することはも
とより、水やエネルギーの使用量削減などを通してお客様
の利益向上にも貢献するものであり、その価値を認められ

収益性の高いビジネスモデルとして進化しています。2025

年6月末時点のCSVビジネスのモデル数は114モデルで
あり、PSV-27計画開始時から50モデル以上増加しました。
CSVビジネスに選定されたモデルについては、サステナビ
リティ推進委員会が、各モデルの社会価値の発揮状況や経
済価値の獲得状況を定期的に検証し、CSVビジネスとして
の妥当性を精査することで、ビジネスモデルとしての競争
優位性を維持・向上させています。

2025年4月から新たにサステナビリティ経営戦略室を
設置し、全社的な経営戦略･経営計画に関わる機能と、新
たなCSVビジネスの創出や新規事業を構想するための知
財機能やインテリジェンス機能も集約しました。マテリアリ
ティへの取り組みを通じて高い社会価値を創出し、社会課

題の解決に貢献することは、企業理念に象徴されるクリタ
グループの存在意義そのものです。社会の動向やサステ
ナビリティに関する潮流をクリタグループの長期的な戦略
に反映し、社会とともに成長する企業グループとして、社会
との共通価値の創造に邁進していきます。

CSVビジネスは、これまで順調に規模を拡大させるとともに、
想定を上回る収益性を確保できています。社会価値について
は、エネルギー価格の高騰を背景に、燃料削減に寄与するソ
リューションへのニーズの高まりも受け、GHG削減貢献量は
当初の計画を上回るペースで進捗し、2028年3月期目標を上
方修正しました。一方、節水貢献量と資源化貢献量・資源投
入削減貢献量については目標達成に向け、取り組みをさらに
加速する必要があります。サステナビリティ推進委員会では
共通価値テーマごとの分科会を組成し、バリュー・プロバイディ
ング戦略本部と連携して、創出価値の大きいCSVビジネスの
拡大展開や新たなモデル創出の取り組みを強化しています。

CSVビジネス以外にも、事業活動で生じる環境負荷の低減
にも取り組んでいます。その一環として、気候変動や自然資
本に関するリスクと機会を適切に把握するためにTCFDや
TNFDへの対応を進めています。また、水に関わるイニシアチ
ブにも参画しており、水のスチュワードシップを推進する国

際認証機関である Alliance for Water Stewardshipと協働
し、日本での水資源保全の啓発活動を実施するJapan Water 

Stewardshipを立ち上げました。これらの取り組みを通じて、
自然環境・社会とクリタグループ双方のポジティブインパクト
を最大化し、企業価値向上に繋げる取り組みも推進しています。
その具体例の一つがScope3の削減です。クリタグループで
は、GHG排出量のほとんどをScope3が占めており、Scope3

削減が気候変動対策のカギを握ります。Scope3の多くは水
処理装置に用いられるポンプなどの回転機の電力由来です。
半導体産業の旺盛な設備投資を背景に装置案件の受注水準
が高い状況でもScope3を削減していくため、水処理装置の
設計の最適化や運転の効率化を進めるとともに、低炭素化に
資する技術導入についても検討し、削減を着実に推進してい
きます。なお、2025年4月にはSBT認定を取得しており、ステー
クホルダーからの信頼獲得やサステナビリティに関心の高い
お客様からの事業機会の創出にも繋げていきます。
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サステナビリティ経営の推進

*1  クリタグループの活動の成果をより適切に表現するため、2026年3月期より活動流域の延べ人口を削除し、活動流域のみを目標とすることを取締役会で決定しました。
*2 2025年3月期までの進捗状況および最新の評価結果を踏まえて目標値の修正を行いました。

クリタグループは、サステナビリティを自然環境や社会シス
テムの中に企業活動を位置付け、それらとの相互影響を踏ま
えて持続的な成長を図ることであると捉えています。PSV-27

計画では、経営戦略の中核にサステナビリティを据え、企業ビ

クリタグループのマテリアリティ

共通価値テーマ

水資源の問題解決

コレクティブアクションを実施する
延べ流域数（と活動流域延べ人口）*1

５流域

（2031年3月期目標：７流域）

CSVビジネスによる節水貢献量 250百万m3 *2

GHG排出量・節水貢献量比の削減割合
（2023年3月期比） 50%

取水量原単位（連結売上高比）の削減割合
（2023年3月期比、超純水供給事業を除く） 30％以上*2

水資源に関する関心向上のためにエンゲージした
個人・組織・団体の数 前期以上

脱炭素社会実現への貢献

Scope１＋２の削減割合（2020年3月期比） 73%

（2031年3月期目標：80%、2051年3月期目標：Net-Zero）

Scope3の削減割合（2020年3月期比） 22%

（2031年3月期目標：30%、2051年3月期目標：Net-Zero）

CSVビジネスによるGHG削減貢献量 3,000千t以上*2

循環型経済社会構築への貢献

CSVビジネスによる資源化貢献量・資源投入
削減貢献量の増加割合（2023年3月期比） 300%

自社廃棄物のリサイクル化率 前期以上

2028年3月期 2028年3月期

ジョン実現に向けた重要課題を「クリタグループのマテリアリ
ティ」として定めています。これらのマテリアリティは、サステ
ナビリティに関するグローバルな課題を踏まえて特定したもの
であり、指標および目標を下表のとおり設定しています。

 PDCA
クリタグループは、マテリアリティおよびその指標･目標に関
する諸活動ごとにグループ統一の中期目標と事業年度ごとの目
標を策定しています。事業年度ごとの活動計画や必要に応じた

指標・目標の改定は、活動所管部署が立案し、サステナビリティ
推進委員会で討議の上、経営会議で決定します。活動実績の評
価は、サステナビリティ推進委員会および経営会議で行います。

当社の
取締役会

・サステナビリティ経営の
実践のため、マテリアリ
ティおよびマテリアリティへ
の取り組みを含めた中
期経営計画を決定する。

・マテリアリティの指標・
目標および活動実績に
ついて経営会議から報
告を受け、確認・評価す
る。
・ステークホルダーの期
待・懸念・評価について
経営会議から報告を受
け、確認する。

・マテリアリティおよびその
指標・目標の見直しにつ
いて経営会議から報告を
受け、決定する。

当社の
経営会議

・マテリアリティおよびマ
テリアリティへの取り組
みを含めた、中期経営
計画を審議し、各年度の
事業計画を決定する。

・マテリアリティの指標・
目標および活動実績に
ついてサステナビリティ
推進委員会より原則年2
回報告を受け、確認・評
価する。
・ステークホルダーの期
待・懸念・評価について
サステナビリティ推進委
員会より原則年2回報告
を受け、確認する。

・マテリアリティおよびその
指標・目標の見直しについ
てサステナビリティ推進委
員会から報告を受け、審議
する。

サステナビリティ
推進委員会

・サステナビリティ課題を
形成し、マテリアリティ
を立案し、経営会議に付
議する。
・マテリアリティの指標・
目標、および事業年度ご
との活動計画を検討し、
その結果を経営会議に
付議する。

・マテリアリティの指標・
目標の進捗を確認する。

・マテリアリティの指標・
目標および活動実績を
確認・評価する。
・ステークホルダーの期
待・懸念・評価をマテリ
アリティおよびその 指
標・目標の妥当性確認
や活動の改善に活かす。

・マテリアリティおよびその
指標・目標の見直しにつ
いて、その要否を含め検
討し、その結果を経営会
議に付議する。

活動所管部署

各種委員会

当社の
各本部・事業部

各グループ会社

・マテリアリティの指標・
目標、および中期経営
計画・事業計画を踏まえ
た活動計画を立案する。

・マテリアリティの指標・
目標に関する活動を推
進し、活動状況をサステ
ナビリティ推進委員会に
報告する。
・サステナビリティに関す
る情報を開示する。
・ステークホルダーエンゲー
ジメントを実施する。

・マテリアリティの指標・
目標および活動実績を
確認する。
・ステークホルダーの期待・
懸念・評価を確認する。

・マテリアリティの指標・目
標、およびそれらに関す
る活動を見直し、その結果
をサステナビリティ推進委
員会に報告する。

所属・協働する
社外団体

・社外団体の計画策定プ
ロセスに積極的に参加
する。

・社外団体と連携した活
動を実施する。
・社外団体に沿った様式
で活動に関する情報を
開示する。

・社外団体の活動とクリタ
グループのマテリアリ
ティの方向性の一致を確
認する。

・必要に応じて、対象の社
外団体での活動継続につ
いて再検討する。

Plan Do Check Action

詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/management/index.html
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取締役会

経営会議

活動所管部署／専門分科会／
栗田工業の各本部・事業部／

各グループ会社

各種委員会
社外団体

サステナビリティ推進委員会
委員長：サステナビリティ経営戦略室長
委員：各本部・事業部から選任
事務局：戦略企画部長、

インテグリティマネジメント部長

マテリアリティへの
取り組み全般の監督

マテリアリティへの
取り組み全般の審議、
施策の決定

マテリアリティへの
取り組み全般の管理、
新たな施策の検討

推進策の検討、
施策の実施

諮問

報告

報告
連携

付議・報告 決定・指示

統括・推進

監督
答申・報告

推進体制
クリタグループは、マテリアリティの指標ごとに所管部署を定
め取り組んでいます。当社の執行役員であるサステナビリティ経
営戦略室長を委員長とするサステナビリティ推進委員会は、各組
織における活動について議論し、グループにおけるマテリアリティ
への取り組みを統括、推進しています。また、マテリアリティの共
通価値テーマである「水資源の問題解決」、「脱炭素社会実現へ
の貢献」、「循環型経済社会構築への貢献」については、サステ
ナビリティ推進委員会の傘下に専門分科会を設置し、各テーマに
関連する指標や目標達成に向けた取り組みを強化しています。
マテリアリティへの取り組み状況は原則年2回、経営会議へ付議

または報告され、経営会議ではその内容を審議し、必要な施策
を決定します。経営会議は取り組み状況を、マテリアリティへの
取り組み全般の監督を担う取締役会へ報告しています。
取締役会の諮問機関であるサステナビリティ諮問会議は、サス

テナビリティを取り巻く国内外の情勢を踏まえ、マルチステークホ
ルダー視点や中長期的視点からサステナビリティ経営に関するク
リタグループの在り方を検討・審議し、取締役会へ答申・報告して
います。

マテリアリティ

基礎テーマ
革新的な製品・技術・ビジネスモデルの開発と普及

革新領域への投資割合 30%以上

革新領域のテーマ件数割合 30%以上

革新領域に関するステークホルダーエンゲージメント件数 前期以上

戦略的な人材育成と活用
エンゲージメントスコア
（a.全業種平均を上回る会社の割合、

b.調査した会社全体でのスコア）
a：75%

b：前回調査以上
当社の業務執行に係る経営層に占める
女性・外国人・経験者採用者の割合 40%

開発人材、デジタル人材、知財人材の充足度 80%

高い品質と安全性の製品・サービスの提供

20%

人権を尊重した事業活動

サプライヤーへの人権デュー・ディリジェンスの実施 継続実施

労働安全強度率 0.005以下

人権に関する教育研修について対象者の受講率 100%

人権侵害に関する救済窓口
（グリーバンス・メカニズム）の設置 完了

公正な事業活動

内部通報窓口に関する教育研修について対象者の受講率 100%

贈賄防止・競争法遵守等の法令・社内ルールに関
する教育研修について対象者の受講率 100%

贈賄防止法および競争法に関する違反件数 0件

顧客・社会に影響を与える事故の再発率の削減割合（前期比）
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サステナビリティ経営の推進

共通価値テーマは、クリタグループが展開する「水」を中心
とした事業領域において、あらゆる産業の工場全体に対して
多様なビジネスモデルを通じたソリューションを提供してきた
実績を踏まえて選定しています。こうした事業活動を通じて得
られた多様な現場接点により、「水に関する知」が蓄積され、
これがクリタグループの競争優位性の源泉となっています。さ
らに企業理念に共感する人材が原動力となり、クリタグループ
だからこそ創出できる社会へのポジティブなインパクトと、そ

クリタグループは、製品・サービスの提供を通じて社会価値
を創出するCSVビジネスの拡大、事業活動に伴う環境負荷の
低減、そして水に関する国際的なイニシアチブへの積極的な参
画を通じて、社会とクリタグループの双方にとってのポジティブ

共通価値テーマの選定

共通価値テーマの推進

の価値に見合った対価を得ることで、クリタグループにも持続
的なインパクトがもたらされます。クリタグループでは、この
社会と企業の双方にとっての価値創造を、相互に高め合うス
パイラルアップの構造として捉えています。
こうした視点から、現時点で最も社会的インパクトを創出可
能なテーマとして、「水資源の問題解決」「脱炭素社会実現へ
の貢献」「循環型経済社会構築への貢献」の3つを、共通価値
テーマとして選定しています。

インパクトの最大化を図り、企業価値の向上に繋げています。
クリタグループの事業を通じた成長は、マテリアリティに掲
げた課題への対応を通じて、より良い社会の実現に貢献する
ものであり、企業理念の実現に向けて不可欠な要素となります。

用水処理
装置

地下水 土壌 河川・湖沼・
海域

放流水

リサイクル

節水

資源化

廃棄物

ユーティリティ
設備生産プロセス

土壌・地下水浄化 廃棄物削減

水質浄化

歩留向上
省エネルギー

省力・省人化

GHG排出削減

設備保全・延命
事業継続

企業理念への共感力の高い人材

多様な現場接点から蓄積された「水に関する知」

インパクト
マテリアリティ

評価

財務
マテリアリティ

評価

インパクトの
計測可能性

半導体、電子部品、石油化学・石油精製、紙・パルプ、鉄鋼、食品・飲料、医薬、自動車、電力、公共施設、その他

ビジネスモデルの多様性による工場全体を捉えた課題解決力

共通価値テーマ

水資源の問題解決

脱炭素社会実現
への貢献

循環型経済社会
構築への貢献

継続契約型サービス装置 メンテナンス 精密洗浄薬品 土壌浄化・
環境分析など

共
通
価
値
テ
ー
マ

水資源の問題解決
水量、水質、水へのアクセスの側面から水資源の問題解決に取り組むとともに、
生態系サービスとしての水の適切な循環を維持する。

脱炭素社会実現への貢献

サプライチェーン全体で脱炭素社会の実現に貢献する。

循環型経済社会構築への貢献
限りある資源、再生可能な資源を有効活用・再利用し、持続可能な産業・社会の
構築と自然の喪失防止・回復に貢献する。

社会価値
創出

CSV (Creating Shared Value)
ビジネス拡大

自社内環境改善

国際的なイニシアチブへの参画

収益
拡大

環境負荷
低減

コスト
低減

クリタ
グループの
企業価値の
向上

排水処理
装置

排水回収
装置

サステナビリティ経営の推進

 CSV（Creating Shared Value）ビジネス
クリタグループでは、従来と比較して節水、GHG排出削減、廃
棄物の資源化または資源投入量の削減に大きく貢献する製品、
技術、ビジネスモデルを「CSVビジネス」として定めています。各
CSVビジネスの環境貢献度は、節水貢献量などの指標ごとに係
数化され、顧客による採用実績と組み合わせて、具体的な環境
負荷削減貢献量として算出しています。
クリタグループでは、より高い優位性を持つ製品、技術、ビジ

ネスモデルの開発状況に応じて、CSVビジネスを継続的に見直し
ており、マテリアリティの共通価値テーマおよびPSV-27計画の
財務目標と連動した取り組みとしています。なお、CSVビジネス
による節水貢献量、GHG削減貢献量、資源化貢献量・資源投入
削減貢献量の各指標およびCSVビジネス売上高の計画達成率は、
当社の執行役と執行役員および一部グループ会社の代表者に
対する業績連動報酬の業績評価に用いられています。
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節水 CORRシステム/再生水供給サービス 上水40％削減、下水30％削減、水コスト8.4％削減

資源投入削減 RoCleanシリーズ

GHG排出削減 生分解性防食剤配合冷却水処理薬品

環境負荷を低減しながらRO膜の寿命延長を実現

サプライチェーン全体でのGHG排出削減

サステナビリティ経営の推進

代表的な事例

マテリアリティへの取り組み目標と実績

 CSVビジネスのモデル数・売上高の推移

工場排水は通常、排水処理装置によって周辺環境に影響を
与えない水質まで浄化され、下水道や河川へ放流されています。
この排水を再利用することができれば、水の使用量を大幅に
削減することが可能となります。しかし、工場排水は一般的に
不純物を多く含み、水質の変動幅も大きいことから、安定的な
排水回収を実現するには高い技術が求められます。
クリタグループが提供する標準型排水回収システム「CORR

システム」は、水処理薬品と水処理装置の技術を組み合わせ
たシンプルな装置構造と独自の水処理薬品の活用によって安
定した排水回収を実現し、節水に貢献します。さらに、CORR

システムをクリタグループの資産として顧客の工場敷地内に

設置し、運転管理からメンテナンスまでを一括で請け負う再生
水供給サービスを提供しています。これにより、お客様が求め
る水量・水質の再生水を提供することが可能となり、運転管
理からメンテナンスの負担軽減に加え、トータルコストの削減
にも貢献します。

指標 2025年3月期目標 2025年3月期実績 2026年3月期目標 2028年3月期目標
水資源の問題解決

CSVビジネスによる節水貢献量 135百万㎥ 未達成（108百万㎥） 150百万㎥ 250百万㎥
GHG排出量・節水貢献量比*の削減割合
（2023年3月期比） 20％ 未達成（△2.1％） 35％ 50％

脱炭素社会実現への貢献
CSVビジネスによるGHG削減貢献量 900千t 達成（1,312千t） 2,500千t 3,000千t以上

循環型経済社会構築への貢献
CSVビジネスによる資源化貢献量・資源投入
削減貢献量の増加割合（2023年3月期比） 65％ 未達成（12％） 100％ 300％

* クリタグループのScope３カテゴリ11および13を水処理装置のCSVビジネス（Scope3カテゴリ11および13を発生させる）による節水貢献量で除した数値です。
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RO膜（逆浸透膜）は、水中に溶存している成分を除去する
ための重要な機能材であり、超純水の製造や排水回収など、
水処理における様々な用途で使用されています。RO膜は一
定期間使用されることで性能が低下し、寿命を迎えた膜は通
常、廃棄物として処理されます。
クリタグループが提供する「RoCleanシリーズ」は、RO膜に
付着する汚れやスケールに対して、従来の洗浄剤と比較して
高い洗浄効果を有しています。これにより、汚れを効率的に除
去し、洗浄頻度の低減と差圧の解消を実現します。これを通じ
て、RO膜の性能維持および長寿命化を図り、廃棄物の発生量
と資源投入量の削減に貢献します。

工場における冷却工程やオフィスビルの空調設備には、冷
却水が用いられますが、腐食・スケール・スライムなど設備の
安定稼働を妨げる障害への対策が必要とされます。
クリタグループの本薬品は、一般的な原料として使用される

リンおよび窒素への依存を最小限に抑えつつ、腐食の抑制や
汚れの付着防止において、従来製品と同等以上の効果を発揮
します。これにより、設備の安定稼働に加え、節水および省エ
ネルギーの実現に寄与します。また、本薬品はカーボンネガティ
ブな原料が使用されており、従来品と比べサプライチェーン全
体におけるGHG排出量を大幅に削減することも可能です。

詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/assets/pdf/csv_business_J_2025.pdf

78

96

114

62

2025/62025/32024/32023/3 2024年 3月期

473

2025年 3月期

360
（参考値）

402

2023年 3月期

モデル数 売上高（億円）

冷却塔イメージ

RO膜イメージ

CSVビジネス
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ビジネスフィールドとソリューション

半導体

紙・
パルプ

食品・飲料

公共施設

液晶

鉄鋼

自動車

電子部品

電力

医薬

薬品 6% その他 4%

メンテナンス

12%
装置 36% 薬品 52%

継続契約型
サービス

5%

継続契約型
サービス

30% サービス*売上高比率

64%

サービス*売上高比率

81%

メンテナンス

21%

精密洗浄

16%

装置 18%

石油精製・
石油化学

クリタグループは、様々な産業のお客様と世界中で接点を有しています。また、水と環境に関する広範なビジネスモデルを駆使して、
お客様の工場やオフィスビルなど、水が必要とされるあらゆる場所において様々な課題の解決に貢献します。

クリタグループは、半導体や液晶、電子部品といった電子産業、そして石油精製や紙・パルプ、鉄鋼をはじめとする一般産業といっ
たあらゆる産業との接点を有しています。

お客様の業種の多様性

セグメント別売上高構成比

電子セグメント 一般水処理セグメント

売上高

売上高 売上高

4,089 億円

1,812 億円 2,277 億円

（2025年3月期）

電
子
産
業

一
般
産
業

その他の産業、
空調設備など

　多様な産業との関わりにより、特定の業界動向に左右されにくい、安定した事業基盤を築いています。事業は産業の特性に応じて
「電子セグメント」と「一般水処理セグメント」の2つに分類され、それぞれの分野に最適なソリューションを提供しています。

クリタグループは水のリーディングカンパニーとしてビジネスをグローバルに展開しており、世界中の様々な産業のお客様
との接点を有しています。この多様な現場接点から得られる情報やデータ、経験が「水に関する知」を形づくり、クリタグルー
プの競争優位を確立しています。

2015年以降、クリタグループはM&Aを進めることで展開地域のグローバル化を加速させてきました。現在では、売上高と従業
員数、グループ会社の半数以上が日本以外の地域で構成されています。

展開する地域の多様性

日本

1,966億円
4,014名

20社

北南米

741億円
1,712名

8社

EMEA

385億円
738名

17社

アジア

996億円
1,687名

20社

連結 4,089億円 8,151名　 65社
売上高

従業員

会社数

（2025年3月期） （2025年3月期）

（2025年3月31日時点）

* サービスとは装置事業以外の事業を指す。

3130 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み
クリタグループの
ビジネスクリタグループのビジネス



用水処理
装置

排水処理
装置

排水回収
装置

地下水 土壌 河川・湖沼・
海域

放流水

リサイクル

気候変動
（異常気象・自然災害）

水の偏在
節水

社会・産業課題
ソリューション

資源化・資源投入量削減
資源枯渇・環境汚染

廃棄物

ユーティリティ
設備生産プロセス

土壌・地下水汚染
土壌・地下水浄化

水質浄化

歩留向上
省エネルギー

省力・省人化

GHG排出削減

設備保全・延命
事業継続

幅広い地域で多業種のお客様と接点を有するクリタグループは、様々な現場から得られる水処理に関わる情報やデータ、経験を「水
に関する知」として集約、蓄積しています。この知を駆使して、産業や地域の特性に適応した多様なソリューションを提供することで、
お客様に対する価値を創造するとともに社会に対する価値も創造し、社会と産業をより良く変えていきます。

「水に関する知」を駆使して産業と社会を変える

水に関する知水に関する知
産業・社会の水処理に
関わる情報・データ、経験

各産業や地域の特性、
社会課題に応える
多様なソリューション

ビジネスモデルの多様性による工場全体をとらえた課題解決力

ビジネスモデルの多様性

水中に含まれる不純物を除去して、工場の生産活動に必要
な水を供給する用水処理装置や、工場で排出される様々な性
状の水を浄化する排水処理装置を提供します。また、排水を回
収し再生利用する排水回収装置により、お客様のコストダウン
や環境負荷低減に貢献します。

お客様に納入した水処理装置のアフターフォローや運転管
理を行い、装置の性能維持・改善やトラブルの未然防止など
お客様設備の安定操業に貢献します。ボイラや熱交換器、配管
に蓄積した汚れを除去するエンジニアリング洗浄も展開してい
ます。

水処理装置、メンテナンス、薬品といったビジネスモデルを駆
使して、お客様の事業活動における水の安定供給や設備の効率
的な運用を支援するサービスです。代表的な「水供給事業」は、電
子産業を中心とするお客様に、クリタが水処理設備の建設・保有
から運転管理やメンテナンスまでを行い、長期にわたって安定的
に水を供給することで、お客様の投資資金や運転管理の負担を
軽減します。こうしたサービスを通じて、クリタグループは提供価
値に応じた一定の収益を継続的に確保することが可能となります。

有害物質で汚染された土壌の調査・浄化や家庭向け浄水機
器や業務用水処理機器の製造・販売、環境分析のほか、AIを
活用した水道管劣化診断サービスなど多様な事業を展開して
います。

お客様の設備に水処理薬品を適用することで、生産性向上
や設備トラブルの未然防止に貢献します。工場のボイラや冷却
塔などのユーティリティ設備や水処理装置、生産プロセスに加
えて、オフィスビルや商業施設の空調用設備など幅広い分野で
使用されています。

半導体やFPDの製造装置の部品・治具をクリタの工場でお
預かりして解析を行い、付着した汚れの洗浄・除去または新た
な機能を付与することでお客様の生産性の維持・向上に貢献
します。

装置 薬品

メンテナンス 精密洗浄

継続契約型サービス その他

売上高構成比

26％

売上高構成比

17％

売上高構成比

16％

売上高構成比

32％

売上高構成比

7％

売上高構成比

2％

ビジネスフィールドとソリューション

継続契約型サービス装置 メンテナンス 精密洗浄薬品 土壌浄化・環境分析など

電子セグメント　 一般水処理セグメント（2025年3月期）
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水供給事業の進化 ２件の新規顧客を獲得

構造改革により再生に向けた基盤を構築

事業基盤や展開手法が整い、
欧州・米国ともに大型装置案件の受注に成功

生産リードタイムは 7％削減と順調に進展

精密洗浄事業の
基盤強化

欧米における新たな
事業基盤構築

生産プロセス変革と
サプライチェーン強化

サービス事業の
起点を

グローバルに拡大

これまでの取り組み 進　捗 今後の強化戦略

電子セグメント 電子セグメント

電子セグメントは、半導体を中心にグローバルに成長が見込
まれる電子産業のお客様を対象としています。世界各国で半
導体が社会インフラ化する中、電子産業は成長ポテンシャルの
高さに加え、技術革新のスピードが速い分野でもあります。こ
の電子産業のお客様にとって不可欠なパートナーとなるべく、
グループ全体の電子産業向けの営業・生産・開発の機能を1

つの組織に集約させて、グローバルに価値を提供するための
基盤を整えるとともに、多様なサービス事業の拡大を戦略の
軸として推進します。これと同時に、半導体売上上位企業であ
るグローバルアカウントをはじめとするお客様との接点を強化
し、サービス事業の起点となる水処理装置案件を継続して獲得

事業戦略

2025年3月期の実績

売上高

1,812
億円

地域別売上高構成比

日本
47%

アジア
42%

北南米
11%

EMEA
1%

売上高
2,300億円

18.0％

事業利益率

11.5％ 13.4％14.6％

2024年
3月期

2025年
3月期

2023年
3月期

2028年
3月期（目標）

業績推移および目標

受注高は、欧州向けの大型装置案件の獲得や継続契約型サー
ビス、精密洗浄事業の拡大により増加しました。売上高は、前期比
で4.9％増加しました。事業別では、装置は前期に日本で大型装置
案件の売上計上があった反動により減収となりました。一方で、継
続契約型サービスにおいては、日本で新たにサービスを開始した
案件の寄与に加え、一過性の収益計上もあったことから増収とな
りました。また、精密洗浄事業も日本および海外で伸長しました。

事業利益は、増収効果とサービス売上高構成比の上昇や装
置事業のミックス変化による原価率改善効果が、人件費など
による販管費増の影響を上回り、増益となりました。営業利益
は、主に北米において精密洗浄事業を展開しているペンタゴン・
テクノロジーズ・グループ社の有形固定資産（建物使用権資産
含む）とのれんの減損損失を計上したことにより、減益となり
ました。

受注高・売上高 事業利益・営業利益

受注高
前期比

+17.6%1,950億円 事業利益
前期比

+21.5%242億円

売上高
前期比

+4.9%1,812億円 営業利益
前期比

▲55.7%89億円

することで、サービス事業の拡大に繋げ、売上高2,300億円、
事業利益率18%を目指します。

up up

担当役員メッセージ

執行役
電子産業事業部長
兼 電子事業管掌

天野 克也

AIや IoTの普及などデジタル化の進展により、半導体を中心
に電子産業は中長期的に高い成長性が期待されています。当事
業部のミッションは、水処理を通じて電子産業のお客様の持続
可能な成長に貢献する必要不可欠なパートナーとなることです。
お客様の課題・ニーズを的確に捉え、最適なソリューションを迅
速に提供していくために、PSV-27計画開始以来、グローバルな
事業基盤の構築とサービス事業の拡大に取り組んできました。
サービス事業は、変化の激しい環境での安定成長を可能にし、
継続的な接点を通じたお客様への理解を深め、高い価値提供
に繋げる重要な手段です。中でも、お客様の工場内に自社資産
の水処理装置を設置し、お客様が求める質と量の水を安定供給
する継続契約型サービスは、半導体市場の拡大を背景とした成
長に加え、お客様の工場の環境負荷低減に寄与するモデルの
導入により、新たなお客様からの案件獲得に繋げました。足元
では、半導体メーカーの設備投資への補助金や人材不足を背
景とした投資時期の遅れにより、拡大スピードは想定より緩や
かとなっていますが、すでに獲得している案件の後続投資によ
り中長期的な視点での成長が見込めます。
この変化を捉え、力強い設備投資が継続して期待される半
導体売上の上位を占めるグローバルアカウントを中心とする
お客様との接点強化に今後取り組んでいきます。サービス事
業の起点となる水処理装置案件を通じてお客様との関係を強
化し、続くメンテナンスなどのサービス事業の拡大に繋げます。
地政学的リスクを背景に、グローバルアカウントのお客様は
東アジアや欧米、南アジア地域で工場の新設投資を検討・実
施されています。これまで東アジアを中心に事業展開していた

電子産業における不可欠なパートナー
として、お客様の課題やニーズに
最適なソリューションを提供し続けます

私たちは、この動きに対し、「EP＋モジュール」モデルの導入
をはじめとするエンジニアリング力の強化を図り、新たに欧米
での事業基盤を整えつつあります。水処理装置の建設工程の
簡素化により、お客様にコスト削減や省スペース化、工期短縮
といったメリットを提供できるこのモデルで、事業拡大の足掛
かりとなる案件を獲得することができました。この実績を礎に、
今後成長が期待されるインド市場への進出を狙っています。
また、私たちは排水処理・排水回収の重要性にも注目して
います。半導体の構造の複雑化により、製造工程が増え、排水
量も増加傾向にあります。さらに新しい製造プロセスの排水に
対応するには高度な水処理技術が求められるため、本分野の
価値は今後ますます高まっていくと考えています。私たちはこ
の分野における水処理装置の納入に関して世界一の実績を誇っ
ており、これを裏付ける多様な技術と知見を有しています。こ
のトレンドに自らの優位性をもってお客様とのさらなる接点強
化に繋げていきます。
サービス事業の拡大に向けては、水処理装置のメンテナンス
や運転管理はもちろんのこと、精密洗浄事業への展開も意識し
ています。水処理装置案件の獲得を起点にサービス事業の新た
なお客様からの受注や他の工場への展開も進んでおり、足元で
再生を図る精密洗浄事業の早期の収益改善にも活かしていきま
す。水処理装置からサービスまで一貫して提供できる体制を強
みに、電子産業のお客様のニーズに応え、持続可能な未来に向
けて、産業・社会の発展を支えていきます。

半導体製造プロセスと水処理の変化

排水処理・排水回収分野での特許比較

半導体の
積層化

ドライエッチング
プロセス 水量

超純水使用量 ドライエッチングプロセス由来の
排水量

標準化 価値増大

将来

クリタ

A社

B社

C社

将来

特許ファミリー数*1 他社牽制力*2

*1  同じ発明に基づいて、複数の国や地域で出願された集合体。技術力の実質的な比較を
行う際は、同一発明を1つのファミリーとしてカウントする。

*2  米国レクシスネクシス社が採用する指標「Technology Relevance」を指す。本指標は、
特許ファミリーが後発の特許ファミリーからの引用件数に基づき測定され、引用件数
が多いほど、他社の技術開発に対して強い牽制力を持つと考えられる。

排
水
処
理

排
水
回
収
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CSVビジネスの拡大 売上に加え収益性の向上も進展

収益改善が確実に進み、事業利益率10％以上の
目標水準の前倒し達成が視野に

情報・データ基盤の整備は完了し、
グローバルで活用するフェーズへ

紙おむつリサイクルに加え、
PFAS対策など新規事業に広がり

米国事業の収益改善

展開加速のための
デジタル基盤活用

新規事業への挑戦

CSVビジネスの拡大

新規事業の創出・
展開

これまでの取り組み 進　捗 今後の強化戦略

一般水処理セグメントでは、石油精製・石油化学、鉄鋼、紙・
パルプ、食品・飲料、官公需向けなど、幅広い産業のお客様を
対象としています。地政学的リスクなどを背景にコスト意識が
高まっているほか、気候変動問題をはじめとする社会課題の解
決に向けて、企業は環境や社会へのインパクトを重視した経営
に注力しています。こうした背景を踏まえ、お客様のニーズは
産業や地域によって多様化しており、地域軸と産業軸に特化し
た組織体制を構築することで、最適なソリューションを提供して
まいります。従来と比べてより高い社会価値を創出するCSVビ
ジネスの拡大に加え、社会価値起点で新規事業を創出・展開す
ることで、売上高2,400億円、事業利益率14%を目指します。

事業戦略

2025年3月期の実績

売上高

2,277
億円

地域別売上高構成比

日本
49%

アジア
10%

北南米
24%

EMEA
16%

売上高
2,400億円

14.0％

事業利益率

10.4％ 11.0％8.7％

2024年
3月期

2025年
3月期

2023年
3月期

2028年
3月期（目標）

業績推移および目標

受注高は、主に北米において水処理装置案件を受注したこと
により増加しました。売上高は、北米での受注済の装置案件の
工事進捗に加えて、日本でのメンテナンスの売上拡大により増加
しました。薬品事業では、欧州やアジアの一部で景況感悪化の
影響を受けました。しかしCSVビジネスについては、売上の多く
が薬品事業に含まれている中でも、その高い社会価値がお客様
に評価され、堅調に拡大しています。

事業利益は増益となりました。増収効果に加えて、収益性の
高いCSVビジネスの拡大や薬品事業における低採算の製品や
サービス見直しによる原価率改善効果が、販管費の増加を上回
りました。営業利益は、水道管等の劣化予測のソフトウエア開発
事業を行っているフラクタ社ののれんの減損損失を計上しまし
たが、増益となりました。

受注高・売上高 事業利益・営業利益

受注高
前期比

+6.1%2,380億円 事業利益
前期比

+13.0%250億円

売上高
前期比

+7.3%2,277億円 営業利益
前期比

+6.2%223億円
うち、CSVビジネスの売上高

　　　350億円
前期比

+24.7%

一般水処理セグメント 一般水処理セグメント

執行役
欧米リージョン統括本部長
兼 一般水処理事業管掌

Jordi Verdés 
Prieto

（ジョルディヴェルデス
プリエト）

一般水処理セグメントは、幅広い地域・産業のお客様を対
象とし、欧米リージョン統括、アジアリージョン統括、産業・
社会インフラの3本部体制とすることで地域・産業特性に適
したアプローチで事業展開しています。同時に３本部は常に
連携を図り、成功事例を共有し、市場やお客様のニーズを共
同で評価するなど、グローバルでの価値提供を効率的に推
進しています。
お客様のすそ野が広いことから各国の経済成長に近い安

定した成長性が期待できますが、高価値のビジネスモデルへ
の転換によって、より一層の成長を実現します。そのドライバー
となるのが高い社会価値と経済価値を創出するCSVビジネ
スです。

PSV-27計画の中間年度を迎え、これまでに大きく二つの
成果が得られました。一つはCSVビジネスが売上・収益性と
もに向上したことです。クリタグループの多くの事業は、社
会価値の創出に貢献する性質を有するものですが、CSVビ
ジネスは節水、GHG排出削減、廃棄物の資源化に貢献し、
社会価値と経済価値の両面で「より高い」価値の創出にフォー
カスしたモデルです。例えばＧＨＧ排出削減に寄与するモデ
ルは、お客様のエネルギーコストの削減という経済的なメリッ
トの提供にも繋がるため、その価値が評価されやすく、売上
を拡大してきているほか、従来ビジネスと比べて高い収益性
を実現しています。
もう一つの成果としては北米事業の収益性の改善です。北
米事業は、M&Aで加わった会社を含め複数の会社を統合さ
せましたが、新型コロナウイルス感染拡大により統合プロセ

CSVビジネスを成長ドライバーとして
社会価値と経済価値の
提供を推進します

スが停滞していました。その後、サプライチェーン全体の最
適化、採算性を踏まえた事業整理、コスト管理、そしてクリタ
グループの価値を適切に発揮できる新分野への参入など、
多面的な施策の実行により、安定的に利益を生み出せる体
制が整いました。PSV-27計画で目指す収益性水準が前倒し
で達成できる期待も高まってきています。
一方で、ウクライナや中東における継続的な紛争、米国の
政権交代による貿易政策の変化などにより、事業環境には大
きな不確実性が生じています。こうした状況は企業活動にとっ
てリスクとなる一方で、サプライチェーンの強靭性や地域分
散型の対応力が求められる中、当社の強みを発揮できる機
会にもなり得ます。このような環境下において私たちは、各
国で薬品や装置を供給できるサプライチェーンを有しており、
輸出入にかかるコスト増の影響を受けにくいことに加え、こ
うした複雑な環境下におけるお客様の事業継続や成長に向
けた課題を解決しうる、多様なソリューションを有しています。
今後のさらなる成長に向けて、主に三つの取り組みに注力

します。一つは地域間連携の強化です。すでに世界中の多様
な業界でCSVビジネス導入の成功事例が積みあがっていま
す。その成功事例を地域間で共有することで、さらにスピー
ド感をもってグローバルにCSVビジネスの展開が可能となり
ます。もう一つは、新しいCSVビジネスモデルの創出・展開
です。高い社会価値を創出するCSVビジネスを展開すること
で、独自のポジションを確立させていきたいと考えています。
最後に、社会課題の解決を起点とした新規事業の展開です。
社会的に関心の高い課題に対して新たなソリューションを生
み出し、さらなる収益基盤を構築していきます。
日々新しい課題に直面しているお客様に対し、クリタグルー

プならではのソリューションを提供することで、豊かで持続
可能な未来を創造していきます。

担当役員メッセージ
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当本部では、主に素材産業やエネルギー・インフラ関連などの分野のお客様に、産業特有の課題に
対するCSVビジネスなどのソリューションを提供するとともに、社会価値起点での新規事業の創出に
取り組んでいます。
昨今、社会的な関心が高まっている問題の一つがPFAS（有機フッ素化合物）です。欧米、そして日本

などの地域で規制強化が見込まれ、PFAS関連市場は、2033年には世界で38億ドル超まで拡大する
との見方もされています。PFASのうち、一部の化学物質は人体に悪影響を及ぼすことが懸念されてお
り、自然と人間が調和した豊かな環境の実現を目指すクリタグループにとって、解決に取り組むべき重
要なテーマだと考えています。すでに水質の分析やPFAS除去技術は確立しており、グローバルでの
製品・サービス提供の実績も生まれ、収益に貢献し始めています。PFASフリーの水処理装置の部材に
ついてパートナー企業と共同で開発を進めており、PFASそのものの使用を抑える視点でも貢献してい
く考えです。さらに、除去後の水質管理技術や、経済的で環境負荷の少ない無害化技術の開発・評価
を進めるとともに、除去対応のビジネスモデルを整備し、PFAS対応のトップランナーを目指します。

欧米リージョン統括本部は、北米、欧州に加えて、中東、アフリカ、中南米、インドといった新興国に所在するグループ会社からなり、
様々な経験やバックグラウンドを持つ従業員で構成されています。
昨年は新興国を統括する部門を新たに設置しました。この部門は、立ち上げ直後から高収益な事業を拡大するなど、目覚ましい成
果を上げています。この成長は、CSVビジネスによって牽引されており、新興国市場でお客様への導入実績を増やしています。当社の
競争力の高いCSVビジネスが新しい地域での足がかりとなり、事業拡大に繋がっています。新興国は急速な経済成長と水やエネルギー
の使用に制限があることから、このニーズに応えることのできるクリタグループにとって非常に魅力的な市場です。欧米に加えて、今
後これらの地域で事業拡大を図り、クリタグループのポジションを確固たるものとしていきます。

多様な国や産業の特性を深く理解し、お客様に合わせた高価値モデルへのシフトを推進

執行役員
バリュー・プロバイディング

戦略本部長

執行役員
アジアリージョン統括本部長

執行役員
産業・社会インフラ本部長

鈴木 裕之

野末 武宏

玉井 啓善

CSVビジネスは、お客様に高い社会的な価値をもたらすだ
けでなく、コスト削減や生産効率の向上を通じて経済的な価値
も創出することができます。提供価値の高さから、既存の製品・
サービスと比較して高い収益性を実現することができ、グルー
プの成長ドライバーとして位置づけられています。

CSVビジネスのモデル数は114モデルにまで拡大しました。
従業員のCSVビジネスを推進するマインドも高まり、PSV-27

計画で掲げる目標達成に向けた基盤は整いつつあります。さ
らなる躍進に向けては、モデル別に戦略的なマーケティング
を展開し、お客様の課題に応じて必要とされる技術をグルー
プ全体でシームレスに活用できる体制が必要となります。そ
のため、新たに設置されたのが当本部です。CSVビジネスの
展開に関する戦略立案、技術支援、販売支援などの営業推進
機能を集約し、CSVビジネスの拡大を加速させる役割を担っ
ています。

CSVビジネスの拡大に向けては、「量」「質」「マーケティング」
の3つのポイントを軸に、それぞれKPIを設定して取り組みの
強化を図っています。

「量」は、SOM（Serviceable Obtainable Market：ビジネ
スの展開可能な市場規模）をKPIとし、新規モデルの創出によ
るモデル数の拡充と既存モデルの適用市場の拡大に取り組み
ます。既存のモデルについては、新たな市場の開拓や新たな
産業への展開により、モデルそれぞれのSOMの規模を拡大
する取り組みを行います。例えば、中東やインド、南米、アフリ

3つのポイントを軸に
CSVビジネスを強化します

カなどの新興市場へビジネスの展開範囲を広げSOMの規模
を拡大しています。また、新規モデルの創出も必要です。例え
ば、南米、ASEANの鉱山では、採掘が進んで鉱石の品質が低
下しており、有価鉱物を分離するためにより細かく粉砕する必
要があることから、鉱物の微細化が進んでいます。その結果、
雨季には鉱物の水分含有量が上昇し、泥質化することで、採
掘・精錬・運搬の各工程において取り扱いが難しくなる問題
が発生しています。これまでは、このようなお客様の課題に各
技術を所管する部署が個々に対応していましたが、当本部が
持つ技術支援と営業支援の機能によりトータルソリューション
へと発展させ、新たなCSVビジネスの創出に繋げています。
「質」については、CSVビジネスの収益性の維持向上をKPI

としています。当本部は、セールステックを活用した営業活動
の状況分析を通じて、お客様ニーズや産業別トレンド、市場ト
ピックスを把握し、CSVビジネスの高い社会価値と、価値提供
を通じた収益性の維持・管理を行います。具体的には、産業ご
とに提供可能なモデルをソリューションマップとして整備し、
提供価値を計算できるツールを作成しました。加えて、産業別
にお客様の特徴、製造プロセス、水処理の課題に基づくヒアリ
ングシートを営業ツールとして整備し、CSVビジネスによる提
供価値を担保しつつ、収益性の維持向上に繋げています。また、
知的財産権の取得促進やサステナビリティ推進委員会におけ
るモデルの審査などにおいても、当本部が関与し適切な収益
性の確保に貢献しています。
「マーケティング」については、SOMに対する獲得率をKPI

として、お客様へのアプローチの質を高めます。営業担当者向
けにお客様へのヒアリング方法や成功事例をベースにした提
案方法のトレーニングを実施し、各地域のターゲット市場に対
する実践的アプローチを事業部門と連携して支援することによ
り、SOMに対する獲得率向上を図ります。また、セールステッ
クと組み合わせた市場ニーズの動向の把握や競合他社情報の
分析を行い、潜在的なターゲットの抽出も行っています。
クリタグループの海外売上高比率は50％を超え、グローバ
ル化が進んでいます。しかしながら、地域ごとの取り組みに偏
りがちで、真のグローバル連携は、まだ道半ばと感じており、
グローバルでお客様への提供価値を高める必要があります。
当本部は、CSVビジネス強化の取り組みを通じてグループ内
での一体感を醸成し、グループ横断的な取り組みのオーナー
となり、グループの成長を牽引します。

執行役員
バリュー・プロバイディング

戦略本部長

裕之

執行役　欧米リージョン統括本部長　兼 一般水処理事業管掌
Jordi Verdés Prieto
（ジョルディヴェルデスプリエト）

社会価値を起点とした事業創出で、自然と人間が調和した豊かな環境を構築

CSVビジネスを突破口に、新興国市場に参入して事業を拡大

当本部が担う日本・中国・ASEANといったアジア地域は、クリタグループとして事業展開の歴史も
長く、これまで多様な産業の様々なお客様の課題に向き合い、ソリューションを提供し続けてきました。
この顧客親密性を活かし、より高い価値の提供にフォーカスすることで、この地域でのプレゼンスをよ
り強固なものにしていきます。
アジア地域と一言で言っても、各国で産業構造は異なり、重視される価値も様々ですが、節水や

GHG排出削減、再資源化等の社会価値の創出は共通で関心が高まっており、これらのニーズに対応
するCSVビジネスがソリューションとして有効です。例えば、水資源問題を抱える中国では、節水に寄
与するCSVビジネスが評価されており、このような優位性の高い事業を拡大させることで、経済成長
が鈍化している状況下でも成長に繋げることができると考えています。

CSVビジネス以外の成長ドライバーとして期待しているのが、装置診断を起点としたメンテナンスサー
ビスです。様々な事業を有し、多様な産業のお客様が抱える課題を解決してきたクリタグループだか
らこそ提供可能なサービスです。装置診断から入ることで、お客様自身も気づいていない潜在課題
への対応も含め最適なメンテナンスサービスの提供が可能です。また、他社が納入した装置でも対応が可能です。既に日本と
ASEANでの拡大が進んでいます。
私は、より高い価値を創造し続けるための源泉は人だと考えています。多様な国や文化が集まる当本部では、企業理念を軸とし

て企業ビジョンの実現にむけて影響を与え合いながらエンゲージメントを高める組織運営を行い、顧客親密性を活かした事業展開
を図ってまいります。

CSVビジネス拡大の3つのポイント
量 質 マーケティング

KPI ： SOM KPI ：収益性 KPI ：獲得率

一般水処理セグメント 担当役員メッセージ
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執行役
グループ生産本部長

兼 Chief Technology Of�cer （CTO）

久世 邦博

CTOメッセージ

お客様や社会に対して、独創的かつ高価値なソリューション
を継続的に提供するためには、既存のビジネスモデルの刷新と、
競争優位性のある新たなモデルの創出が不可欠です。そのカ
ギを握るのが、「技術」です。クリタグループにおける「技術」と
は、研究開発にとどまらず、設計・生産・施工・メンテナンスな
ど現場での実装までを含む、技術のバリューチェーン全体を指
します。したがって、個々の技術の専門性を深めるだけでなく、
価値提供の流れ全体を俯瞰した技術戦略が求められます。
CTOとしての私の役割は、この技術戦略を描き、事業戦略や人
材戦略、グループ内外との連携を通じて、技術の競争優位性を
効果的かつ効率的に発揮させることだと考えています。

クリタグループは、社会や産業の変化に対応しながら技術
を進化させてきました。ボイラ向け水処理薬品から始まり、公
害問題に対応する排水処理、電子産業の発展を支えた超純
水製造、そして環境意識の高まりに応じたCSVビジネスの展
開など、常にお客様の課題に向き合ってきた歴史があります。

PSV-27計画では、私たちは「顧客価値起点のトランス
フォーメーション」と「社会価値起点のイノベーション」の2軸
で技術的な競争優位性を確立し、価値にしてお客様や社会に
届けることで企業価値を向上させることを目指します。既存
技術の深化に加えて、社会全体を俯瞰して潜在的なニーズを
捉え、新たな価値を創出する技術への挑戦を続けていきます。

未来を見据え技術の競争優位性を磨き、
社会と産業の課題に応えます

技術の競争優位性の確立に向けて、私たちは「イノベーショ
ン戦略」「知財戦略」「生産戦略」の三本柱で取り組んでいます。
イノベーション戦略では、水・エネルギー・資源循環の領域
における既存事業の強化と、領域にとらわれない新規事業の
創出を推進しています。食品製造副産物のアップサイクルや水
中からの有価物抽出など、社会価値起点で前例のない分野で
の挑戦も始まっています。こうした取り組みをさらに加速する
ためには、従業員のマインドチェンジ、リソースの最適配分、
進捗判断の明確化、そして時には「やめる勇気」も必要です。
挑戦と撤退のバランスを取りながら、実効性の高いイノベーショ
ンを目指します。
知財戦略では、特許取得や侵害防止といったクリタグルー

プの技術の競争優位性を確保する「守り」、IPランドスケープを
活用した市場・競合分析を通じて、事業戦略と連動した知財活
用を進める「攻め」の両面で取り組みを強化しています。2025

年4月には、知財戦略部門をグループ全体の経営戦略を担う
サステナビリティ経営戦略室に移管させ、より俯瞰的かつ戦略
的な知財活動を展開しています。
生産戦略では、産業の特性に応じたアプローチを強化して
います。半導体をはじめとする電子産業では、グローバルに広
がる工場投資の事業機会に対応するため、水処理装置のモ
ジュール技術を駆使した「EP+モジュール」のモデル導入や、
AIによる設計の自動化や需要予測に基づく調達期間短縮など、
フロントローディングの考え方を取り入れた生産プロセス変革
の取り組みを進めています。これにより価値提供のスピードの
向上とコスト競争力の強化を図っています。一般産業は、水処
理薬品のコストダウンや安定供給に向けた、品目・物流網の見
直し、環境負荷低減や安全性向上に資する原料への切り替え
を進めています。

競争優位性の
確立

守りの知財

特許による技術・
事業の優位性保護

高い価値・新しい価値を実現する技術・事業の創出

顧客価値を起点とした
トランスフォーメーション

の実現

顧客親和性 高い社会価値

社会価値を起点とした
イノベーションの創出

イノベーション戦略

生産戦略

技術による提供価値の具現化

製品・サービス

技術

事業・
ビジネスモデル

攻めの知財

特許分析による
戦略への提言

技術力

企業価値向上

一般産業電子産業
事業戦略

企業ビジョン 持続可能な社会の実現に貢献する「水の新たな価値」の開拓者

基礎テーマ

CTOによる戦略実効性の強化

●  革新的な製品・技術・ビジネスモ
デルの開発と普及

●  高い品質と安全性の製品・サー
ビスの提供

●  人権を尊重した事業活動

技術による企業価値向上への貢献

クリタグループのマテリアリティ

独創的で価値の高いソリューションの創出・提供
（共通価値の創造）

人材戦略

●  保有技術の再認識・適用拡大
●  技術ロードマップの整備
●  デジタル技術の活用
●  D&I推進、人材の育成・獲得
●  グループネットワークの活性化
●  外部協創
●  ステークホルダーエンゲージ
メント

社会価値と顧客価値を起点に、競争優位性を確立

技術戦略の三本柱：イノベーション・知財・生産

技術の進化は、人の成長と不可分です。私たちは技術者
の活躍推進と育成を最重要課題の一つと位置づけ、技術分
野と教育の体系を整備しています。2025年3月期には、クリ
タグループの保有技術を再整理した上で、社会・顧客価値起
点で技術分類を見直し、事業部門と技術部門が連携して、事
業戦略に基づいた技術ロードマップを再構築しました。これ
により、技術者が「したいこと」のみではなく、「事業に貢献
する技術」を明確に描けるようになり、これに基づく技術深耕・
探索と適用拡大を進めていきます。
技術者の後継者育成においても、既存のスキル継承にと

どまらず、将来必要とされる人材像を見据えた人材マッピン

グを開始しました。今後は技術分野ごとの目指すべき人材像
を示しながらキャリアパスを整備し、技術者がより活躍できる
環境づくりを進めていきます。
お客様の課題に応えることで技術を磨き発展してきたクリ

タグループは、これからは社会の潜在的なニーズも先取りし
て、未来の社会や産業の課題に応えていきます。そのために
は、現場から経営までが一体となり、技術を価値に変える仕
組みを強化していく必要があります。CTOである私が、技術
間・組織間の連携を推進し、技術者と経営層の想いを繋ぐハ
ブとなることで、グループ全体の技術力をさらに高めていき
ます。

技術と人材の未来を描く
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既存事業の強化

新事業の創出

新事業の創出

イノベーション戦略

宇宙の水プロジェクト～社会課題起点での新市場を開拓する取り組み～

イノベーションを加速させる多様な現場接点

人材戦略

クリタグループが、長期にわたり社会
からの要請に対応した価値の高いソ
リューションを提供し続けるためには、
既存の技術を深化させていくだけでなく、
社会価値を起点として潜在的な課題を見
出し、市場を切り開く新技術や新事業を
創出するイノベーションが必要です。クリ
タグループは、マテリアリティに「革新的
な製品・技術・ビジネスモデルの開発と
普及」を掲げ、イノベーション戦略を、単
なる技術開発にとどまらず事業やビジネ
スモデルの創出まで幅広く捉え、社会と
の共通価値の創造に資する事業の創出
を目指します。

イノベーション創出に向けては、高い社会価値を創出する取
り組みとするため、クリタグループ固有の強みと、私たちの事
業や生活、社会全体に影響を与えるメガトレンドの両面を踏ま
え、取り組みのフォーカスエリアを水・エネルギー・資源循環

イノベーション創出には、今までグループにはなかった全く新
しいアプローチが重要です。多様な人材の活躍推進の取り組み
や、グループ内外の連携、Kurita Innovation Hubの活用など

当社は、地上で培ってきた水処理技術と知見を宇宙分野へ応用
することを目指して、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
（JAXA）と連携し、国際宇宙ステーション（ISS）で使用される宇宙
空間向け水再生システムの実証試験に取り組んできました。

本戦略の位置づけ

取り組みのアプローチ
と設定し、既存事業の強化に取り組んでいます。また、新規事
業の創出では、SDGsや企業理念と合致する革新領域での取
り組みを推進し、社会との共通価値の創造に資する将来の収
益の柱となる事業創出を目指します。

多様な視点を取り入れた取り組みの推進によりブレークスルー
を起こし、イノベーションを加速させます。

2024年11月には、公募型企画競争「月面推薬生成プラント
の実現に向けた水精製及び電気分解プロセスに関する要素
試作試験等」への採択を受けたほか、宇宙環境での使用を
想定した小型超純水製造装置の開発にも取り組んでいます。
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フォーカスエリア
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エネルギー

資源循環

デジタル技術の活用

IPランドスケープ

D&I推進、人材の育成・獲得

グループネットワーク

外部協創

ステークホルダー
エンゲージメント

SDGｓや企業理念と
合致するエリア
（革新領域*）

新製品・新技術による
受注高貢献

革新領域への投資割合、
革新領域のテーマ件数割合

KPI

KPI

多様な人材の活用によるイノベーション推進

社外との連携

Kurita Innovation Hubの活用

研究開発ネットワーク

STARプログラム
STAR (Social Transformation Accelerator Regimen)は、新

規事業立ち上げに必要な思考やビジネススキルを外部の実業家か
ら学び、事業案の出し方から、事業案の具体的な構想化までを実践

シリコンバレーにおける探索活動
・スタートアップとの協業
・イノベーション人材育成・組織作り
世界最大級の半導体研究機関 imec
（Interuniversity Microelectronics Centre）への人材派遣

・オープンイノベーション
・新技術の実証試験
・技術教育、トレーニング
・  ステークホルダー
エンゲージメント

Kurita Innovation Hub

日本

ドイツ シンガポール  

指標 2025年3月期目標 2025年3月期実績 2026年3月期目標 2028年3月期目標

革新的な製品・技術・ビジネスモデルの開発と普及

革新領域への投資割合 20%以上 達成（22%） 25%以上 30%以上

革新領域のテーマ件数割合 23%以上 達成（25%） 30%以上 30%以上

革新領域に関するステークホルダーエンゲージメント件数 前期以上 達成 前期以上 前期以上

マテリアリティへの取り組み目標と実績

2011 2019 2021 2024

JAXAとの
共同研究開始

尿

凝縮水

ISSに
打ち上げ

月周回軌道上宇宙ステーション向け
凝縮水処理システムの検討開始

2024
凝縮水

月周回軌道上宇宙ステーション向け
凝縮水処理システムの検討開始

軌道上実証
を完了

非宇宙関連の民間企業として
日本初の軌道上実証を完遂

月面探査プログラム参画等の新たな挑戦

国際宇宙ステーション（ISS）／「きぼう」
日本実験棟にて「次世代水再生実証シ
ステム」をJAXAと実証試験

・月面に向けた水処理システムの開発へ挑戦中

・スターダストプログラムのプロジェクトへ参画

*Deloitte 7cellsSM（Deloitte社の成長戦略策定の考え方）における「革新領域」を指す。

TOPICS

米国

Courtesy to JTC

マテリアリティへの取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。

https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/innovation.html
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事業ポートフォリオ解析と評価
PSV-27計画達成への貢献と
次期中期経営計画策定への提言

新たな価値提供の実現に向けた技術動向・シーズ探索

社会価値起点の新事業構想候補の解析 長期的視点での経営戦略骨子の具体化

オープンイノベーション候補の提案

新事業・開発テーマの
事業開発策・市場展開策の具体化

知財戦略

知的財産活動は提供する製品やサー
ビスに関連する知的財産の権利保護だ
けでなく、知的財産情報の解析による社
会・産業の将来予測、そして経営や事業、
イノベーション戦略の方向付けに活用す
ることが可能であると考え、クリタグルー
プは知的財産情報をグループの戦略に
活用する「攻め」と競争優位性の維持・
発展に向けた「守り」の二軸の取り組み
により、知財戦略を推進しています。知
財戦略は、Value Pioneering Pathに
おいて競争優位性確立に向けた重要な
戦略の一つに位置づけられています。

クリタグループの知的財産活動は、知財担当部署が主導し、
社内の各部門と連携して攻めの知財および守りの知財の二軸
の取り組みを推進しています。サステナビリティ経営戦略室長

本戦略の位置づけ

推進体制
が知的財産活動の方向性と取り組み状況について統括すると
ともに、定期的に経営層に報告しています。

経営会議

攻めの知財

報告 報告

報告

報告

連携

決定・指示 決定・指示

指揮

指揮

IRランドスケープ
活動

特許戦略構築

以下情報の提供
・特許出願情報
・保有特許情報
・他者特許情報

発明発掘
出願書類作成

事業戦略確認
出願戦略策定

市場ニーズ
技術シーズ
情報提供

シナリオ作成
事業戦略立案
新事業創出

新規事業・開発テーマの創出・実行

自社・他社・市場の知財分析
課題・ニーズの「兆し」の探知
特許戦略構築と特許出願活動

特許ポートフォリオ管理
知財リスク低減活動

開発成果を保護する
特許出願活動

事業戦略に基づく
特許出願戦略構築
事業の保護に直結する
特許出願活動

守りの知財

経営企画・事業企画

特許部会

研究開発

技術・営業・設計事業開発・研究開発

知財担当部署

サステナビリティ経営戦略室長 Chief Technology Of�cer（CTO）

攻めの知財活動

クリタグループは、IPランドスケープをはじめとする取り組
みにより、知財情報を経営・事業戦略に活用し、戦略立案機
能を強化しています。

2025年3月期は、電子産業分野においてIPランドスケープ
を重点的に実施しました。知財担当部署と経営企画、営業、技
術といった関連部署が一体となり、多角的な視点から市場や
技術の分析を実施しました。その結果、「排水・排水回収の水
処理分野」への注力という事業の方向性を導き出し、事業戦略

に反映させています。また、このような高度な戦略遂行を支え
る人材基盤の強化も継続しています。高い専門スキルを持つ
人材の獲得を進め、組織全体の戦略実行能力の向上を図って
います。

2025年4月には、当社の知財担当部署をサステナビリティ
経営戦略室に組み込み、知財活動を通じて経営・事業への貢
献を加速させています。

●知財・非知財情報の解析および各種戦略への提言・活用
●M&A候補の抽出や協創候補・方法の提案
●技術人材や技術的な競争優位性の把握

IPランドスケープ活動に関するロードマップ

攻めの知財

IPランドスケープ活動の取り組み成果

経営
戦略

事業戦略

イノベーション
創出活動

現在 2028年
3月期

2025年3月期
の実績

注力市場における競合他社の動向解析 13件

周辺領域における新規事業創出・新市場参入の提案 3件

市場トレンドの把握・有望技術保有者へのコンタクト 1件

協業先候補の抽出・評価 2件

施策1

施策2

施策3

施策4

人材戦略
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お客様の
メリット

クリタの
メリット

・生産期間の短縮による工場の早期立上げ
・クリタの対応力・提案力向上

・現場建設作業を最小化し施工費用削減
・施工ミスなど建設工事のリスクを低減

・生産キャパシティの拡大
・EPCの収益性改善

・新規進出地域で事業の早期立上げが可能
・工事によるコスト増リスクを抑制

主なターゲット市場日本 欧米アジア インド

フロントローディング
・AIによる設計自動化
・需要予測に基づく調達期間短縮

生産プロセス変革 EP＋モジュール

設計・調達と装置のプレファブに
特化したモデル

・装置をモジュールとして設計・製作し
　スキッドとして分割納入

生産戦略

クリタグループが価値の高いソリュー
ションを創出し提供していくために、生
産活動は、保有する技術から競争力の
高い製品・サービスへと変え、お客様
に提供する価値を具現化させる重要な
役割を担っています。お客様や社会か
ら求められる価値は、品質や安全、コス
トだけでなく、提供スピードや環境への
配慮など多様化が進んでいます。クリタ
グループは、マテリアリティに「高い品
質と安全性の製品・サービスの提供」を
掲げ、長い歴史の中で世界中の多様な
産業のお客様への価値提供を通じて培っ
た生産力を強みに、お客様や社会の期
待を超える「より高い価値」を届けること
を目指しています。

電子産業では、世界的な半導体トップメーカーがグローバルに
積極的な投資を続けています。これに対応していくためには、質
と量を提供できるグローバルな生産能力の強化が課題となります
が、ここで有効なのが、生産プロセス変革とEP＋モジュールです。
生産プロセス変革では、AIによる設計の自動化や需要予測に
基づく調達期間短縮など、フロントローディングの考え方を取り入
れ、生産リードタイムの短縮に取り組んでいます。継続契約型サー
ビスにおいて当社が保有する水処理装置のEPC（Engineering, 

Procurement and Construction）から適用を進め、2025年3月
期までに7％の削減を実現しており、2028年3月期に30%まで削
減を進める計画です。EPCの基盤が整った日本とアジアでの生産

性向上に有効で、今後はお客様に提供する装置案件にも適用を
広げていきます。

EP＋モジュールは、設計・調達と装置のプレファブリケーション
（内作）に特化したモデルです。大型水処理装置においても、自社
工場での内作が可能なモジュールとして設計・制作し、輸送可能
なスキッドとして分割納入することで、現場での建設作業や作業
スペースを最小化し、お客様の建設コストを低減します。さらには、
施工ミスなど建設工事のリスク低減を図ることも可能です。新た
な地域で建設工事の安定性と品質を確保する体制を構築するに
は時間を要しますが、本モデルを導入することにより、インドなど
新しい地域への進出にも有効です。

本戦略の位置づけ

生産プロセス変革とEP＋モジュールの取り組み

守りの知財活動

クリタグループが取得した知的財産を最大限に有効活用し
て収益性を高めるために、開発成果の特許出願に加えて、現
行および将来の事業に対し競争優位性を維持・発展させるた
めの特許出願に取り組んでいます。また、クリタグループのバ
リューチェーンにおいて保護すべき技術や事業、ビジネスモ
デルを網羅的・体系的に洗い出し、出願に繋げるための活動
を推進しています。
特許に関連する技術的・事業的判断は事業部門主体の組
織横断の会議体である「特許部会」が行います。特許部会は、
市場・技術分野ごとに設置されており、それぞれに関連する
技術、開発、設計、営業、知財担当部署のメンバーで構成さ
れており、グローバルな視点のもと、特許ポートフォリオの見
直しや知財リスクの低減に取り組んでいます。また、商標につ
いても、不適切な取扱いや不正な使用などによりお客様や社
会に不利益を及ぼすことのないよう、グローバルな権利取得
や権利行使を進め、リスク低減に向けた対応を行っています。

なお、当社はパテント・リザルト社が発表する「エンジニア
リング業 特許資産規模ランキング2024」にて2位を、また「エ
ンジニアリング業 他社牽制力ランキング2024」で1位にラン
クインしています。本ランキングは所定の期間にエンジニアリ
ング業に分類された企業が、日本で登録した特許を対象とし
たものです。これらの評価は、当社が質・量の観点から価値
の高い特許資産を保有していること、また競合他社が開発し
た技術の権利化を制限する先行技術を保有していることを示
しています。

●知的財産権の獲得によるクリタグループの競争優位性の維持・発展
●他者の知的財産権の侵害防止による事業リスクの低減

守りの知財

順位 企業名 特許資産規模（pt） 特許件数

1 日鉄エンジニアリング 4,894.9 91

2 栗田工業 3,072.1 98

3 日立パワーソリューションズ 2,506.0 41

4 JFEエンジニアリング 2,380.5 63

5 オルガノ 1,990.6 78

順位 企業名 引用された特許数

1 栗田工業 214

2 ＪＦＥエンジニアリング 203

3 オルガノ 101

4 日鉄エンジニアリング 79

5 東レエンジニアリング 76

エンジニアリング業　特許資産規模ランキング2024上位5社（パテント・リザルト社）

エンジニアリング業　他社牽制力ランキング2024上位5社（パテント・リザルト社）

（株）パテント・リザルト【エンジニアリング業】特許資産規模ランキング2024 https://www.patentresult.co.jp/ranking/scale/2024/engineer.html

（株）パテント・リザルト【エンジニアリング業】他社牽制力ランキング2024 https://www.patentresult.co.jp/ranking/fcit/2024/fcitengi.html
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の実現

社会価値を起点とした
イノベーションの創出

イノベーション戦略

生産戦略

製品・サービス

技術

事業・
ビジネスモデル

攻めの知財

特許分析による
戦略への提言

技術力

企業ビジョン

企業価値向上

一般産業電子産業 事業戦略
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執行役員
デジタル戦略本部長

前田 雄史

デジタルは、企業の意志決定や価値創出といった活動を活
性化させる、いわば「持続的な成長を支える血流」です。この
意味で、クリタグループのデジタル戦略は、単なる業務効率化
ではなく、企業価値向上に向けた変革を加速させるものとして、
PSV-27計画達成の重要な取り組みに位置づけられています。
新たな価値創出に向けたPSV-27計画の各戦略の流れに、デ
ジタルの力を取り入れることによって、変革（DX：Digital 

Transformation）を加速させていきます。
クリタグループのデジタル戦略は、BX（Business Transformation：
ビジネス変革）とOX（Operational Transformation：経営基
盤強化）の両面で推進しています。

BXでは、顧客価値の最大化に取り組みます。具体的には、
水処理のDXを手掛けるFracta Leap社との共同プロジェクト「メ
タ・アクアプロジェクト」によるプラント設計の自動化やプラン
ト運転管理の最適化といったソリューションを創出しています。
加えて、センシング技術などのIoTを用いた水処理装置の遠隔
管理・自動制御を通じ、お客様の課題の可視化や運転最適化
を支援するサービスも展開しています。

OXでは、デジタルを活用し、経営判断の精度やスピードの
向上、業務の標準化・効率化などを推進しています。また、当
社グループ内の業績・財務情報に加え、節水やGHG排出削
減への貢献量などの非財務を含む経営指標を集約し管理する
だけではなく、これらを分析・活用して事業環境に関連する先
行指標を得るまでを実現する、経営情報を統合したプラット
フォームの構築を進めています。
デジタル戦略はPSV-27計画の各戦略と深く結びついてい

デジタルの力を駆使して、
新たな価値創出に向けた変革を
加速させます

ることから、当本部だけでなく、グループ全体に、DXを推進す
る人材が必要です。組織ニーズに基づき選出された人材や希
望者を対象に、データ分析・管理スキルやプロジェクト推進に
関する学習機会を設け、実務課題を通じてDXを実践すること
でスキル習得を推進しています。
外部リソースの活用も重視しています。変化の激しい外部環
境に柔軟かつ確実に対応するためには、全てを内製化するの
ではなく、クリタグループの強みを軸に、外部の知見や技術を
組み合わせることも必要です。特にグループに十分な知見が
ない領域や短期的な成果が求められる場合には、外部パート
ナーとの連携によって、これらを補完します。。
昨今、企業活動におけるセキュリティインシデントが世界的

に深刻化している中、情報セキュリティの確保は、クリタグルー
プの事業継続性や社会的信頼に直結する重要な経営課題だ
と捉えています。お客様からお預かりする情報・データは信
頼の証です。単なるリスク管理ではなく、信頼を創る経営責任
として捉え、私たちは情報セキュリティの強化に取り組んでい
ます（⇒詳細は、P71ページ）。
デジタルの力を駆使する当本部において、情報やデータの
起点となる暗黙知をいかにして形式知として昇華させていく
かが課題となります。私は「共通体験してはじめて理解に至る」
という信念のもと、当本部の従業員には机上での思考にとど
まらず、現場で実体験を積んでもらうことを重視しています。
デジタルを適用する現場での体験や議論が気づきや共感を生
み、これによって情報・データとして言語化・構造化されていく。
このプロセスを繰り返すことで、組織全体の現場への理解が
深まり、変革の力が自然と養われていくものだと考えています。
私のミッションは、この知識創造の好循環を組織に根付かせ
ることです。従業員一人ひとりが自らの業務に主体的に取り
組めるように、従業員との積極的な対話を通じて、業務の目的
や位置づけの理解浸透を図るとともに、現場の想いと経営を
繋いでいくことで、挑戦し続ける組織へと進化させていきます。

担当役員メッセージ生産戦略 デジタル戦略

マテリアリティへの取り組み目標と実績

クリタグループは「お客様と社会の課題解決に貢献
する安全・安心な「製品・サービス」を継続的に提供し、揺るぎ
ない信頼を獲得する」を基本方針とする「クリタグループ製品
品質方針」を定め、グループ全体で品質を担保する仕組みであ
る品質マネジメントシステムを組み込んだ取り組みを推進して
います。その取り組みの１つである不適合再発・未然防止モデ
ルの活用では、お客様に製品・サービスを提供する過程で発
生した品質面での不適合事案の問題発生メカニズムを構造的
に把握して有用性の高い技術知識に変換して、顧客・社会に影
響を与える事故の再発率の削減に繋げています。2025年3月
期の実績は、リスク検討不足による作業などを要因とする再発
事故の影響により前期比で悪化し、目標未達成となりました。
事故の再発防止策を検証し、未然防止の有効性が低い対策を
見直すことで、より実効性の高い施策の導入を進めます。

マテリアリティへの取り組み目標と実績

不適合再発・未然防止モデルによるロスコストの再発防止サイクル

指標 2025年3月期目標 2025年3月期実績 2026年3月期目標 2028年3月期目標
高い品質と安全性の製品・サービスの提供
顧客・社会に影響を与える事故の再発率
の削減割合（前期比）*3

30%
当社

未達成
（△6%）

20%
当社、国内グループ会社

20%
クリタグループ

人権を尊重した事業活動
労働安全強度率*4 0.005以下 未達成（0.013） 0.005以下 0.005以下

有用性の高い技術知識の
データベース化

品質・安全面での不適合・クレーム情報の
データベース化

問題発生メカニズムの構造化・知識化

技術知識の活用

現場施工設計のレビュー
検証／妥当性確認設計・計画仕様の立案

モデル適用

情報収集

*3 2025年3月期までは当社を対象とし、2026年3月期から国内グループ会社、2027年3月期から海外グループ会社にそれぞれ対象を拡大して取り組む。
*4 当社と国内グループ会社を対象。日本国外の指標および目標については現地法令等を踏まえ、2026年3月期に別途策定し、2027年3月期より取り組む。

マテリアリティへの取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。
https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/safety.html
https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/human-right.html

品質 安全 クリタグループは、安全衛生を事業活動における重要
事項と位置付け、従業員の安全確保と健康支援は従業員とその家
族の人権尊重に繋がるものと考えています。この考えのもと、日
本で発注または管理している工事・製造現場での重大な労働災害
の発生を正確に把握・低減するために、労働安全強度率の水準
維持に取り組んでいます。品質面での不適合再発・未然防止モデ
ルを安全の取り組みにも適用し、過去に発生した労働災害やヒヤ
リハット等の事例を有用性の高い知識としてデータベース化した
「Kurita Safety Approach Tool」を活用することで、労働安全強
度率の低減に繋げます。2025年3月期の労働安全強度率は、国
内グループ会社の事業所において不休災害を含む労働災害が発
生した影響により、目標未達となりました。発生した労働災害の
原因について4M分類*2にて分析した結果、「Media（作業情報・
環境）」および「Management（管理）」が70％を占めており、現場
作業における危険源の抽出、適切なリスク低減対策、残留リスク
の評価などリスクアセスメントの有用性や一人ひとりの安全意識
を高めることにより、労働安全強度率の低減に努めます。

*1  のべ労働時間1,000時間当たりの労働損失日数の割合。発生した労働損失日数は発
生年度に反映する。

*2  事故や災害の要因となる、Man（人間）、Machine（機械、物）、Media（作業情報、環
境）、Management (管理）の4分類のこと。

クリタグループは、品質と安全に関わるマテリアリティを定
め、その目標として「顧客・社会に影響を与える事故の再発

率の削減割合」と「労働安全強度率*1」を設定しています。
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主な取り組み KPI

プラント運転管理の自動化・最適化
RO膜装置の運転操作を、AIを駆使
して最適化し、運転コストとGHG排
出量を削減

生産リードタイム
短縮への寄与

マテリアリティの
共通価値テーマ
への貢献

お客様との
デジタル接点拡大

B
X

プラントの設計自動化
AIアルゴリズムを利用して図面作成
や配置検討、積算などの設計業務
を高速化・自動化
デジタルソリューションセンター
水処理装置の稼働状況を把握し、
設備を安定稼働させる改善提案に
より運転コストと環境負荷を低減

DX人材育成とDXサプライチェー
ンの拡充
クリタのビジネスの専門性とデジタ
ル技術を融合させ、価値提供の量・
質・速度を強化

デジタル人材の
増強

ERPデータ
網羅率の向上

O
X

データドリブン経営の推進
グローバル規模での経営リソース
（ヒト・モノ・カネ）の最適な再配分
を通じて、企業全体の持続的な価値
創出を実現
生成AIによるデータ・情報解析の
簡易化・迅速化
社内AIエージェント環境を構築し、
課題の発見力と解決力を強化し、顧
客価値をより高く、迅速に創出
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●当社とFractaが資本・業務提携 ●DX認定事業者に認定

●DX委員会を立ち上げ

●デジタル戦略本部設立

●メタ・アクアプロジェクト始動、Fracta Leap社設立

アルゴリズムを利用して図面作成
や配置検討、積算などの設計業務

プラント運転管理の自動化・最適化
を駆使
排

開発
成功

β版
開発

環境大臣賞
受賞

専門研修
プログラムの
開始

カリキュラムの
拡充と対象者の
グローバル拡大

クリタグループ
独自の

プラットフォーム構築

育成人数や
習得スキルの拡大

ユーティリティ設備を含む
総合管理へ拡大

グローバル規模での
経営管理の
高度化を実現

環境省実証
事業の完了

ラインナップ
拡充

活用に
向けた
検証

海外への
適用拡大

実用化
領域の
拡大

データ集約型
管理の開始

海外拠点への
サービス開始

企業ビジョン

企業価値向上

BX
Business

Transformation

OX
Operational 

Transformation

デジタル戦略

デジタル戦略

デジタルの取り組みは高度な経営判断が必要となるため、経
営会議メンバーを主体としたDX委員会でグループ全体の方向
性や戦略などの判断を行っています。DX委員会での判断をも
とに、デジタル戦略本部が施策レベルまで落とし込み、取り組

本戦略の位置づけ

推進体制

取り組み事例 ～プラント運転管理の自動化・最適化～

デジタル変革の歩みと今後の展望

みを推進しています。また、水処理のDXを手掛けるFracta 

Leap社との共同プロジェクト「メタ・アクアプロジェクト」により、
専門性の高いデータサイエンスやAIに関連したスキルを活用し
ながらBX、OXの取り組みを推進しています。

メタ・アクアプロジェクト

情報セキュリティ管理

DX委員会
（グループ全体のDXの推進・監督）

委員長：電子産業事業部長
副委員長：デジタル戦略本部長
委員：当社 当本部およびグループ会社で構成

プロセス変革

ビジネス変革

連携

当社
管理部門 当社

事業部門
国内

グループ会社
海外

グループ会社

デジタル戦略本部長
デジタル戦略本部

グループ全体のDXの統括
（戦略策定、実行支援）

報告

代表執行役社長

経営会議

Fracta Leap社

協業

顧客親密性を
より高める
ビジネス
プロセス変革

共通価値を
生み出す

ビジネスモデル
の創出

お客様や社会から求められる価値を提供するために、クリタ
グループはデジタルの力を活用して、社会との共通価値を創造
するビジネスモデルの創出・提供や顧客親密性をより高めるビ
ジネスプロセスの変革を推進しています。クリタグループは価値
創出力を強化するBusiness Transformation（BX）の側面と
グループの組織力を強化するOperational Transformation

（OX）の側面からデジタル戦略を推進しており、多様な産業の
幅広い地域の水処理の現場から得られる情報・データにデジ
タル技術を組み合わせることで事業活動における提供価値の
質・量・スピードを高め、グループ全体の事業の進化に取り組
んでいます。

知財戦略

人材戦略

生産戦略 イノベーション戦略

一般産業電子産業
事業戦略

競争優位性の
確立

顧客価値を起点とした
トランスフォーメーション

の実現

社会価値を起点とした
イノベーションの創出

継続契約型サービスをはじめとする運転管理の領域では、
長年蓄積されている装置と運転管理の技術・データを活用し、
AIによって装置の運転を最適化するソリューションを開発して
います。水処理におけるコストと電力消費量の占める割合が高
いRO膜装置の運転操作を、AIを駆使して最適化することで、
運転コストとGHG排出量の削減を実現します。環境省の「革新
的な省CO2型感染症対策技術等の実用化加速のための実証事
業」での検証も完了させ、日本だけでなく、中国、シンガポール
などの地域での装置案件での実装も進んでいます。

実証期間

AI最適運転

電力消費量

実証前

通常運転ではRO膜の汚れは蓄積し、
電力消費量は右肩上がり

•運転コスト　　　約4割削減
•GHG排出量　　約1割削減

RO膜装置の実プラント検証結果の概要

取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。

https://www.kurita-water.com/digital/dx-action/index.html

シンボルマーク＋ DX認定
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人材戦略 担当役員メッセージ

取締役会：人的資本に関する取り組み全般の監督

経営会議：人的資本に関する取り組み全般の審議、施策の決定

サステナビリティ推進委員会
マテリアリティの管理、推進

（人材育成や活用に関する取り組みを含む）

経営管理本部長
人的資本に関する取り組み全般の推進、統括

栗田工業の各本部・事業部
組織文化醸成の取り組み、人材育成施策の推進

国内外のグループ会社
組織文化醸成の取り組み、人材育成施策の推進

人づくり委員会
技術人材、デジタル人材等の育成、
グループ全体の人材育成施策推進

監督報告

連携 連携

連携

決定・指示付議・報告 決定・指示付議・報告 決定・指示付議・報告

城出 秀司

人的資本を強化し
「水の新たな価値」を創造し続ける
企業グループへと進化する

知財戦略

CSVビジネス
の拡大

グループガバナンス／コーポレートガバナンス

人材戦略

大切にする価値観

サービス事業の
多様化と深化

生産戦略 イノベーション戦略

競争優位性の
確立

顧客価値を起点とした
トランスフォーメーション

の実現

社会価値を起点とした
イノベーションの創出

一般産業電子産業 事業戦略

企業価値向上

代表執行役専務　
経営管理本部長

クリタグループは、水を通じた豊かな環境の創造を謳う企業
理念を掲げており、その企業理念への共感が高い人材の集団
であると考えています。水を通じてお客様や社会に貢献した
いという強い想いを持つ人材が原動力となり、お客様の課題
に向き合い、その先にある社会課題の解決にも取り組むことで、
クリタグループは成長を続けてきました。そして、PSV-27計画
ではさらなる成長を目指し、「顧客価値を起点としたトランス
フォーメーションの実現」による価値提供、つまり、従来の顧
客親密性を起点とした競争優位に加え、新たに「社会価値を
起点としたイノベーションの創出」による価値提供、クリタグ
ループだからこそ提供できる高い社会価値を起点とした競争
優位の確立に取り組むことを事業戦略の軸に掲げています。
イノベーションは、同じ価値観や考え方を持つ人材だけでは生
まれにくく、その創出には、様々なバックグラウンドを持つ人々
の専門性や経験等の多様性を掛け合わせることが必要不可
欠です。この考えのもと、クリタグループではD&I（Diversity 

& Inclusion）ビジョンを定め、企業理念に共感する多様な人
材の協働による水の新たな価値の開拓に向けた人材活用と組
織の方向性を人材戦略として策定しています。
人材活用においては、経営戦略に必要な強化すべき人材を
定め、その確保を進めています。また、クリタグループ全体の
最適配置（適所適材）に向けた従業員のスキルや経験といっ
た人材情報の把握や人材力向上への投資を継続しています。
加えて、クリタグループの価値観を体現する人材を評価・処遇
する仕組みとして、大切にする価値観に基づく判断や行動を

示したクリタグループ行動指針をグループ各社の評価基準と
して導入し、従業員の挑戦を含む行動変容を促進していきた
いと考えています。
組織に関する方向性としては、理念体系に基づく共通の価
値観の浸透と多様性を活かす組織文化の醸成によるグループ
としての一体感の強化に取り組んでいます。2024年にはグルー
プ全体を対象とした表彰制度であるKurita Global Award

を開催し、世界各地から従業員が集まり、企業理念や企業ビ
ジョンを体現する取り組みの成果やチャレンジを互いにたた
え合いました。また、クリタグループの未来を共に考え、現状
の課題や様々なアイデアについて意見交換を行う機会ともなり、
その後の交流にも繋がっています。組織に関する方向性とし
ては周囲にも意見を言いやすく、貢献意欲の高い組織の形成
や従業員の安全、健康への取り組みが欠かせないと考えてい
ます。クリタグループでは、安全衛生は、私たちが事業を行う
上での最優先事項であるとして、従業員およびその家族の心
身の健康支援ならびに組織・職場環境の改善をグループの統
合的な取り組みとして推進しています。
人材戦略全体の取り組みのKGIは、「エンゲージメントスコ

アの継続的な向上」としています。私は、従業員エンゲージメ
ントとは、従業員一人ひとりの「クリタグループで働き続けたい」
という想いを表すものだと考えています。エンゲージメント調
査は、その結果としてのスコア向上を目指すものではありま
すが、それ以上に、調査結果について年代別・地域別・階層
別など多面的な分析を行い、従業員が働き続けたいと思える
クリタグループになるために必要な変革を、経営層と従業員
が共に考え、行動していくことが重要です。キャリア形成支援、
人事制度の見直し、多様な働き方の推進など、グループ共通
の施策や、組織ごとに適した施策を立案・実行していきます。
特に働き方については、労働人口減少等による人材獲得競争
の激化などの外部環境の変化を踏まえ、より柔軟で生産性の
高い働き方へのシフトが必要となっています。こうした働き方
を実現することでクリタグループが持つ人材の強みをより発
揮できると考えています。多様な人材の活用や組織文化の醸
成をエンゲージメントの向上やその先の生産性向上による企
業価値向上に繋げて、従業員一人ひとりが生き生きと働き、「水
の新たな価値」を開拓し続ける企業グループとなることを目指
していきます。

クリタグループでは企業ビジョンの実
現に向けて、「顧客価値を起点としたト
ランスフォーメーションの実現」と「社会
価値を起点としたイノベーションの創出」
に取り組んでいます。顧客親密性の確
立や高い社会価値を提供すること、こ
れらに必要な競争優位性を確立するこ
との原動力となるのは人材という考え
に基づき、人材戦略の取り組みを推進し
ており、Value Pioneering Pathの重
要な基盤として位置付けています。

クリタグループは、企業ビジョン実現下の人材と組織の状態
をD&Iビジョンとして「水と環境を大切に想う多様な人々が、互

いの違いを受け入れ、相互作用することで、水の新たな価値
を創造し続ける企業グループ」と定めています。

  人材戦略の位置付け

  人材戦略において目指す姿（D&Iビジョン）

当社グループは、当社の執行役である経営管理本部長が人
的資本に関する取組全般の推進と統括を行い、当社の各本部・
事業部およびグループ各社と連携し組織文化醸成に関する取
り組みや人材育成施策を推進しています。また、人材育成や
活用に関する取り組みは、サステナビリティ推進委員会がマテ
リアリティの指標、目標を管理、推進するとともに、人づくり委

推進体制
員会と連携しています。経営管理本部長およびサステナビリティ
推進委員会、人づくり委員会は、人的資本に関する取組状況
を経営会議へ付議または報告し、経営会議はその内容を審議
し必要な施策を決定します。また、経営会議は人的資本に関す
る取組状況を取組全般の監督を担う取締役会へ報告します。

企業ビジョン

実現下の人材と組織の状態

D&Iビジョン
水と環境を大切に想う多様な人々が、互
いの違いを受け入れ、相互作用するこ
とで、水の新たな価値を創造し続ける企
業グループ

持続可能な社会の実現に
貢献する「水の新たな価値」の開拓者

D&Iビジョンを図式化したフライホイール図
水の新たな価値を創造し続ける企業グループへ変化

ダイバーシティ 「違いの増加」
による好循環 エンゲージメント

イノベーション

インクルージョン

水の新たな
価値の創造

顧客・
社会から
の信頼

企業理念
への共感

多様な
人材・
経験

違いの
増加

個性の
調和

共通の
価値観の
浸透

「共通の価値観の
浸透」

による好循環
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人材戦略

人材戦略の進捗を定量的に把握しながら施策を実行するた
め、クリタグループでは、以下のとおり人材戦略のKGIとKPI

を定めています。KGIとKPIは「クリタグループのマテリアリティ」
「定量的な達成目標」「中期的に傾向をモニタリングする指標」
で構成され、これらの計測を通して戦略の実効性を高めてい

人材戦略のKGIとKPI
きます。中でも、クリタグループで定めた「D&Iビジョン実現の
ための推奨行動」の実行度を表す「D&I実行度」や人事制度の
効果的な運用状況を表す「人事制度運用度」は、エンゲージメ
ント調査（2年ごとに実施）から導く当社独自の指標となってい
ます。

K
G
I

エンゲージメントスコアの継続的な向上
a. 全業種平均を上回る会社の割合：75%以上（2028年3月期）
ｂ. 調査した会社全体でのスコア：前回調査以上（2028年3月期）

K
P
I

2031/3期

取り組み分野

取り組み詳細

2028/3期

人材の確保・
活用

30%
程度

40% 10%
程度

3～4割
程度

8～9割程度
2～8週間
程度

8割程度

50%程度

前回調
査以上80%

人事制度

KPI

開発人材・
デジタル人材・
知財人材
の充足度

当社の業務執行に係
る経営層に占める
女性・外国人・

経験者採用者の割合

当社管理
職の女性
割合

当社総合
職採用の
女性割合

当社の男性
育児休業等
取得率およ
び取得期間

海外子会社
幹部の現地
社員割合

当社の本社機能の
管理職相当に

おけるグローバル
人材割合

D&I
実行度

当社の経
験者採用
社員割合

人事制度
運用度

2025/3期
実績 35% 4.7% 21% 74%

59日 70% 34%17.6%73%

2024/3期
実績 29% 4.2% 26% 77%

56日 65% 31%47%12.8%65% 39%

前回調査
以上

2026/3期 35%75% 前回調査
以上

前回調査
以上

組織文化 組織体制

クリタグループは、D&Iビジョンの実現を通じ、価値創造ス
トーリーを具現化する組織・人材の在り方を、人材戦略として
策定しています。人材戦略は、人材ポリシーとこれを支える方
向性で構成されています。人材ポリシーは価値創造ストーリー
の基になっている「戦略ストーリー」に描かれている組織や人

人材戦略の全体像

人材戦略

人材ポリシー

外部環境の変化

人材活用に関する方向性 組織に関する方向性

内部環境の変化

クリタグループの仕事を通じて顧客・社会・地球環境への貢献に喜びを感じ、新たな価値の創出に邁進する多様な分野のプロ
フェッショナル集団

◆日本における年功序列や終身雇用に対する
考えの変化

◆働き方の多様化

◆デジタル技術の発達とデジタル人材の
需要拡大

人材の活用・確保
◆クリタを支える技術分野の技術人材（開発人材を含む）
◆知財人材による開発方向性予見や開発成果の
競争優位性堅持
◆デジタル人材による新たな価値創出

人事制度
◆「人材の結束力」に加え、「専門性の高い個人の活躍」を
強みとできる当社の制度整備

組織文化
◆D&Iが浸透したエンゲージメントの高い集団への移行

組織体制
◆海外現地社員からの幹部層輩出促進
◆当社のグローバル対応力向上
◆グループ社員への共通の価値観の浸透

M&Aによる海外事業の拡大

2014年3月期 2025年3月期
海外売上高
比率 約20% 52%

海外従業員
比率 約20% 50％

人材の在り方 組織の在り方

①現場のデータから課題を設定し、グループ内外の多様な
交流を通じて、ソリューションやビジネスモデルを仕上げ
る人材
②次の思考と行動で事業を強化する人材
・  データ、情報等を収集、形式知化し、形式知を活用して
価値の提供や創出に繋げる

・新たな技術を活用する
・提供価値を高精度、高速に予測・定量化する
③経営者視点を有し、論理的思考力の高い人材

①自前主義や組織間の隔たりにとらわれず、イノベーション
で新たな価値を生むとともに、アジャイルな進め方で挑戦
することが歓迎され、失敗から学ぶことが尊ばれる組織
②企業理念に共感し、顧客・社会・地球環境の課題解決に
真摯に取り組む組織

材の姿から抽出して整理し、「クリタグループの人材に求める
価値観や思考・行動の基本的な考え方」を表しています。これ
にグループ内外の環境変化を加味し、取り組みの方向性を「人
材活用に関する方向性」と「組織に関する方向性」に整理して
います。

当社では従業員エンゲージメントの向上に向け、エンゲージ
メント調査を行い、現状を把握し、対処すべき課題や施策の立
案と実行に繋げています。この調査は、日々のモチベーショ
ンを測る短期的な指標ではなく、組織の中長期的な課題を把
握し、分析・改善に取り組むための基盤として位置づけてい
ます。施策の実行とその効果を継続的に検証するために、調
査頻度は2年に1回としています。調査結果をもとに、組織の
現状を可視化し、課題の抽出から改善施策の立案・実行まで
を一貫して行うことで、従業員がより働きがいを感じられる職
場環境の実現を目指しています。直近では2024年3月期に2

従業員エンゲージメント
回目となる調査を行っており、1回目に行った調査より対象を
44社に拡大させて実施しました（1回目調査での対象は4社）。
調査した会社全体でのスコアは41%、全業種平均を上回る
会社の割合は51%となり、いずれも2024年3月期目標を上
回りました。国や地域ごとに傾向が異なることから、グループ
全体のエンゲージメント向上に向け、会社ごとに背景確認や
原因分析などの課題抽出と対策立案を行うとともに、取り組
みを推進しています。PSV-27計画の最終年度である2028年
3月期には、クリタグループの75%以上のグループ会社が、
各国の全業種平均を上回っている状態を目指しています。

エンゲージメントスコアの状況

・ 2024年3月期調査は、グループ会社44社に対象を拡大（前回調査は対象4社）し、2023年7月、8月に実施
・ 2024年3月期調査の対象者数6,785名、回答者5,799名（回答率85％）

P.59-61 P.61-63

エンゲージメントスコア 2022年3月期
調査結果

2024年3月期
目標

2024年3月期
調査結果

2026年3月期
目標

2028年3月期
目標

a. 全業種平均を上回る会社の割合 50% 50%以上 51% 65%以上 75%以上

ｂ. 調査した会社全体でのスコア 38% 38%以上 41% 前回調査以上 前回調査以上
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人材戦略

クリタ西日本社は、2024年に西日本地域のグループ会社6

社が統合し、設立されました。異なる文化や歴史をもつ会社
が統合されたため、組織間の連携強化や一体感の醸成が求め
られていました。そこでクリタ西日本社の社長が従業員との
直接的な対話を目的としたタウンホールミーティングを全事
業所で開催するほか、社内ポータルサイトを通じて毎週メッ
セージを発信するなどの取り組みをしています。
また、同年には「クリタ西日本の未来を考える」をテーマに管
理職による討議が行われ、日々の悩みの共有や気づきを通じ
て行動変容を促し、ありたい姿からバックキャストで方針を立
案しました。参加者からは「方針理解が深まった」「統合前の各
社の様々なメンバーの考えに触れ、気づきが得られた」との声
があり、部門や拠点間の連携を強め、一体感を醸成する機会と

クリタ・ド・ブラジル社では、エンゲージメント向
上活動の一環として、「高いパフォーマンスを発揮す
るチームづくり」をテーマに管理職と従業員を対象と
したワークショップを開催しました。このワークショッ
プでは、参加者同士の対話やグループワークを通じ
て、参加者は自身の役割がチームや社会にどのよう
な影響を与えるかを議論しました。参加者からは、
「管理職と従業員の距離が縮まり、チームとして一つの目標に
向かって協力し合う姿勢が育まれた」「組織内の関係性を強化
でき、職場の心理的安全性が向上した」との声が寄せられまし

なりました。さらに、若手従業員を中心とした研修も開催され、
参加者同士の交流や、クリタ西日本社を取り巻く環境や強み・
弱みの分析を行い、分析結果から同社の将来の姿を考える機
会としました。研修後のアンケートでは「他拠点の同世代の社
員と交流し、悩みを共有できたことが非常に有意義だった」「ク
リタ西日本の将来を創っていく自覚をもてた」との声があり、年
齢層の近い従業員同
士の仲間意識を向上
させ、未来を考える
ことで今後の展望を
明確化しました。

た。このような双方向のコミュニケーションを促す取り組みは、
個人のエンゲージメント向上に加え、組織全体の協力体制を
強化することから、今後も継続的に実施していく予定です。

・組織間の連携強化に向けた取り組み

・高いパフォーマンスを発揮するチームづくりに向けたワークショップの実施

地域 会社・組織の課題に対する取り組みの事例

日本

・経営陣からのメッセージ発信やタウンホールミーティングを通じた、会社方針の理解浸透および会社方針と各自の担当
業務との結びつきを感じる機会の創出
・新たな価値を生みだすための、組織間連携・チャレンジ促進の機会創出
・DX推進をはじめとした新たな価値提案による、業務効率化と生産性向上
・部長や部門長と企業ビジョンやクリタグループの未来に向けた討論の実施

アジア

・給与体系などの人事制度改定
・スキルや能力に応じた研修プログラムの見直しなどの教育・研修機会の充実
・心理的安全性向上を目的とした相談ホットラインの新設・運用
・部門内の相互理解と信頼関係の強化を目的として、内務社員と現場社員の間でお互いに感謝を形にする機会の創出
・社員の意見を経営陣に伝える機会を創出するため、従業員と代表の1on1ミーティングを実施

EMEA
・人材の育成と活用促進を目的とした、研修プログラムの充実や人材情報・学習状況の可視化の促進
・多様性を認め合い、挑戦が歓迎され失敗から学ぶことが尊ばれる組織文化の醸成に向けた研修の実施

北南米

・リーダーシップ研修や先輩社員による職場定着サポート、メンタリングサポートの推進
・チームビルディングに向けたワークショップの実施
・健康とワークライフバランス充実に向けたツール提供
・次世代リーダー育成を目的としたワークショップ、定例式典におけるエンゲージメント向上に関する討論

エンゲージメント向上に向けた取り組み

部長会の様子

クリタ・ド・ブラジル社でのイベント後の様子

人材の活用と確保

人材活用においては、グループ共通の行動の促進と、グルー
プ内の多様な知見・経験の活用に取り組んでいます。
グループ共通の行動の促進にむけては、クリタグループの
理念体系にある「大切にする価値観」を実践する行動を具体化
させた「クリタグループ行動指針」を2024年4月に制定しまし
た。従業員の挑戦を含む行動変容の促進を目的として、「大切
にする価値観」および「クリタグループ行動指針」の理解浸透
を図るほか、行動指針に基づく行動をグループ共通で従業員
の評価基準に導入することを進めます。
グループ内の多様な知見・経験の活用については、グルー

・Kurita Executive Development Program
クリタグループでは、各国・各地域のお客様や社会の特性
に応じた価値を提供し、グループ各社の事業を牽引するリー
ダーを継続的に育成するため、指名委員会主導のもと「国外
関係会社の経営層後継者育成プログラム」を実施しています。
その一環として「Kurita Executive Development Program」
を実施しています。本プログラムでは、参加者が基礎的な経営
知識を習得し、自分の特徴を理解したうえで自分なりの経営
者像を明確にすることを目的にしています。また、当社の本社
機能組織との人脈形成や仕事の進め方、理念の習得も重視し
ています。2025年3月期のプログラムでは、日本以外のグルー
プ会社から選ばれた少数精鋭のメンバーが参加しました。プ

プ横断プロジェクトなどの取り組みを拡充させ、多様な経験や
バックグラウンドを持つ人材の相互作用を促進して、グループ
全体での変革を推進します。また、当社を含むグループ各社
の経営陣の登用にあたっては、各社の経営陣の候補層に、グ
ループ共通の評価基準でアセスメントを実施し、その結果を
踏まえて、各社のCEOが後継者候補の特定と、育成・登用を
進めています。グループ各社の経営陣の候補層の情報は、当
社の執行役や執行役員の後継者候補の選定にも活用されて
います。

人材活用に向けた取り組み

従業員エンゲージメント調査結果から体系的なキャリア形
成支援が求められていることを踏まえ、経験、助言、研修の3

つの観点で人材育成の方向性を整理し、これに則した育成施
策を展開しています。
クリタグループは、従業員の成長における「経験」を重視し、
経験を高めるため、各自のキャリア希望調査や人事情報管理
システムを活用し、経験を支える仕組みを整備するとともに、
キャリア形成支援とキャリア形成を考慮した異動・配置を進め
ていきます。さらに、経験を深める「助言（部下の挑戦を支え
る管理職の育成）」と「研修（実効性のある学習機会と自主的に

学習できる環境）」を提供していきます。
また、東京都昭島市にあるKurita Innovation Hubを中
核的な知識・スキルの強化拠点と位置付け、水処理の多様な
設備を備えたトレーニングセンター等を活用して、クリタグルー
プ従業員の技術的な専門スキルに関する研修を実施してい
ます。
また、自社スタジオで撮影した研修動画など900を超える
人材育成コンテンツを、ポータルサイトを通してグループ全体
に公開しています。

人材育成の取り組み

ログラムに先立ち事前課題に取り組むほか、当日は3日間に
わたり、グループディスカッション、外部講師による講義、所
属の担当役員へのプレゼンテーションなどを実施しました。
プログラム終了後も、参加者は当社経営陣とのネットワークを
強化し、参加者同士でも良い刺激を与え合っており、各社の
経営層として貢献するためのモチベーションを高めることに
繋がっています。今後も本プログラムは定期的に実施する予
定であり、当社のマテリアリティの一つである「業務執行に係
る経営層に占める外国人の割合の向上」に向けて取り組んで
いきます。

5958 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み
社会との共通価値を
創造するための基盤社会との共通価値を創造するための基盤



人材戦略

組織文化の醸成

人事制度

クリタグループでは、「D&Iが浸透したエンゲージメントの
高い集団」の実現に向け、各本部・グループ各社の状況に合
わせた取り組みを推進しています。クリタグループがD&Iの浸

D&Iビジョンの浸透に向けた取り組み

9つの推奨行動

アンコンシャスバイアスに気づき、
多様性に目を向けよう

自律的に学び、
行動し、成長しよう

隔たりにとらわれず
多様な交流をしよう

リスクを恐れず
アジャイルな挑戦をしよう

仲間の成果をたたえ、
仲間に感謝しよう

心理的安全性の
ある職場をつくろう

ビジョンを理解しよう 自己肯定感を高めよう D&Iの成果を共有しよう

透したエンゲージメントの高い集団に移行していくための行
動を9つのアイコンにまとめており、クリタグループの各社の
取り組み推進に活用されています。

認知 D&Iビジョンを知る

意識 職場討議などを通じてD&Iを自分ごとと捉える

行動  D&Iビジョン実現に向けた9つの推奨行動を
実践する

ビジネスの変容
推奨行動の実践を通じて価値を創造する
例：バリューチェーンにおける開発、営業、調
達といった様々な分野でのグループ横串機能
となるプロジェクト

❶

❷

❸

❹

従業員個人の成長促進と人材の重点的な確保を図り、新たな価値創造を推進

人事情報管理システム

キャリア希望調査
支える
仕組み

計画的な人材育成 知財人材の広がり

中長期的な人材補強 中期的な人材補強

全従業員

個人の成長

強化すべき
人材

● 技術人材マップの活用
  顧客視点・社会視点に基
づく分類ごとに人材の充足
度を可視化
  体系化した
人材育成プログラムの実施

●  知財をビジネスにおいて
活用できる人材の育成・
確保・増強
  知財スキルの可視化
  IPランドスケープ活動等を
通じた戦略的思考の醸成

●  グローバル化の推進

経験
助言 研修

1on1ミーティング、
コーチングなど

社内外
eラーニングによる
自主学習環境、
育成プログラムの
グループ内展開

など

キャリア希望・
人材データを
活かした配置、
海外トレーニー

など

即戦力の獲得

早期の人材補強

開発人材 知財人材デジタル人材

2028年3月期 2028年3月期2025年3月期 2025年3月期

111名 21名130名程度
30名程度

2028年3月期2025年3月期

468名 750名程度

グローバル全体で予測不能な事業環境の激変が生じている
現在、社会価値を起点としたイノベーションを創出していくに
は、同じ価値観や考え方を持つ人材だけでは生まれにくく、様々
なバックグラウンドを持つ人々の専門性や経験などの多様性
を掛け合わせることが必要不可欠です。当社人事制度は長い
間大幅な改定を行っておらず、エンゲージメント調査結果にお
いても人事制度の改定を求める声が増加していることから、
人事制度改定を急務と捉え、まずは年俸制が適用される管理

職の人事制度を2024年4月に改定しました。人事制度の改
定にあたっては、当社役員および様々な職種・階層の約50

名の社員に対してヒアリングを実施して検討を行いました。本
人事制度の改定にとどまらず、多様な人材が活躍でき、専門
性や能力を存分に発揮できる環境を整備することで競争力を
向上させ、企業理念や企業ビジョンの実現を支援する人事制
度として機能させていきます。

人材育成に向けた研修体系（栗田工業）
新人 中堅 主任 管理職 上位組織の管理職

階層別

職種別

テーマ別

自己啓発

新入社員
研修

専門性を高める研修
（営業・マーケティング、技術・開発、生産・サプライチェーン、デジタル、事業支援）

マインドキャリアプログラム／クリタグループの価値観共有の醸成

D&I推進、エンゲージメント向上

全員活躍推進・キャリア支援

経験者採用者支援

グローバル対応力向上

海外グループ幹部後継者育成

その他（情報セキュリティ、コンプライアンス、人権ほか）

自己啓発支援、国家資格等取得援助など

マインドキャリアプログラムは、企業
理念や企業ビジョンの共有を図ると
ともに、個人が実現したいこと（Will）
も踏まえて自己理解を深め、キャリア
プランに結び付ける機会と位置付け、
階層別研修等の中で実施しています。

海外グループ会社の次期経営層候
補およびマネージャー層の育成強
化として、日本本社での研修の実施
やグループ内他社での勤務機会の
創出など、多様な人脈形成や理念
の浸透に向けた取り組みを開始して
います。

階層別の研修では、2,000講座以
上、1万点以上のeラーニングコンテ
ンツを有する社外の学習プラット
フォームを採用し、各自が必要と考え
るコンテンツへのアクセスが可能な
環境を提供しています。社員が自主
的にストーリーを描きながら学習に
取り組めるようサポートしています。

2-3年目
研修

中堅社員
研修

マネジメント
研修

新任管理職
研修

リーダーシップ
研修

執行役員候補者等
向けプログラム

・開発人材
技術分野に携わる人材を体系的にマッピングすることで、
分野ごとの人材の充足度を可視化し、戦略的な人材育成と配
置に取り組んでいます。2025年3月期には、技術分野の分類
を顧客視点・社会視点に基づいて再設定しました。これにより、
新たな事業領域への展開を加速させるとともに、より高い競
争優位性の確立を目指しています。その上で、体系化した人

・デジタル人材
DXの推進には、DXを基軸とした戦略の立案・推進、ビジネ

スモデルの開発、インフラの構築や ITサービスの提供を担う人
材が不可欠です。多様な現場接点とデジタル技術を融合した事
業を創造するデジタル人材の確保・育成に加えて、それ以外の
人材についてもITリテラシーの向上を推進しています。アセス
メントに基づき選出されたデジタル素養の高い人材に対して研

・知財人材
当社では、知財保護および知財リスク低減の活動（守りの
知財）に加え、知財情報を経営戦略、事業戦略、イノベーショ
ン戦略に活用するため、IPランドスケープなどの知財情報解析
（攻めの知財）にも取り組んでいます。また、グローバルな知
財活動の強化や品質向上も図っています。これらを実現する

材育成プログラム「Kurita-Technical Education Program」
に沿って、中長期的な人材の補強と後継者の計画的な育成に
取り組むとともに、人材のスキルや知見、経験をグループ全
体で技術開発に活用することで、水処理技術の深耕・発展に
取り組んでいます。2025年3月期の当社の開発人材は111

名で、2028年3月期は130名程度を目標としています。

修を行い、その中から選抜された人材がデジタルを活かした事
業の提案に取り組んでいます。また、グループ内の枠組みにこ
だわらず、スタートアップ企業との協業や社外からの経験者の
採用も行っています。2025年3月期のクリタグループのデジタ
ル人材は468名で、2028年3月期は750名程度を目標として
います。

ために、弁理士や知的財産アナリストをはじめとする知財の
専門性の高い人材や、従来の知財活動から一歩踏み出し、社
内の他の業務と連携できる人材の確保・育成を進めています。
2025年3月期の当社の知財人材は21名で、2028年3月期
は30名程度を目標としています。

水に関する知を収集・活用し独創的なソリューションを創出
するため、水処理に造詣の深い技術人材（開発人材含む）、

DXを推進するデジタル人材、技術立社を支える知財人材の活
用・確保に取り組んでいます。

開発人材・デジタル人材・知財人材の活用と確保

●デジタル人材の確保・育成
  IT部門以外の人材におけ
るITリテラシーの向上推進
  デジタル素養の高い
人材に対する専門研修
  スタートアップ企業との
協業
  社外からの経験者採用
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人材戦略

私の担当業務は、薬品の原料・商品の調達や、海外グ
ループ会社と協業してグローバルなサプライチェーンを構
築・強化することです。本プログラムは単に語学を学習す
るのではなく、海外グループ会社でのOJTを通じて現地
での実務経験を積むことのできる点に魅力を感じ、参加
を決意しました。
私は、信頼関係は共に仕事をする際の基本であり、相
手の話を聞くことや、約束を守るといった誠実であること
が信頼関係を築くために大事なことだと考えていましたが、
本プログラムを通じて、異なる文化を持つ人と信頼関係を
築く上で重要だと感じたことが2つあります。1つ目は、
自分の考えや思いを積極的に発信し、自分自身を知って

もらうことです。ドイツでは、常に自分の意見を求められ、
その対話を通じて相互理解が深まりました。2つ目は、相
手の文化を尊重し、可能な限りその文化に溶け込む姿勢
を持つことです。現地の習慣に自らも合わせることで仲
間意識を持ってもらうことができ、信頼関係の構築がスムー
ズになったと思います。
また、現地でのOJTを通じて、日本との業務体制の違い
に大きな刺激を受けました。ヨーロッパの各拠点では、調
達担当者が直接材・間接材の購買だけでなく、生産計画
や顧客対応まで幅広い業務を担っており、その業務範囲
と視野の広さに感銘を受けました。これまで私は調達の
スペシャリストを目指していましたが、今回の経験を通じ
て、薬品の調達にとどまらず深く多様な専門性を持つ人
材を目指したいという新たな目標が生まれました。
今後は、今回学んだ様々な背景を持つ人たちとも信頼
関係を構築していく力や英語・ドイツ語を活かしながら、
薬品の調達を軸に、より広い視野と専門性を持った人材と
して成長していきたいと考えています。

海外トレーニープログラム参加者の声

組織体制

クリタグループは、企業理念や企業ビジョンの実現に向け、
様々なバックグラウンドを持つ人々の経験、知見、スキルといっ
た多様性を活用し、イノベーションを起こすことを目指してい
ます。経営層や管理職においても、積極的に多様性の確保に

取り組んでいます。特にグループの中でも多様性確保に課題
の多い当社での取り組みを重点的に推進しており、D&Iの専
任組織を設け、当社内組織およびグループ会社と連携し、施
策を実施しています。

多様性の確保

グローバル人材の活躍推進

クリタグループは、各地域の特性に合わせたグローバルな
価値提供を目指しており、その価値を最大化するためには、
共通の理念のもと当社やグループ会社が交流を図りながらグ
ループ全体で業務水準を向上させ、世界中のグループ社員
一人ひとりが活躍することが重要です。これを実現すべく、
グループ内の連携が強く求められることを受け、グローバル
なビジネス環境で成果を出せるマインドとスキルを持ち合わ
せる人材を育成するための海外トレーニープログラムを実施

しており、2025年3月期には約10名が参加しました。2026

年3月期にも二期生の参加と実施が決定しており、今後も継
続して実施していきます。また、海外グループ会社の幹部社
員を育成して各社や当社の経営層への登用を進めているほか、
当社社員のグローバル対応力の強化に取り組んでいます。こ
の結果、海外グループ会社における代表および代表に次ぐ
役職での現地社員の割合は70%となっており、多様な国・
地域の人材が経営を担うポジションで活躍しています。

当社は事業の展開に合わせた即戦力人材としての期待から、
経験者採用を推進しています。2025年3月期の経験者採用
者数は前期比で1.3倍に増加しており、2024年12月時点で
管理職相当のポジションに占める経験者採用社員の割合は
15.2％です。当社は、社員全体に占める経験者採用者の割
合を2031年4月までに30%程度まで引き上げる計画で、今

当社では、育児や介護などのライフイベントと仕事の両立
支援や在宅勤務・リモートワークといった柔軟な働き方に適
応した制度、事実婚・同性パートナーシップの従業員への福
利厚生の適用などのSOGIE*におけるマイノリティにも配慮し
た制度を設けています。また、役員・従業員に対してこれら

* Sexual Orientation, Gender Identity, Gender Expressionの略称

後、CSVビジネス推進への貢献が期待される開発人材を含む
技術人材や知財人材等を中心に採用者を拡大するとともに、
当社特有の知識・技術の教育、人事部門による定期フォロー
面談、社内人脈形成の支援等により経験者採用者の活躍環
境を整備し、中核人材への育成を推進します。

の制度の周知・利用促進を図るとともに、オンライン研修や
定期的な啓発を行うことによって、多様な人材が働きやすい
環境づくりを推進しています。

経験者採用者の活躍推進

多様な人材が働きやすい環境の整備

当社は、従業員一人ひとりが安心して働くことのできる職
場環境の整備の一環として、男性の育児休業取得を促進して
います。その取り組みの一つとして、ライフイベントに対する
漠然とした不安や将来のキャリア形成に対する悩みを解決す
るヒントを得るために、「仲間を見つけ、つながり、きっかけ
が得られる場」とし2022年3月期より「つながる会」を定期開
催しています。2025年3月期も、「男性の育児休業取得推進」
をテーマに、父親が育児へ参画することの重要性や今からで
もパートナーに求めたいこと等について、女性従業員目線で

語り、現在子育て中の方やこれから子育てを予定されている
従業員に対して男性育児参画の重要性を確認するきっかけづ
くりをしました。2025年3月期における当社の男性従業員
の育児休業等取得率は、74.5％となり、平均取得期間は59

日となりました。
なお、当社は、仕事と子育ての両立に対する取り組みが評
価され、2024年2月に日本の厚生労働大臣から「プラチナく
るみん」の認定を取得しています。

男性の育児休業等取得の促進

将来的に業務執行に係る経営層や中核人材に占める女性
の割合を増やしていくために、目標値を定め、達成に向けた
施策を推進しています。2024年12月時点の女性管理職割合
は4.7％であり、2028年3月期目標である10%に向けて継
続的に施策に取り組んでいきます。2025年3月期は、当社の
女性総合職を主な対象として、主任・専門主任希望者が「自身
が主任・専門主任になることのイメージ」や「自部署で実現し
たいこと」を明確にし、将来の具体的なビジョンを描けるよう
になることを目的としたキャリア形成ワークショップを開催し
ました。本ワークショップでは、部長や専門職人材がサポー
ターとして参加し、双方向の対話形式で実施をしました。今後
はより若い層をターゲットにキャリア形成を考える機会を提供
し、女性管理職候補者層の底上げを図ってまいります。

なお、当社は女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況
等が優良な企業として日本の厚生労働大臣から「えるぼし（3

つ星）」の認定を取得しています。

女性活躍推進

グループ生産本部
サプライマネジメント部門
三浦 圭織（ドイツに派遣）
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大切にする価値観

クリタグループは、企業理念の実現に向けて、水を通じて社
会・産業の課題を解決する価値を長きにわたり創出・提供し
続けることで、ステークホルダーから信頼されるグローバル
企業としての歴史を築き上げてきました。この過程において
私たちが無意識に備え、そしてこれからも備えていくべき、い
わばクリタのDNAを言語化したものが「大切にする価値観」
です。「大切にする価値観」を体現する行動を具体化させたも
のが、「クリタグループ行動指針」と「クリタグループ行動準則」
であり、クリタグループ全体でインテグリティ活動*を推進して
「大切にする価値観」を共有し、クリタグループの一人ひとりが
「大切にする価値観」を体現する行動を重ねることで、企業ビ
ジョン、そして企業理念の実現に繋げていきます。
*   自分たちの良心に照らし正しいことをする、良いことをするという思考』のもと、
一般的なコンプライアンス活動を内包し、より広範な社会的な規範・価値観に対応
していこうとする活動

「大切にする価値観」を体現するためのグループ共通となる
行動の方向性を価値観ごとに定め、クリタグループにおける「望
ましい行動」として示すものです。本指針は、クリタグループ
従業員の「やってよかった」「うれしい」「誇りに思える」という
ポジティブな体験談や今後取り組みたい仕事への想い、イン
タビュー等から抽出した共通する行動要素をもとに職場討議
を行い策定しており、クリタグループで働く一人ひとりがより
身近に感じ、共感できる内容としました。
また、本指針のグループ全体への浸透に向けた取り組みを
推進しています。具体的には、社内広報を通じたクリタグルー

クリタグループ行動指針
プの従業員の仕事におけるエピソードの発信や職場ダイアロー
グの機会を設けることにより、読者の具体的な行動の想起を
図り、共感を深めることで企業ビジョンや企業理念の実現に
向けた主体的な行動の実践を推進しています。2025年3月
期は、企業理念や企業ビジョンを体現する取り組みの成果や
チャレンジを褒めたたえる機会としてKurita Global Award

や、従業員同士やグループの理解を目的とした創立75周年イ
ベントを開催することで、クリタグループ従業員のさらなる行
動変容を促しました。

大切にする価値観

Է杯㕙؅岐 湳ׂる
Ը湳؅瀂׀、笋׃
Թ僿䏨؅飃ֻる
Ժ誠実でֵ׽禈ׄる

行動指針
クリタグループにおける

「望ましい行動」を示したもの

行動準則
クリタグループにおける

「許されない行動」を示したもの

Թ

Է ԸԺ

クリタグループの行動指針と
行動準則の位置付け

クリタグループのステークホルダーに対するコミットメント
として「許されない行動」を示したものです。「公正」「透明」「安
全」「共生」「誠実」の5つの観点で遵守すべき基本的な行動を
定めるとともに、日々の業務の中で判断・行動に迷った際には
「5つの質問」を活用して正しい判断・行動であるかを確認して
いくことで、本準則を実践することとしています。

自分が取ろうとしている行動について、次の５つの質問で自問する。クリタグループ行動準則 5つの質問

法令や社内外の
ルールに照らして
問題がないか。

誰に対しても
恥ずかしい行動ではないと、
胸を張って話せるか。

誰かに不都合な事実を
隠していないか。

誰かに危険が及ぶ
リスクが高まることは

ないか。

環境への負荷増加や
人権の侵害に

繋がっていないか。

法令や社内外の
ルールに照らしてしてし
問題がないか。

誰に対してしてし も
恥ずかしい行動ではないと、
胸を張ってってっ 話せるか。

誰かに不都合な事実を
隠してしてし いないか。

誰かに危険が及ぶ
リスクが高まることは

ないか。

５つの質問
自分が取ろうとしている行動について、次の５つの質問で自問する。

公正

誠実

透明

安全

環境への負荷増加や
人権の侵害に

繋がっていないか。

共生

YES
YES

YES

YES

行動指針および行動準則の詳細は、以下のページをご参照ください。
https://www.kurita-water.com/company/philosophy.html

https://www.kurita-water.com/policy/basic/coc.html

対象者数 回答者数 回答率

8,268名 8,079名 97.7%

2025年3月期のインテグリティ調査実施状況

トに加え、日英同時配信や録画配信を通じて、全従業員がア
クセス可能な形で実施しました。これにより、グループ全体で
共通の価値観を共有する機会を創出しました。
実施後のアンケートでは、8割以上の参加者が「これまで知

らなかったグループの取り組みや人を知ることができた」「企
業理念・ビジョンへの理解が深まった」と回答しており、イベン
トの目的が十分に達成されたことが確認されました。

  共通の価値観を浸透させる取り組み
1949年に創業したクリタグループは、2024年に創業75周
年を迎えました。この節目にあたり、「国内外の従業員がお互
いを知り、一体感を醸成する」をコンセプトに、社内表彰やワー
クショップ、交流イベントなど多彩なプログラムで構成された

創立75周年記念イベントを開催しました。これらの取り組み
を通じて、言語や文化の違いを越えて従業員同士が直接交流
し、グループとしての結束力を高めました。

クリタグループはグ
ローバルに事業を展開
しており、海外従業員が
全体の半数以上を占め
ています。多様な言語
や文化背景を持つ従業
員が、共通の理念のもと
で成長していくために、
企業理念やビジョンを
体現する取り組みをた
たえる「Kurita Global 

Award」を開催しまし
た。このイベントは、挑戦を奨励する企業文化の醸成、理念・ビ
ジョンの浸透、そしてグループ内の繋がりの強化を目的として
います。国内外から多数の応募があり、当日は会場でのイベン

さらなるグローバル連携の強化と組織の一体感の醸成を目
的に、Kurita Global Awardの取り組みの一つとして受賞者
を対象にクリタグループの未来を共に考える「Kurita Global 

Workshop」を開催しました。本ワークショップでは、現状の
課題や多様なアイデアについて、国や地域を越えた従業員同
士の意見交換を行いました。議論のテーマは「企業ビジョン
実現に向け、クリタグループとしての課題と実施すべきこと」
とし、現状の分析から理想的な将来像の描出、そして具体的
な解決策の立案まで、グローバルな視点と地域特有の課題を

Kurita Global Award

クリタグローバルワークショップ

踏まえた活発な議論が行われました。この議論をもとに経営
層への共同提案を行
う予定です。

  インテグリティ調査の実施
クリタグループは、全従業員と派遣スタッフを対象とした「イ
ンテグリティ調査」を年1回実施しています。本調査では、主
にクリタグループ行動指針およびクリタグループ行動準則の
浸透や職場風土、インテグリティ活動の成果、および各基本
方針・業務方針に反するリスク等について確認しており、調
査結果に基づいてリスクへの対応や取り組みへの反映を行っ

ています。なお、本調査は回答者の匿名性を担保する形式で
実施しています。
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人権を尊重した事業活動

クリタグループは、サプライチェーン全体における人権リスクを
的確に把握し、その顕在化の防止および影響の軽減を図ることを
目的として、サプライヤーへの人権デュー・ディリジェンスを継続
的に実施しています。

2025年3月期には、紛争鉱物に関する懸念の有無を確認する
ため、紛争鉱物が原料として使用されることの多い電子部材の調
達額が多い取引先に対し、CMRTおよびEMRT*を用いた原材料
履歴の調査を実施しました。外国人労働者の受け入れに関しては、
特にリスクが高いとされる送り出し国からの受け入れ実績がある
取引先5社に対し、WEB面談による調査を実施しました。そのうち、
好事例も含めてさらなる検証が必要と判断した2社については、
外部専門家による現地訪問監査を実施し、雇用主へのヒアリング、
文書レビュー、現地観察、外国人技能実習生本人との面談を通じ

クリタグループは、企業活動に伴う人権への負の影響に対して、
個人や集団が懸念や苦情を直接申し立て、是正や救済を求めること
が可能な仕組みの整備が重要であると認識しています。クリタグルー
プでは、2028年3月期までに、国連「ビジネスと人権に関する指導
原則」の原則31に定義される人権侵害に関する救済窓口（グリーバ
ンス・メカニズム）の設置を完了することを目標に掲げています。

2025年3月期には、協業先候補へのヒアリングを実施し、主な救
済対象、対応言語、是正措置の内容等について調査を行いました。
これまでのクリタグループの内部通報窓口や人権デュー・ディリジェ
ンスの取り組みでは対応できていないより広範なステークホルダー
より苦情を受け付け、救済することができる体制の構築を目指し、グ
リーバンス・メカニズムの早期立ち上げに向けて取り組んでいきます。

サプライヤーへの人権デュー・ディリジェンスの実施

人権侵害に関する救済窓口（グリーバンス・メカニズム）の設置

人権に関する教育研修の実施
クリタグループは、役員および従業員の人権に対する理解と
意識を高めることが、事業活動における人権リスクの低減に繋
がると考えています。この考えに基づき、毎年対象者を定め、人
権に関する教育研修を継続的に実施しています。

2025年3月期には、「ハラスメントが起きない職場の作り方」
をテーマに、当社および国内グループ会社の役員・従業員・派

2025年3月期

テーマ名 ハラスメントが起きない
職場の作り方

参加人数 4,916名

教育研修の実施内容

指標 2025年3月期目標 2025年3月期実績 2026年3月期目標 2028年3月期目標

人権を尊重した事業活動

サプライヤーへの人権デュー・ディリジェンスの実施 実施 達成（実施） 実施 実施

人権に関する教育研修について対象者の受講率 100% 達成（100%） 100% 100%

人権侵害に関する救済窓口
（グリーバンス・メカニズム）の設置 ―* ―* ―* 完了

マテリアリティへの取り組み目標と実績

* 2028年3月期での設置完了を目標とし、2024年3月期～2026年3月期は設置に向けた調査等を行います。設置後は周知に関する目標を設定します。

て実態を把握しました。調査の結果、一部の取引先において、外
国人技能実習制度を通じて現地の送り出し機関が来日前に実習
生本人から規定を超過する額の手数料を徴収しているリスクがあ
ることが確認されました。これを受け、当該取引先に対してはフォ
ローアップのWEB面談を実施するとともに、新規雇用時には事
前に手数料の徴収状況を確認するよう要請しました。
今後は調査対象を国内グループ会社の取引先にも拡大し、紛
争鉱物に関する懸念の有無をより的確に把握するため、電子部
材の調達額が多い取引先における原材料履歴の調査を継続的に
実施するとともに、外国人労働者の労働環境に関する状況把握
にも引き続き取り組みます。
*  業界標準であるResponsible Minerals Initiative（RMI）の紛争鉱物調査における統一
フォーマットであるCon�ict Minerals Reporting Template（CMRT）および拡張鉱物
報告テンプレートであるExtended Minerals Reporting Template（EMRT）。

遣スタッフを対象とした研修を実施しました。受講率は100％と
なり、目標を達成しました。

クリタグループは役員・従業員が法令違反等を犯すリスクの低減を
目的に、クリタグループの役員・従業員・派遣スタッフの中から毎年
度対象者を設定し、贈賄防止・競争法遵守等の法令・社内ルールに

贈賄防止・競争法遵守等の法令・社内ルールに関する教育研修の実施

指標 2025年3月期目標 2025年3月期実績 2026年3月期目標 2028年3月期目標

公正な事業活動

内部通報窓口に関する教育研修について
対象者の受講率 100% 達成（100%） 100% 100%

贈賄防止・競争法遵守等の法令・社内ルールに
関する教育研修について対象者の受講率 100% 達成（100%） 100% 100%

贈賄防止法および競争法に関する違反件数 0件 達成（0件） 0件 0件

関する教育研修を実施しています。
2025年3月期は、当社役員、従業員、派遣スタッフを対象に競争法

に関するeラーニングを実施し、受講率は100％と目標を達成しました。

内部通報窓口に関する教育研修の実施
クリタグループでは、内部通報窓口への理解と利用意向の
促進を目的に、クリタグループの役員・従業員・派遣スタッフ
から毎年度対象者を設定して教育研修を実施しています。
2025年3月期には、当社の新規入社者に該当する従業員、
派遣スタッフを対象に研修を行い、対象者の受講率は100%

と目標を達成しました。また、イントラネットでの情報発信や

職場ダイアローグの実施等を通じて、内部通報窓口の認知を
広げた結果、内部通報窓口の認知度が高まっていることがイ
ンテグリティ調査において確認されました。
今後も、教育研修を継続的に実施することで内部通報窓口

の認知度向上を図るとともに、インテグリティ活動を通じて利
用意向の向上に繋げていきます。

公正な事業活動

マテリアリティへの取り組み目標と実績

内部通報窓口の設置
クリタグループは、クリタグループで働く方々が安心して働ける環境
を整えるために、内部通報等窓口運用規定を定めています。法令や
クリタグループ行動準則、コンプライアンスに関する各方針、社内規則
などに違反する行為、違反するおそれのある行為を発見した場合、ま
たはそれらに従っているかどうか疑問を感じた場合に、クリタグルー
プの役員・従業員・派遣スタッフ、および取引先の従業員等（以下、
相談・通報者）が直接情報提供を行うことができます。本規程に基づき、
社内の担当部署直通の相談・通報窓口と社外の専門会社・弁護士事
務所といった第三者機関が受け付ける相談・通報窓口からなる内部
通報窓口（コンプライアンス相談窓口・公益通報窓口・ハラスメント相
談窓口）を設置し、運用しています。アクセシビリティを考慮し、各窓口
は、24時間365日メールや書面等の受付も可能であり、海外グルー
プ会社の従業員向けの窓口は18言語に対応しています。
社内外に設置された内部通報窓口に寄せられた通報・相談内容

は担当部署に集約されます。寄せられた相談については、正当な理

由がある場合を除き、すべて必要な調査を実施します。
調査の結果、是正対応が必要であると判断された場合には、関係
部署が連携し、適切な対応を行っています。対応結果については、内
部通報窓口を通じて、相談・通報者にフィードバックを行っています。
相談・通報者は、匿名での利用が可能であり、相談したことによる報
復等の不利益な取扱いを受けることのないよう、相談・通報者を保
護する仕組みを運用しています。また、処理体制および対応において、
利益相反関係の排除および組織の長からの独立性を確保しています。
内部通報等窓口の運用状況は年に1回、当社の執行役員であるサ

ステナビリティ経営戦略室長より当社の取締役会に報告しています。
制度の利用方法については、イントラネットでの情報発信や職場ダイ
アローグの実施等を通じて、クリタグループの従業員への周知活動を
継続的に行っています。これらの体制・仕組みにより、クリタグルー
プは相談・通報者の保護を確保するとともに、不正行為の早期発見
につなげることで、公正で安心して働ける職場づくりを推進しています。

大切にする価値観

人権を尊重した事業活動および公正な事業活動の詳細は、以下のページをご参照ください。
https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/human-right.html

https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/fair-business.html
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リスクマネジメント

クリタグループは、グループの持続的な成長と企業価値の
向上に対し、それを不確かなものにする事象をリスクと定義し
ています。グループの判断がリスクを回避する方向に偏ること
により、事業の成長機会を逸失することがないよう、持続的な
成長と企業価値の向上のために取るべきリスクを明らかにす
るとともに、損失を低減させるために適切な対策を講じること
に努めています。
また、グローバルに展開するクリタグループの事業は、多くの

当社グループに係るリスクの監視およびリスクマネジメント
は、執行役である経営管理本部長が統括しており、サステナビ
リティ経営戦略室長が「全社リスクマップ」に基づき、当社グ
ループのリスク分析・評価を定期的に行うとともに監視を継
続し、その発生防止に努めております。経営に重大な影響を
及ぼすリスクが顕在化した場合は、経営管理本部長が対応の
責任者と体制を立案し、代表執行役社長の承認を得て直ちに
発令します。当該責任者は、速やかに対策を実行するとともに、
リスクによる影響、是正状況および再発防止策について、代
表執行役社長および経営管理本部長ならびに取締役会また
は監査委員会に報告することとしています。重大なリスクのうち、
コンプライアンスや人権、気候変動に関するものはサステナビ

基本的な考え方 リスクの抽出と対応策の策定

リスク管理体制

ステークホルダーとの繋がりによって成り立っています。すべて

の人の人権を尊重し、公正・透明・誠実な行動を実践すること

は、マテリアリティとして位置付けられています。人権に関する

国際規範や「クリタグループ人権方針」に基づき、事業活動に関

わるすべてのステークホルダーの人権を尊重するとともに、関

連する方針に則った公正な事業活動を推進することで、社会か

らの信頼を維持・向上させていきます。

リティ推進委員会委員長を、安全衛生に関するものは本部安
全衛生委員会委員長を責任者としています。また、日常的な
事業活動に直結したリスクへの対応は、各本部長・事業部長
を責任者として実施しており、各本部・事業部は主管する業務
およびグループ会社に関するリスクの特定・評価を行ってい
ます。その他、品質、自然災害、交通事故、環境、情報セキュ
リティおよび輸出規制等のリスクへの対応は、各担当部署が
実施します。経営管理本部長、各委員会委員長、各本部長・
事業部長は、リスクマネジメントの推進状況を定期的に取締役
会に報告しています。なお、リスクマネジメントの実施状況や
改善状況のモニタリングは、監査室を責任部署として実施して
います。

リスクマネジメント体制図

代表執行役社長

サステナビリティ推進委員会 本部安全衛生委員会

各拠点・各部門の
安全衛生委員会

安全衛生

コンプライアンス・人権・
気候変動関連 連携

報告

承認 責任者と体制の立案

報告

報告

発令

連携
品質・自然災害・交通事故・
環境・情報セキュリティ・
輸出規制等のリスク

各本部・事業部

各拠点・グループ会社

日常的な事業活動に直結したリスク

担当部署

経営管理本部長（リスクマネジメント担当役員）

監査室

実施状況・改善状況のモニタリング

取締役会または監査委員会

クリタグループでは、全社リスクマップにより、事業活動に
おいて想定されるリスクを洗い出し、モニタリング指標を定め
て、評価を行っています。また、それらの影響度と発生可能性
を踏まえ、グループの重要リスクを特定しています。特定され
た重要リスクは対策を立案して事業計画に反映し、グループ会
社を含めて進捗を管理しています。対応状況は定期的に取締
役会に報告され、環境変化によって新たに顕在化したリスク
への対応を含めて、翌期の重要リスクの討議と策定を行います。

全社リスクマップ

リスクマネジメントのPDCA

Plan
・リスクの優先順位と対応策の策定
・組織目標や事業計画への落とし込み

Check
・取り組み状況のモニタリング
・悪化／顕在化したリスクの把握

Action
・全社リスクマップの見直し
・翌期の全社重要リスクの特定

Do
・組織目標・事業計画の進捗管理
・リスク顕在化の早期把握と対応

リスク分類 主なリスク 対応に関する
関連ページ・関連情報

事業環境リスク

●顧客の工場操業度の低下や設備投資の鈍化による既存市場の縮小
●競争激化による製品やサービスの価格下落
●  原材料・エネルギーコストの高騰やサプライチェーンの混乱に起因する収益性低下、事
業成長の鈍化

●為替の変動等による邦貨換算額の減少
●  クリタグループの設備および製品等から排出されるCO2に対する炭素税の導入や増加
に伴う利益の低下

●  クリタグループのビジョンと
サステナビリティ P10-29

●クリタグループのビジネス P30-41

カントリーリスク ●  各国の法律・規制の変更、政治・経済の急激な変化による事業機会の損失や投資回収
不能 ●  クリタグループのビジネス P30-41

災害リスク ●  感染症の大流行による人的損失や事業機会損失の発生
●  気候変動要因を含む自然災害による人的損失、事業機会損失の発生

●  BCM  P70,71
●  脱炭素社会実現への貢献 P74-76

戦略リスク

●  組織・事業構造改革の遅れによる中期経営計画の未達成
●  新事業および戦略的成長の具体化の遅れによる事業拡大の停滞
●  顧客ニーズや各国・地域の特性に合致した事業展開の遅れ
●  IT化の適用とデジタルビジネスの構築の遅れによる水処理市場からの淘汰

●  クリタグループのビジョンと
サステナビリティ P10-29

●クリタグループのビジネス P30-41

事業リスク

●  優位性のある製品・サービス・ビジネスモデルをタイムリーに提案できない可能性
●  クリタグループの事業における事故、人的被害の発生
●  製品・サービスの欠陥や不備による追加・補償費用の発生
●  技術ノウハウの流出による競争力の毀損
●  クリタグループの成長をけん引する海外事業の収益性改善の遅れ・停滞
●  サイバー攻撃やセキュリティ事故による事業の停止
●  人材の確保・育成の遅れによる業務品質の低下
●  ダイバーシティの取り組み不足による事業環境変化への対応力低下
●  従業員エンゲージメントが低下することで生じる従業員の生産性低下、事業機会損失

●  クリタグループのビジネス P30-41
●  情報セキュリティ管理 P71
●  人材戦略 P54-63

財務リスク

●  財務報告に関する内部統制上の不備による社会的信用の低下
●  グループ会社の管理不足による収益性・資金繰りの悪化
●  買収企業の業績低迷によるのれんの減損
●金利変動に伴う資金調達への影響

●  財務戦略 P18-21
●   内部統制システム構築に関する
基本方針 ―

労務・法務・
コンプライアンス

リスク

●  ハラスメントや長時間労働による健康被害の発生
●  法令違反や、人権侵害、情報漏洩等による社会的信頼の低下

●  人権を尊重した事業活動 P66
●  公正な事業活動 P67
●  情報セキュリティ管理 P71

・本表は、クリタグループのすべてのリスクを網羅したものではなく、上記以外のリスクも存在します。
・有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項については、以下をご覧ください。

事業等のリスクの詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/ir/cg/risk-factors.html
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BCM（Business Continuity Management）：事業継続マネジメント

情報セキュリティ管理

 BCM活動の強化に向けた取り組み

クリタグループは、大規模な自然災害や、感染症のまん延、
地政学リスク、セキュリティ事故などの突発的な不測の事態の
発生を想定し、「従業員の安全確保」と「事業の継続」の両面か
ら、有事における事業上の優先順位や判断・行動の基準、対
応方針・手順、体制などを定めるとともに、平時から緊急事態
に備えるための計画策定や更新、予算や資源の確保、対策の
実施、教育・訓練や点検などのマネジメント活動に取り組んで
います。

クリタグループはグループ共通のBCMの枠組みに基づき、
グループ各社が置かれる国・地域特有のリスクや事業特性を
勘案した活動計画を策定・実行するとともに当社からグルー

デジタルを活用してビジネスモデルとビジネスプロセスの変
革に取り組むクリタグループにとって、情報セキュリティ管理は
重要な事項です。近年サイバー攻撃をはじめとする情報セキュ
リティ事故が増加しており、またその手法も高度化していること
から、クリタグループにおいても悪意ある攻撃を受けるリスクが
高まっていると考えられ、適切な情報セキュリティ管理の必要性

今後高い確率で発生が想定される首都直下地震や南海トラ
フ地震などの脅威にさらされている日本には、グループ従業
員の半数が働いていることからも、大規模地震への対策が有
効に機能しているかを点検し、実効性を高めていくことが重
要となります。そのためにまず、内閣府等の公開情報に基づ
きクリタグループ拠点の被害予測を行った上で、「従業員の安

クリタグループでは、情報セキュリティ事故を防止するため
に、平時より情報セキュリティ管理の強化に取り組んでいます。
クリタグループにおけるITリスクを定期的に評価し、セキュリ
ティ対策のための組織整備・予算の確保を行った上で対策を
実行しています。また、クリタグループの従業員に対しても、情
報セキュリティ教育やフィッシングメール訓練を実施し、情報
セキュリティ管理の意識向上とリスク低減に努めています。こ

クリタグループでは、セキュリティ事故の未然防止に取り組
む一方で、万全な対策は不可能であるという前提に立ち、セ
キュリティ事故発生時等の有事の際の迅速かつ的確な対応を
行うことと、組織としての対応力や回復力を高めることを目的
としてCSIRTを設置しています。CSIRTは事業継続の一側面
であるという観点から、BCM体制の一部に位置付けており、
情報セキュリティ担当部署のほか、広報・営業・経営企画・経
理・法務などの幅広い部署のメンバーで構成されています。
本組織は、セキュリティ事故発生時の影響やその対応方法を

当社では、経営管理本部にクリタグループのBCM推進機能
を集約した組織を設置し、経営管理本部長をBCM担当役員とし
て、ISO22301のマネジメントシステムに基づくBCM活動をグ

 BCM活動の考え方

大規模地震等の各国・地域固有リスクへの対応力強化

平時の取り組み

 CSIRT（Computer Security Incident Response Team）の設立・運営

 BCM推進体制

この取り組みの基本的な考え方として、「クリタグループBCM

方針」を定めるとともに、有事が発生した際は役員・従業員お
よびその家族の人命の安全を最優先で確保し、従業員の安全
が確保された後に事業の早期復旧と地域への支援に取り組み
ます。有事において役員・従業員が適切に判断や行動ができる
ようにクリタグループBCM方針を補完する「BCMグループガイ
ドライン」、さらにはBCMの国際規格ISO22301のフレームワー
クに基づく「BCM文書」からなる文書体系を整備しています。

プ各社の活動を統括・支援することで、グループ全体のBCM

活動のPDCAサイクルや有事のレポートラインの運用定着を
図っています。また、活動推進を図るためにBCM担当役員や

が増しています。クリタグループでは、システムの開発・保守・
運用に加えて、DXの取り組みを推進する上で必要な情報セキュ
リティを管理するための考えとして、「クリタグループデジタル管
理方針」を定めています。また、グローバルでのセキュリティ対
応を進めることによって、セキュリティ事故の防止やセキュリティ
事故発生時における機会損失の最小化に取り組んでいます。

全確保」と「事業の継続」の両面から課題を抽出し、リスクへの
対応力強化を図ります。2025年3月期においては、政府の南
海トラフ巨大地震注意発令を受け、拠点ごとに津波避難ガイド
ラインを整備し、避難訓練を実施しました。また、国外におい
ても同様に、各国・地域の固有リスクとして自然災害や地政学
リスクなどへの対応力強化に取り組んでいます。

れに加えて、多言語による24時間365日のセキュリティ監視
体制を整えているほか、クリタグループの水処理設備等の監
視・制御等に活用されているOT（Operational Technology）
環境のセキュリティ強化にも取り組んでいます。今後はクリタ
グループ全体でのセキュリティ対策状況の可視化と、セキュリ
ティ対策の継続的な強化を目的として、改善サイクル（PDCA）
を実効的に機能させる体制の構築を進めてまいります。

定めた運用マニュアルを整備するとともに、マニュアルに則っ
た訓練を実施するほか、他社CSIRTとの情報共有による取り
組みの強化を図ります。セキュリティ事故発生時は、原因追及
や対策実施のみならず、状況によってはお客様への連絡やス
テークホルダーへの事実の公表など、全社が一体となった対
応を図っています。2025年3月期においては、海外のグルー
プ会社でもCSIRTの体制を整備し、訓練を実施しました。今後
も訓練を継続するとともに、クリタグループ全体でセキュリティ
リスク評価と対策・実行を行ってまいります。

ローバルに展開しています。また、クリタグループ各社にBCM

推進者を設置することで、グループ全体で「従業員の安全確保」
と「事業の継続」に向けた取り組みの強化を図っています。

BCMの基本方針

人命の安全確保を最優先 事業の早期復旧 地域への支援

役員・従業員およびその家族の安全・安心確保を
最優先する。

自社施設や竣工・施工中の物件等における業務の
早期復旧を図り、製品・サービスの安定供給とお
客様の復旧活動の支援に努める。

自社拠点における二次災害防止に努めるとともに、
地域社会の復興に協力する。

BCM文書体系

クリタグループ
BCM方針

BCMグループガイドライン

BCM文書
国際規格ISO22301に基づく文書

・基本方針・緊急時対応計画・危機管理計画
・事業継続計画・事業復旧計画・運営管理計画

グループのマネジメントシステムの運用

基本的な考え方

グループ各社代表から従業員に向けたメッセージ発信や、教
育・訓練の継続的な取り組みを実施しています。これにより、
グループ全体でBCM文書を起点としたマネジメントシステム

を有効に機能させて、従業員の安全確保と事業の継続におけ
るリスク対応の実効性を高めるとともに、クリタグループへの
影響が大きい個別インシデントへの対策を強化していきます。

リスクマネジメント
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サステナビリティへの取り組み

基本的な考え方

マテリアリティへの取り組み目標と実績

コレクティブアクションを実施する延べ流域数

クリタグループは「“水”を究め、自然と人間が調和した豊か
な環境を創造する」を企業理念とし、1949年の創業以来、約
75年間にわたり多種・多様な産業の水処理に携わってきまし
た。水の偏在による水不足や産業の発展に伴う水質汚染、公
衆衛生に関する問題などに対し、多様な現場接点から獲得した

*  算出方法：(グループ全体取水量ー水供給取水量)÷(グループ連結売上高ー水供給売
上高)＝取水量原単位

「知に関する知」を活かしたソリューションの提供と様々な組織
との協働により、水量、水質、水へのアクセスの側面から水資
源の問題解決に取り組むとともに、生態系サービスとしての
水の適切な循環を維持していきます。

指標 2025年3月期
目標

2025年3月期
実績

2026年3月期
目標

2028年3月期
目標

水資源の問題解決

コレクティブアクションを実施する延べ流域数
（と活動流域延べ人数）* 3流域・93百万人 達成

（3流域・93百万人） 4流域 5流域

取水量原単位（連結売上高比）の削減割合
（2023年3月期比、超純水供給事業を除く） 21％ 達成

（24.1%） 27% 30%以上

水資源に関する関心向上のためにエンゲージした個人・
組織・団体の数 前期以上 達成 前期以上 前期以上

取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/water.html

取水量原単位の削減割合

水資源に関する関心向上のためにエンゲージした個人・組織・団体の数

クリタグループは事業活動における水利用効率の向上と環
境負荷の低減、およびコスト削減を目的として、取水量原単位*

の削減に取り組んでいます。こうした取り組みを効果的かつ戦
略的に推進するため、自社操業拠点の地理的位置に基づく自
然関連リスク評価および、自然資本に対するインパクトとリス
クの定量評価を実施し、43拠点を環境負荷低減に取り組む優
先取り組み拠点として選定しました。選定された拠点では、各
拠点の特性を踏まえ、生産量や売上高、延べ床面積など、水使
用量との関連性が高い項目を原単位母数として年間目標を設
定し、原単位での取水量削減に取り組んでいます。

2025年3月期の実績は、取水量と比較した売上高の対計画
比の伸長に加えて、研究開発拠点であるKurita Innovation 

Hubでの水回収率の向上、および生産機能を有するグループ
会社における水利用効率化により24.1％と目標を達成しました。

クリタグループでは、水資源の問題解決を効果的かつ持続
的な取り組みとすることを目指し、水資源に関する関心向上
に向けたステークホルダーエンゲージメントに取り組んでいま
す。2025年3月期は、顧客や取引先をはじめとする幅広いス
テークホルダーへ水に関する取り組みを紹介したほか、株主・
投資家向けのサステナビリティ説明会、従業員参加型の社会

貢献活動、地域社会に向けた社会科見学等を実施し、前期実
績以上と目標を達成しました。今後は現在の取り組みを継続
するとともに、日本におけるAWSの普及を目的としたリーダー
シップグループJapan Water Stewardship（JWS）に設立メ
ンバーとして参画し、水資源保全に関する啓発活動を実施する
等、新たな施策に取り組んでいきます。

コレクティブアクションの活動エリア
水不足や水質汚染の問題を抱えている流域において

コレクティブアクションの推進を通じて、水資源の問題解決に取り組んでいます。

インドネシア　
チタルム川流域

ブラジル
PCJ流域

北米
コロラド川流域

取水量と売上高原単位削減割合の推移

水資源の問題解決

クリタグループは、2021年3月期から参加しているWater 

Resilience Coalition （WRC）*1および2024年7月から参加
しているAlliance for Water Stewardship （AWS）*2等の国
際的イニシアチブとの連携を通じてコレクティブアクションを
実施しています。2025年3月期は、米国のコロラド川流域、
ブラジルのPCJ流域、インドネシアのチタルム川流域の計3流
域においてコレクティブアクションを継続的に実施し、コレク
ティブアクションを実施する延べ流域数3流域という目標を達
成しました。特にコロラド川流域およびPCJ流域では、2023
*1  国連グローバル･コンパクトのイニシアチブの1つであるThe CEO Water Mandateが設立。世界各地域における水資源の問題が深刻な流域において産業界主導で水資源の保全・
回復に取り組んでいる国際的イニシアチブ（https://ceowatermandate.org/resilience/）

*2 流域における企業の適切な水利用・管理を促進することで、持続的な水環境の実現に取り組む国際的イニシアチブ（https://a4ws.org/）

年3月期に開始した水資源の問題解決に向けたキャンペーン
「 Impact Together」を継続的に展開しました。本キャンペー
ンは節水効果に優れたソリューションを同流域に拠点を持つ
お客様に提供することで「地域の水使用量低減」に貢献すると
ともに、推定節水量に応じた金額を当該流域での水資源保全
活動への支援金として拠出し、流域全体の水資源保全活動も
支援しています。また、チタルム川流域では、家庭用排水処理
設備を設置し、流域の水質汚染の改善に貢献するとともに、水・
衛生問題の解決にも貢献しています。

*クリタグループの活動の成果をより適切に表現するため、2026年3月期より活動流域の延べ人口を削除し、活動流域のみを目標とすることを取締役会で決定しました。
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基本的な考え方  Scope1+2およびScope3の削減割合

マテリアリティへの取り組み目標と実績

クリタグループは、地球温暖化による異常気象や自然災害
をはじめとする気候変動問題に対し、産業・社会における温
室効果ガス（GHG）の削減に資するソリューションの開発・提
供、低炭素型の事業活動の実践により、サプライチェーン全体

クリタグループは、Scope1+2のGHG排出量の大半を占
めるScope2（電力由来の排出）への対応として、再生可能エ
ネルギーの導入を積極的に進めています。Scope1の削減に
向けては、主に社有車のガソリン車を順次ハイブリッド車や
電気自動車へと切り替える取り組みを実施しています。2025

年3月期は、前期に導入した再生可能エネルギーおよび非化
石証書の活用により、基準年である2020年3月期比で
Scope１＋２の排出量を50.2％削減し、目標を達成しました。
今後も、再生可能エネルギーのさらなる導入や、社有車の脱
炭素化を継続的に推進し、GHG排出量の一層の削減を図っ
ていきます。

Scope3においては、GHG排出量の58.5％がカテゴリ11

「販売した製品の使用」（主に水を送るために用いられるポン
プなどの回転機）に起因しています。2025年3月期は、カテゴ
リ11および13におけるGHG排出量の削減に向けて、水処

クリタグループは、気候変動問題への取り組みをマテリアリ
ティに定めるとともに、パリ協定に整合した長期的なGHG排
出削減目標「Net-Zero」を長期目標に掲げ、Scope1、2および
3のGHG排出量の削減に取り組んでいます。この目標は
SBTi*が示す手法に沿って設定され、科学的な根拠に基づく削
減目標（SBT）として、2025年4月にSBTiの認定を取得しました。

*  気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するため設立された気候関連財務情報開示タスクフォース。企業等に対し、気候変動関連リスクおよび機会に関
する項目について開示することを推奨。2023年10月に解散し、企業の気候変動に関わる情報開示に対する監督機能を国際サステナビリティ基準審議会（ ISSB）へと引き継ぎました。

*  企業に対し、気候変動による世界の平均気温の上昇を、工業化以前と比べ1.5℃に抑えるという目標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を設定することを推進するイニシアチブ。

で脱炭素社会の実現に貢献していきます。
また、気候変動問題への取り組みについて、気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）*提言に基づき気候変動対応
に関する情報を開示しています。

理装置の設計効率化や、電力消費量の約60％を占める水処
理膜に関する低炭素化技術の開発と普及に取り組みました。
これらの取り組みは、社内外のステークホルダーとの協業を
通じて推進され、製品の低炭素化を促進する技術革新へと繋
がっています。
また、水処理装置の実稼働データや顧客における再生可能
エネルギー導入状況の把握を新たに実施し、実態に則した電
力消費量およびGHG排出量を実績値に反映する取り組みも
進めました。一方で、水処理装置の納入増加に伴いカテゴリ
11「販売した製品の使用」に該当するポンプ類の調達が増加し、
Scope3の排出量は基準年である2020年3月期比で5.3％削
減にとどまり、目標未達となりました。今後はScope3の削減
に向けて引き続き低炭素化技術の導入を推進するとともに、
取得した実稼働データや顧客の再生可能エネルギー導入状況
を活用した、排出量算定方法の高度化に取り組みます。

また、目標の基準年である2020年3月期におけるクリタグルー
プのGHG排出量の内訳構成は、Scope１＋２が約1.4％、
Scope３が約98.6％を占めており、Scope3を含めた削減が
クリタグループの気候変動対策の鍵となっています。

指標 2025年3月期
目標

2025年3月期
実績

2026年3月期
目標

2028年3月期
目標

2031年3月期
目標

2051年3月期
目標

脱炭素社会実現への貢献

Scope1+2の削減割合
（2020年3月期比） 50％ 達成

（50.2%） 52% 73% 80% Net-Zero

Scope3の削減割合
（2020年3月期比） 14％ 未達成

（5.3％） 17% 22% 30% Net-Zero

種類 算定対象範囲

Scope1

●エネルギー用途における化石燃料の燃焼

● 会社が所有する車両（社有車）で使用する燃料
含まれる活動：公道を走る社有車、構内専用車両で使用する燃料
含まれない活動：私用車、一時的に利用するレンタカーや車検時の代車等で使用する燃料

Scope2 外部から購入した電気や熱などの使用

Scope3

● 該当するカテゴリ：1,2,3,4,5,6,7,9,11,12,13

● 非該当のカテゴリ：8 （Scope1＋2に算入済みのため）
10（販売した製品の加工をしていないため）
14（フランチャイズがないため）
15（該当する投資がないため）

取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/decarbonized-society.html

サステナビリティへの取り組み 脱炭素社会実現への貢献

* 主に新たに環境改善活動を開始した会社の組み入れのほか、算出方法の変更および集計方法の誤りがあったため、2025年9月をもって実績値を修正しました。

7574 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み
社会との共通価値を
創造するための基盤社会との共通価値を創造するための基盤

4DPQF���յ4DPQF׾ֽׄמ�()(䪶⭳ꄈの䫟燯

Ӗ�4DPQF�մӖ�4DPQF

㓹嶖䇗�4DPQF䇗僖僿մ

ⶉU�$0FR




䇗
僖僿






䇗
僖僿






䇗
僖僿






䇗
僖僿



5,000

4,000

3,000

2,000

50

（千t-CO2）

㓹嶖䇗�4DPQF�䇗僖僿մ
ⶉU�$0




䇗
僖僿



泘嘅㓹嶖䇗奂峎
実竮�峎鷼䡗

泘嘅㓹嶖䇗奂峎
実竮�峎儔鷼



基本的な考え方

自社廃棄物のリサイクル推進

資源の枯渇や廃棄物による環境汚染といった地球規模の環
境問題に対し、クリタグループは、限りある資源や再生可能資
源を最適かつ有効に活用・再利用できる製品やサービスの開
発・提供を通じて、持続可能な産業・社会の構築に貢献してい
ます。あわせて、これらの取り組みを通じて、自然の喪失防止
および生態系の回復にも寄与していきます。

クリタグループは、事業活動における環境負荷の低減を目
的として、自社拠点における廃棄物リサイクル化率の継続的な
向上に取り組んでいます。取り組みの効果を高め戦略的に推
進するため、自社操業拠点の地理的位置に基づく自然関連リ
スク評価および、自然資本へのインパクトとリスクの定量評価
を実施し、その結果をもとに43拠点を環境負荷低減の優先取
り組み拠点として選定しました。選定された拠点では、各拠点

MVP-22計画（前中期経営計画）では、線形経済（リニアエ
コノミー）を前提とした廃棄物の削減をマテリアリティとしてい
ましたが、PSV-27計画では、循環経済（サーキュラーエコノ
ミー）を目指し、水処理で発生する廃棄物の削減や新たな資源
として再生する技術など、水で培った技術と知見を活かし、資
源投入量の削減と廃棄物の資源化に注力しています。

の特性を踏まえ、生産量・売上高・延べ床面積など廃棄物量と
相関の高い指標を原単位母数として設定し、原単位による廃棄
物量の削減とリサイクル化率向上に継続的に取り組んでいます。

2025年3月期は、リサイクル化率の高い拠点における事業
活動拡大に伴う廃棄物量の増加によりリサイクル量が増加した
ことや、廃棄物量の多いグループ会社における廃棄物量削減
が寄与し、前期を上回る成果をあげて目標を達成しました。

マテリアリティへの取り組みの目標と実績

指標 2025年3月期
目標

2025年3月期
実績

2026年3月期
目標

2028年3月期
目標

循環型経済社会構築への貢献

自社廃棄物のリサイクル化率 前期以上 達成 前期以上 前期以上

*1  気候変動に関する政府間パネル（ Intergovernmental Panel on Climate Change）が予測する、工業化以前の水準からの気温上昇が1.5℃となるシナリオおよび最も気温上昇が
高いシナリオ。

*2 短期（1～3年）、中期（3～5年）、長期（5～25年）と設定。
*3 （事業展開地域のScope1および2排出量＋Scope3カテゴリ1排出量）×（事業展開地域の炭素価格）の2051年3月期予測に基づく試算。
*4 GHG削減に寄与する新規のCSVビジネスのSAM（Serviceable Available Market）を試算。

機会とリスクを踏まえた施策
クリタグループは、IPCC RCP1.9および IPCC RCP8.5な
どで描かれる2種類のシナリオ（1.5℃および4℃）*1に基づき、
「発生可能性」と「影響度」の2軸で短期・中期・長期*2のリス

クと機会を特定し、クリタグループの施策を策定するとともに
一部のリスクと機会については事業への財務影響を評価して
います。

分類 リスク・機会の内容 時間軸 事業への財務影響・施策

政策と法

リスク 炭素税の導入や増加 中～長期

《事業への財務影響（2051年3月期時点）》
・ 1.5℃：22億円*3

・４℃：なし
《施策》
・  Scope1＋2:2031年3月期までに推定で約8億円の費用を投じ、再生可能エネルギー
の採用やハイブリッド車・電気自動車の導入などにより80%削減

・Scope3:2031年3月期までにCSVビジネスの推進に加え、低炭素原料の調達などによ
り基準年比30％削減

リスク GHG排出量の多い製品や
サービスへの規制 中～長期 《施策》

・デジタル技術の活用や設計などの見直しによる製品やサービスの低炭素化
・再生可能エネルギーの採用やハイブリッド車・電気自動車の導入などによるScope1お
よび2の削減
・バイオマス発電、エネルギー回収、資源回収、排ガス処理、CO2回収、電池関連事業など

GHG削減に寄与するCSVビジネスの展開・拡大

機会
GHG排出量の少ない
エネルギーへの転換を支援する
政策インセンティブの普及

中～長期

テクノ
ロジー

リスク／
機会

GHG排出量の少ない製品や
サービスへの転換が進む 短～長期

市場

リスク 化石燃料関連セクターからの
需要減少 中～長期

《施策》
・  デジタル技術の活用や水処理装置の仕様・設計見直し、原料見直しなどによる製品・サー
ビスの低炭素化、およびエネルギー回収技術、資源回収技術、排ガス処理技術、CO2回収・
利用技術、電池関連技術などの開発によるCSVビジネスの開発と展開による事業のシフト

リスク 原料、エネルギーコストの高騰 中～長期 《施策》
・デジタル技術の活用や設計などの見直しによる製品やサービスの低炭素化
・再生可能エネルギーの採用やハイブリッド車・電気自動車の導入などによるScope1お
よび2の削減
・バイオマス発電、エネルギー回収、資源回収、排ガス処理、CO2回収、電池関連事業など

GHG削減に寄与するCSVビジネスの展開・拡大

機会 DXの加速による電子産業の
需要増加 中～長期

物理的な
影響

リスク サイクロンや洪水などによる
工場停止や工期遅延の増加 短～長期

《事業への財務影響》
・1.5℃と４℃共通：リスクがあると特定した国内生産拠点で約157億円／年
《施策》
・約14百万円を投じ、1拠点で止水板を設置済
・水害対策など、自然災害に備えた事業継続体制の継続的強化

機会 冷却設備の稼働率増加 短～長期 《施策》
・  デジタル技術の活用や設計などの見直しによる製品やサービスの低炭素化
・バイオマス発電、エネルギー回収、資源回収、排ガス処理、CO2回収、電池関連事業など

GHG削減に寄与するCSVビジネスの展開・拡大
・比較的排出量の小さい拠点を対象とした再エネ証書購入

資源効率
機会 効率的な生産や

流通プロセスの普及 短～長期

機会 水使用量の削減 短～長期

エネル
ギー源

機会 GHG排出量の少ない
エネルギーの普及 短～長期

機会 分散型エネルギー源への転換 短～長期

製品と
サービス

機会 GHG排出量の少ない製品
およびサービスの需要増加 短～長期 《事業への財務影響(2028年3月期以降)》

・1.5℃:約6,300億円/年*4

・４℃：なし
《施策》
・デジタル技術の活用や設計などの見直しによる製品やサービスの低炭素化
・再生可能エネルギーの採用やハイブリッド車・電気自動車の導入などによるScope1お
よび2の削減
・バイオマス発電、エネルギー回収、資源回収、排ガス処理、CO2回収、電池関連事業など

GHG削減に寄与するCSVビジネスの展開・拡大

機会 GHG排出削減に向けた
多様な技術ニーズの増加 短～長期

レジリ
エンス

リスク／
機会

燃料、水資源などの
代替や多様化 短～長期

《施策》
・  デジタル技術の活用や設計などの見直しによる製品やサービスの低炭素化
・再生可能エネルギーの採用やハイブリッド車・電気自動車の導入などによるScope1お
よび2の削減
・バイオマス発電、エネルギー回収、資源回収、排ガス処理、CO2回収、電池関連事業など

GHG削減に寄与するCSVビジネスの展開・拡大

取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/materiality/circular-economy.html

サステナビリティへの取り組み サステナビリティへの取り組み 循環型経済社会構築への貢献脱炭素社会実現への貢献
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クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み
社会との共通価値を
創造するための基盤社会との共通価値を創造するための基盤
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サステナビリティへの取り組み ネイチャーポジティブ関連

クリタグループは、ネイチャーポジティブの実現を目指し、自
然資本の保全と生態系サービスとしての水の適切な循環の維持
に取り組んでいます。企業の事業活動は、大気、陸、淡水、海と
いった自然資本から提供される多様な生態系サービスによって
成り立っており、持続可能性の観点からもこれらの健全な維持
が不可欠です。こうした自然との関係性の中で、企業活動はそ
の恩恵に支えられると同時に、環境へ一定の影響を与えています。
こうした認識のもとクリタグループは、2025年3月期に、

TNFD*が推奨するLEAPアプローチ（Locate, Evaluate, Assess, 

Prepare）に基づき、自然資本に対する依存やインパクト、自然関
連リスクの評価を実施し、環境保全の観点から特に重要な優先

事業区分および顧客産業毎の依存・インパクト評価の結果
に基づいて、以下の手順で43拠点を優先取り組み拠点として
選定しました。また、クリタグループがマテリアリティに掲げる
「水資源の問題解決」に向け、自社拠点と関連のある流域にお

このプロセスにおいては、事業や拠点ごとの特徴、利用す
る自然資本、地域の生態系リスク等を踏まえ、複数の外部ツー

2025年3月期には、LEAPアプローチに基づき、自然資本へ
の依存・インパクト評価やリスク評価を実施した結果、当社の事
業が深く関与する水利用や水質へのインパクトが特定の流域に
おいて顕著であることが明らかになりました。この分析を通じ、
従来から注力してきた顧客への製品・サービス提供の方向性や、
各拠点での水資源保全に関する取り組み、国際イニシアチブと

拠点を選定しました。さらに、クリタグループが参画している
Water Resi l ience Coal it ionやAll iance for Water 

Stewardship等の国際的なイニシアチブとの連携を強化し、
NPWI（ネット・ポジティブ・ウォーター・インパクト）ガイダンスお
よびAWSスタンダードに基づいた拠点の活動とコレクティブア
クションを実施しています。
クリタグループは、こうした活動を通じて蓄積した知見と実践
的な対応力を、自然資本に関わる自社拠点での活動のさらなる
強化と、顧客企業の環境負荷低減支援の双方に活かすことで、
バリューチェーン全体の持続可能性とネイチャーポジティブの実
現に貢献していきます。

ける環境保全活動を推進するため、以下の手順で24の優先
取り組み流域を選定しました。これらの流域をコレクティブア
クション実施候補流域としています。

ルや独自手法を組み合わせた定量的・定性的分析を行ってい
ます。

取り組みの詳細は、以下のページをご参照ください。　

https://www.kurita-water.com/sustainability/assets/pdf/tnfd_J_2025.pdf

基本的な考え方

優先取り組み拠点と流域の特定

リスクとインパクトの管理

 LEAPアプローチに基づく取り組み

*  自然関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するため設立された自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）。
企業等に対し、生物多様性や自然資本に関連するリスクおよび機会に関する項目について開示することを推奨している。

事業区分および顧客産業毎の依存・インパクト評価

クリタグループは、節水、GHG排出削減、廃棄物の資源化ま
たは資源投入量の削減において、従来と比べて顕著な環境貢

クリタグループの研究・開発拠点であるKurita Innovation 

Hubでは、地下水からの取水量と同等またはそれ以上の水量
を地下水に還元するゼロ・ウォーター・ビル実現に向けた活動
を推進しています。拠点内では、クリタグループの最先端排水

CSVビジネスによる自然資本への貢献

自社内の環境負荷低減への取り組み

献を実現する製品、技術、ビジネスモデルであるCSVビジネス
の提供を通じて、お客様の環境負荷低減に寄与しています。

回収設備を導入し、水回収・再利用に取り組むことで、取水量
を最小限に留めるとともに、外装に使用しているルーバーを雨
どいとして活用して雨水を回収し、貯留浸透槽を通じて地下水
への涵養を実施することで「取水量≦還元量」を実現しています。

優先取り組み拠点の特定 優先取り組み流域の特定

水資源と生物多様性に焦点を当て、
クリタグループの全生産・開発拠点の
リスク評価を実施

水資源に関する課題を抱えており、
クリタグループの事業活動が一定の
インパクトを及ぼしている流域を抽出

「水利用」および「水質汚染物質」に関
するインパクトの定量評価において、
それぞれの項目で上位10位に該当す
る流域

The CEO Water Mandateが運営す
るオンラインプラットフォームWater 
Action Hubに掲載されている、優先
的に活動すべき100流域(100 
priority basins)に含まれる流域

「水資源の問題解決」および「廃棄物
削減」の観点から、スコアリング評価
を実施

「優先取り組み拠点」として
43拠点を選定

「優先取り組み流域」として
24流域を特定

水利用、水質汚染および
固形廃棄物による汚染を
重要なインパクト要因として選定

項目ごとにインパクト・リスクが
高いとみなされる閾値を設定し、
その閾値を超えた拠点

いずれか、もしくは両方に
該当する場合

連携した活動や社会貢献活動の重要性が、あらためて裏付けら
れる契機となりました。今後もこれらの活動を戦略的に継続・
強化していく方針です。
現時点では、評価結果をもとに事業戦略を再構築する段階に

はありませんが、今後はこれらを戦略策定や意思決定に反映し、
自然資本との関係性をより重視した展開を目指していきます。

クリタグループの事業活動をセクター別に「装置事業」「薬品
事業」「電子セグメントにおける継続契約型サービス」「その他環
境関連事業」に分類*し、それぞれのセクターにおける自然関
連の依存およびインパクト評価を実施しました。生態系サービ

スへの依存評価では、すべてのセクターの全項目において低
い～中程度の依存度にとどまりました。一方で、自然へのイン
パクト評価では、「装置事業」「薬品事業」「電子セグメントにおけ
る継続契約型サービス」の各セクターが、「水利用」「陸上生態系

の利用」「温室効果ガスの排出」「水質汚染物質」「土壌汚染物質」
の項目において、高い～非常に高いインパクトを自然環境に及
ぼしていることが明らかになりました。
また、クリタグループのお客様のうち、比較的水の使用量の
多いセクターである「電子」「紙・パルプ」「石油精製・石油化学」

「鉄鋼」「自動車」「食品・飲料」において、自然への依存・イン
パクト評価を実施しました。その結果、多くのセクターにおい
て、水の利用や水の汚染、GHG排出や廃棄物などの依存・イ
ンパクトが高いことが判明しました。
*  これらのセクター分類は、MSCIおよびS&P Dow Jones Indicesが策定した「Global 

Industry Classi�cation Standard（GICS）」に基づいている。
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上程議案の絞り込みと議論の深化
門田　機関設計変更を経て、執行側への権限委譲が進み、取締
役会での決議事項は大幅に絞り込まれました。結果として、PSV-

27計画の進捗や中長期戦略に関する報告が中心となり、より深
い議論が可能になっています。例えば、5月に決議した自己株式
取得の検討では、単なる実施可否だけでなく、中長期の成長戦
略やキャッシュ・アロケーション全体に関わる議論へと発展しま
した。
宮﨑　法律上、取締役会での決議が求められないほとんどの事
項について、執行側の会議体に権限を委譲しています。また、執
行側からの報告については、事前資料の内容をより充実させる
ことで、報告自体を簡素化し、取締役会では本当に議論すべき
アジェンダに絞り込むよう努めています。

小林　監査役会設置会社の時と比べると、上程議題は明確に整
理され、より本質的なテーマに集中しています。上程議題が減っ
たことで取締役会の時間自体は短縮される傾向にありますが、
中長期の企業価値向上に関する議論が増え、実効性は格段に高
まっています。
高山　取締役会での議論に加えて、取締役意見交換会やサステ
ナビリティ諮問会議、そして各委員会の運営も社外取締役が主導

しています。取締役会以外での活動も含め、社外取締役の経営
に対する監督の範囲の広がりはクリタの大きな特色です。

アジェンダセッティングにおける社外取締役の関与
小林　社外取締役によるアジェンダ設定への関与は主に３つの
経路で行われています。1つ目は取締役会実効性評価でのフィー
ドバックです。評価結果をもとに、社外取締役が議論の不足を感
じたテーマを次年度の議題に組み込みます。2つ目は取締役意
見交換会での提案です。ここで出た課題が正式に議題となるケー
スもあります。3つ目は常勤監査委員が執行側の経営会議に出
席しており、必要に応じて議長と協議の上、議題として設定して
います。
高山　アジェンダ設定のプロセスにおいて、監査委員長と議長
の事前協議は重要です。また、社外取締役が主導して、サステナ
ビリティなど中長期の非財務テーマを取締役会に上程できる取

締役会のカルチャーが確立されています。
松尾　監査委員長として経営会議等の執行側会議体の状況も把
握し、積極的に議題設定に関与していきます。こうした仕組みは、
監督機能の実効性を一層高めると考えますので、今後、私自身
のこれまでの知見も活かして機能の発揮に尽力します。

社外取締役　
指名委員会 委員長

小林 賢次郎

社外取締役　
サステナビリティ諮問会議　議長

高山 与志子

社外取締役　
報酬委員会　委員長

宮﨑 正啓

社外取締役　
監査委員会　委員長

松尾 美枝
取締役会 議長

門田 道也

当社は、2023年6月の機関設計変更を始めガバナンス改革の取り組みを加速させ、

経営戦略とサステナビリティを一体的に推進する体制を構築してきました。

取締役会は、制度的な監督機能にとどまらず、長期ビジョンの共創や、

人的資本など無形資産への戦略的な投資を主導する中核として機能しています。

本座談会では、事業変革と企業価値創造に向け、取締役会議長と社外取締役が経営陣との関係性、

そして未来志向の責任ある監督の姿勢について語り合いました。

情報の非対称性の軽減
門田　執行報告では、単なる進捗説明にとどまらず、将来シナリオ
や課題認識も含めた説明を求めています。担当分野を超えた事業
横断的な視点での報告は、社外取締役の理解を促し、意思決定の
質を高めるうえでも重要です。また、社外取締役と執行側との情報

の非対称性の低減を図るため、私自身の執行側での経験を踏まえ、
的確な質問を投げかけ、議論の溝を埋めるように努めています。
宮﨑　執行報告は、社外取締役による監督や助言の基盤です。
必要な場合には取締役会以外の場でも説明も受け、実態の把握
を行います。取締役会議長が社内出身者かつ非執行という立場

クリタグループは、「“水”を究め、自然と人間が調和した豊
かな環境を創造する」という企業理念のもと、水と環境の分野
における事業活動を通じて広く社会に貢献することを目指し
ています。
顧客、取引先、従業員、株主、地域社会といった様々なス

基本的な考え方

取締役会議長・社外取締役座談会

テークホルダーの権利や立場を尊重しその期待に応えながら、
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図っていきます。
このために、クリタグループは透明・公正かつ迅速・果断な
意思決定ならびに実効性の高い経営の監督の実現を目的とし
て、コーポレートガバナンスの確立に努めています。

機関設計変更2年を振り返って　ー取締役会実効性向上に向けた取り組み

長期的な方向付けと経営監督

取締役会議長・社外取締役座談会

8180 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス



であることは、業務知見に基づく建設的な対話を可能にしており、
大きなアドバンテージとなっています。

「水の新たな価値の開拓」に向けた将来ビジョンの探索
門田　当社の取締役会は、経営の基本方針の決定を中心とした
会社の大きな方向付けを役割の一つとし、2050年を見据えたク
リタグループの将来を考えています。取締役会のみならず、サス
テナビリティ諮問会議や取締役意見交換会といった多様な場を
通じて、将来のあるべき姿を執行側と継続的に議論を重ねてい
ます。特に、現在の事業構造をどのように進化させていくかを、
双方向の率直な対話を通じて、より具体的で実行可能な姿を描
き出したいと考えています。
小林　ビジネス領域として「水」に集中すべきか、あるいは周辺
領域へも広げるべきかといった問いを含め、PSV-27計画以降の
将来ビジョンについて、社外取締役が中心となって議論を重ね
ています。そこで得られたアイデアを、執行側に投げかけ、双方
向での検討が進んでいると受け止めています。

高山 PSV-27計画の進捗においては、一般産業向けのCSVビ
ジネスのさらなる成長、電子産業向けのEP＋モジュールの今後
の展開に注目しています。PSV-27計画以後については、既存事
業領域および新規事業領域において、成長の源泉をどこに求め
るかについて執行側との議論が深まっています。
宮﨑　個人的には、現行のビジネスモデルと将来のビジョンの
間に大きなギャップは感じていません。むしろ、リカーリングな
水供給サービスを中心に、継続的な進化と深化が必要であると
考えています。

長期戦略議論の促進とモニタリングの強化
高山　将来を見据えた方向づけを議論する場として、社外取締役、
議長、社長で構成される「サステナビリティ諮問会議」を設けていま
す。取締役意見交換会でも、社内外の取締役が参加し、長期視点

から将来の事業の在り方を議論しています。また、社外取締役のみ
のセッションでは、執行に対する監督機能の実効性や取締役会で
の議論の内容に関する意見交換を行い、必要に応じて事務局や海
外子会社の経営陣も招き、情報の非対称性の低減に努めています。
小林　サステナビリティ諮問会議や意見交換会では、サステナビ
リティ分野の外部有識者の講話や事務局からの資料提供をもと
に、将来の事業環境や前提条件について深く議論しています。
松尾　将来ビジョンの構築には多様な視点が不可欠です。社外
取締役の知見に加え、現場の社員の声をグローバルに汲み上げ
るような仕組みの強化が望まれます。
宮﨑　目指す姿からのバックキャストにより短中期戦略を構築し
ているかという視点が重要だと考えます。執行側が短期成果にと
らわれすぎないよう、長期視点でのモニタリングに留意しています。
松尾　モニタリングにおいては、監査委員会の機能発揮が重要
だと考えています。監査委員長としての私の役割は主に2点です。
1つ目は、経営者の業績評価すなわち効率性の観点からの監査
です。多様なバックグランドを持った社外取締役で構成する取締
役会で、企業価値の向上に向けて適切にモニタリングすること
が重要ですので、監査委員会では取締役会の議論の質や指名・
報酬委員会の運営についても監査していきます。
２つ目は会社運営の適法性確保のための監査です。内部統制の
不備がないか、内部監査部門やリスクマネジメント部門と連携し
て確認します。特に海外子会社を含むグローバルガバナンスの
強化は、今後の重要なテーマです。

成長投資とキャッシュ・アロケーションに対する
取締役会の視座
小林　自己株式取得の実施に際しては、成長投資と株主還元の
バランス、さらにはM&Aや設備投資などの選択肢について活
発な議論が行われました。短期的に有望な投資機会が限定的と
の判断のもと、自己株式取得を選択しましたが、並行して成長投
資、とりわけM&Aの検討は継続しています。

高山　キャッシュの使途は取締役会の重要なテーマです。自己
株式取得については、資本市場がそれをどう受け止めるかにつ
いても議論したうえで決定しました。短期的に投資先が限定され
る状況下では、総合的に見て妥当な判断だったと考えています。

宮﨑　成長投資のうち、人材・DXなど事業変革の基盤となる領
域については、依然としてコスト意識が先行しがちです。短期業
績よりも中長期の企業価値向上を優先し、必要な投資には積極
的な意思決定が求められます。

事業変革を支えるサステナビリティ推進と
人的資本投資
高山　クリタグループの事業は、環境・社会課題の解決を通
じて価値を創出するものであり、サステナビリティ経営の推進
はそのまま成長戦略と重なります。また、人的資本への投資
は不可欠で、世界中で活躍する多様な人材の登用や、日本に
おけるグローバル人材の育成は急務です。グループで価値
観を共有し、一体感を醸成する仕組みづくりも求められてい
ます。
小林 CSVビジネスをはじめとした環境に配慮したビジネス
モデルが、非財務面のみならず財務的にも寄与できていると
いう認識が社内に浸透しつつあります。従業員の間にも「自分
の業務がサステナビリティ推進に貢献している」という自覚が
広がっており、経営改革を後押しする力となっています。
松尾 M&Aにより多様なバックグラウンドを持つ企業がクリ
タグループに加わる中、理念と価値観の共有がこれまで以上
に重要です。監査委員長として「インテグリティなくしてビジネ
スなし」との信念のもと、グループ全体の求心力と現場の自律
性のバランスに注視していきます。
宮﨑　人材育成には、制度面の整備だけでなく、企業文化そ
のものの変革が不可欠です。多様な人材が挑戦できる風土を
醸成し、「慎重さ」と「大胆さ」の両立を支援することで、次の成
長ステージへの移行を促進したいと考えています。

サステナビリティ施策と将来キャッシュフロー
高山　当社では、社外取締役が、経営戦略の構築および実施
のプロセスのモニタリングに加え、長期的な方向性の枠組み
づくりにも能動的に関与しており、これが取締役会の強みだと
認識しています。サステナビリティ施策が将来のキャッシュフ
ローに資するか否かを見極めるためには、長期的な戦略との
整合性という視点が欠かせません。
宮﨑　サステナビリティ施策が企業理念と整合しているか、人
的資本、知的資本などへの投資が将来的なリターンに繋がっ
ていくかを、定性的・定量的にモニタリングしています。これ
により、非財務施策と将来の財務成果の橋渡しが可能です。
門田　サステナビリティに関する取り組みは、すぐに成果が出

るものではありません。中長期での価値創出を信じ、継続的
に取り組む姿勢を大切にしたいと考えています。

経営陣のリスクテイクとその支援、
評価と報酬のあり方
宮﨑　次の成長ステージに向けて必要となるリスクテイクにつ
いては、取締役会でも積極的に議論しています。とくに人材や
DXへの投資は企業文化の変革と直結しますが、その成果が見
えるまでには時間がかかります。こうした数値目標に馴染まな
い地道な取り組みを適切に評価できるように、評価の方法や
報酬の考え方を見直す余地もあると考えています。
小林　一定額以下の投資については執行側に権限委譲してお
り、新規分野への挑戦を後押ししています。グローバル化が進
むなか、外国籍の経営幹部が増えてくるので、グループとして
の統一性を持った評価体系や報酬制度にしていく必要があり
ます。
松尾　私は、KPIと評価制度の明確化が行動を変える力を持つ
と考えています。非財務KPIを含むグローバル共通の評価軸
の整備が、企業文化の改革にも繋がるのではないでしょうか。
門田　リスクを取ることが正しく評価されるという文化の醸成
が重要だと考えます。たとえ短期的な収益を圧迫しても、将来
の成長に向けた種まきが報われる評価制度にしていくことが、
長期的な企業価値創出には不可欠です。取締役会は、引き続
き長期視野に立ったリスクテイクを支援していきます。

サステナビリティ戦略と経営戦略の統合

取締役会議長・社外取締役座談会
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当社は、グループの持続的な成長と企業価値向上に向け、
経営の監督機能、業務執行機能それぞれの強化による、より
実効的で透明性の高いコーポレートガバナンス体制を構築す
ることを目的として、指名委員会等設置会社を選択しています。
経営の監督と執行を明確に分離する体制により、経営の監
督においては多様なステークホルダーの視点を踏まえた監督

取締役会は、業務執行に対する実効性の高い監督機能を発
揮するため、必要とされる知識・経験・能力を備え、ジェンダー
等の多様性も考慮した人員で構成します。知識・経験・能力は、
企業経営・経営企画等のガバナンス・マネジメントに係るスキ
ル等の他、多様性を活かし、水に関する知を駆使して社会価値
を創造するというクリタグループの目指す方向性を実現するた
めに必要なスキル等、企業理念の実現に向けて必要とされる
スキル等を特定し、取締役会全体で補完する体制とします。

コーポレートガバナンス体制

取締役会の構成

に注力し、経営の執行においては監督側の知見や適切なモニ
タリング機能活かして、業務執行の意思決定を行う体制となっ
ています。
この他、グループの投資・融資に関する審査の充実と強化
を図るため、取締役会または経営会議に付議する投資・融資
案件に関する審査を実施する投資委員会を設置しています。
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経営会議取締役会

株主総会

なお、独立社外取締役の人数については、プライム市場上
場会社として、当社を取り巻く環境等やスキル・マトリックスを
基に総合的に勘案し、十分な人数の選任を引き続き検討して
いきます。また、取締役および執行役は、独立社外取締役が、
その役割責任を十分に果たすことができるよう、取締役会そ
の他個別の会合等の機会を利用して、相互に情報交換を行い、
業務執行の状況等に関する認識共有を図っています。

取締役会（8名）

独立社外
取締役比率

50%
(4名/8名)

女性
取締役比率

25%
(2名/8名)

非業務執行の
取締役比率

75%
(6名/8名)

社外取締役

女性

社内取締役

取締役会議長

非執行

非執行の社内取締役

企業理念の実現に向けて、クリタグループの価値創造ストー
リーや中期経営計画等の経営戦略に基づき必要な知識・経験・
能力をスキル項目として設定しています。スキル項目は、ガバ
ナンス・マネジメントに必要な基本的な要素と、クリタグループ
が目指す経営の方向性に必要な要素と大きく２つに分けてい

スキル・マトリックス
ます。クリタグループが目指す経営の方向性とは、人材をはじ
めとした多様性*を活かすことで得られる「水に関する知」を
駆使し、ソリューションの提供を通じて、社会との共通価値を
創造することです。なお、2025年6月から「環境」を「サステ
ナビリティ」に変更するなど、スキル項目の見直しを行いました。

上位概念 スキル項目 選定理由

ガバナンス・
マネジメント

企業経営・
経営企画
財務・会計
法務・人事

経営の監督を行う上で基盤となるスキル・知識・経験であると捉え、スキル項目に選定しています。

多様性を活かす
▼

水に関する知を
駆使する
▼

社会価値を
創造する

人権

クリタグループは、グローバルに事業を展開するにあたり、多様な労働環境や商習慣、取引慣行に直
面しており、ステークホルダーの人権を尊重して事業に取り組む必要があります。そのためクリタグルー
プは、「人権を尊重した事業活動」をクリタグループのマテリアリティの1つに設定し、事業活動を行う
国・地域において従業員やサプライヤーをはじめとするステークホルダーに対する人権尊重の取り
組みを推進しています。また、クリタグループでは、人材の多様性がイノベーションを生み出す基盤で
あり、持続的な成長に繋がる価値を創造する源泉であると捉え、多様性を活かすことが重要と考えて
います。このように「人権」は経営上の重要課題であるため、経営の監督を行う取締役会に必要なスキ
ル項目として選定しています。

グローバル
マネジメント

クリタグループは、グローバルでの成長を加速するため、地域特性および市場特性に合わせた製品・
サービスの展開の加速に取り組んでいます。スキル項目である「グローバル」は事業展開地域・国等
への理解、国際経験を意味し、クリタグループの競争優位の源泉となる「多様な現場接点」を形成する
要素の1つとして欠かせないものであると考えています。グローバルに事業を展開し、企業価値を向
上していくためにはグローバル市場への深い理解が必要不可欠と考え、経営の監督を行う取締役会
に必要なスキル項目として選定しています。

現場理解と
課題解決

クリタグループは、世界の様々なお客様の「現場」で、水を起点とした課題にソリューションを提供して
います。「多様な現場接点」で、お客様の課題に真摯に向き合うことで蓄積した情報・データを「水に
関する知」として活用し、クリタグループにしかできないソリューションを創出していくことが、お客様
や社会との共通価値を創造する源泉であると考えています。経営の監督を行う取締役会においても
価値創造の起点となる現場接点への深い理解と、現場接点における課題解決に徹した経験が重要と
考え、スキル項目に選定しています。

開発･技術･
生産

クリタグループは、多様な事業領域において習得した技術・ノウハウを融合し、新たな製品・サービス、
技術の創出に取り組んでいます。また、外部環境変化が大きい昨今においては、お客様の事業継続
における価値も重視した製品・サービス、技術の提供方法の見直しやクリタグループの調達・生産体
制の見直しによるコスト競争力向上・生産能力向上に取り組んでいます。「開発・技術・生産」の強化は、
ソリューションの創出および提供のための基盤となると考え、経営の監督を行う取締役会に必要なス
キル項目として選定しています。

DX

クリタグループは、デジタル技術を駆使したビジネスプロセスの変革とビジネスモデルの変容に取り組
むことでDXの実現を目指しています。デジタルツールやAI／IoTの活用により、多様な現場接点から
収集した情報やデータを「水に関する知」として活用し、革新的なお客様や社会との共通価値を創造し
ていくためには、「DX」は優先的に取り組むべき課題と捉え、経営の監督を行う取締役会に必要なス
キル項目として選定しています。

サステナ
ビリティ

クリタグループは、2030年のあるべき姿として企業ビジョン「持続可能な社会の実現に貢献する『水
の新たな価値』の開拓者」を掲げ、「サステナビリティ」を経営の中核に据え、自然環境や社会システム
の中に企業活動を位置づけそれらとの相互影響を踏まえて持続的な成長を目指しています。このビジョ
ンの実現のための重要課題が「クリタグループのマテリアリティ」であり、サステナビリティに関するグ
ローバルな課題から３つの共通価値テーマ「水資源の問題解決」「脱炭素社会実現への貢献」「循環型
経済社会構築への貢献」と、その実現を支える５つの基礎テーマ「革新的な製品・技術・ビジネスモデ
ルの開発と普及」「戦略的な人材育成と活用」「高い品質と安全性の製品・サービスの提供」「人権を尊
重した事業活動」「公正な事業活動」を選定し、指標・目標を設定して取り組んでいます。「サステナビ
リティ」は、クリタグループの経営の中核であり、経営の監督を行う取締役会に必要なスキル項目とし
て選定しています。

スキル項目と選定理由

コーポレートガバナンス体制

* 「多様性」とは、人材に加え、顧客接点や事業領域、事業展開地域・国、技術領域等、クリタグループの競争優位の源泉となる「多様な現場接点」を形成する要素の多様さを意味します。
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2025年3月期に議論された主な事項

検討の時間軸

社内·競合環境の変化

事業環境の変化

マクロ環境の変化

取締役が保有する知識・経験のうち強みとする分野に●を付しています。

氏名
ガバナンス・マネジメント 多様性を活かす ▶ 水に関する知を駆使する▶ 社会価値を創造する

企業経営
経営企画 財務･会計 法務･人事 人権 グローバル

マネジメント
現場理解と
課題解決

開発･技術
･生産 DX サステナビ

リティ

門田 道也 ● ● ● ● ● ● ●

江尻 裕彦 ● ● ● ● ● ● ●

城出 秀司 ● ● ● ●

可知 宣和 ● ● ●

小林 賢次郎
（社外） ● ● ●

宮﨑 正啓    
（社外） ● ● ● ● ● ●

高山 与志子
（社外） ● ● ● ● ●

松尾 美枝
（社外） ● ● ● ●

取締役のスキル・マトリックス

～2018年3月 MVP-22
2018年4月～2023年3月

PSV-27
2023年4月～

機関設計

コーポレート
ガバナンス体制

報酬制度

* 各年とも3月31日に終了した事業年度

監査役会設置会社 指名委員会等設置会社

監査委員会設置

指名委員会設置

サステナビリティ諮問会議設置

報酬委員会設置

●2023年6月～

●2006年 執行役員制度導入

　　　　　●2014年 独立社外取締役の選任
　　　　　●2014年 取締役の任期を2年から1年に短縮
　　　　　　　●2016年 指名・報酬諮問会議の設置
　　　　　　　●2016年 取締役会の実効性評価の開始
　　　　　　　　　　　●2018年 女性社外取締役の選任
　　　　　　　　　　　●2018年 投資委員会の設置

●2023年
執行役・執行役員の業績評価基準に
非財務指標やTSR実績を組み入れ

●2025年
CSVビジネス売上高の計画達成
率を執行役・執行役員の評価指標
として追加

　　●2009年 役員退職慰労金制度廃止
　　　　　　　　　　●2017年 業績連動型株式報酬制度の導入
　　　　　　　　　　　　●2019年 執行役員の報酬制度改定
　　　　　　　　　　　　　　　●2022年非財務指標の業績評価基準

への反映を試行導入

●2019年 後継者育成会議の設置

当社は、グローバル企業としての社会的責任を果たしなが
ら持続的に成長していくため、ガバナンス体制の整備を進めて
きました。今後も取締役会の機能を最大限発揮し、当社にとっ

コーポレートガバナンス強化のあゆみ
て最適なコーポレートガバナンスを構築するため、適宜調整
や見直しを行い、ガバナンスの強化を図っていきます。

最低でも10年の時間軸でクリタグループの将来を考えていく

現在 2028年

PSV-27

Post PSV-27

2033年 2050年

2049年
（創立100周年）

•  経営陣の指名を含む法令および当社規程に基づく取締役会
専決事項の決定

•  長期の時間軸でのクリタグループの方向付けについての議
論・検討

•  PSV-27計画達成に向けた重点施策の進捗状況のモニタリ
ング

•  取締役会の実効性評価およびそのフォローアップ

•  指名委員会、監査委員会、報酬委員会およびサステナビリ
ティ諮問会議における決議・報告事項の確認

•  コーポレートガバナンスに関する方針および内部統制シス
テム構築に関する基本方針の改定

2025年3月期の開催状況

開催回数
年間16回(8月以外の各月定例取締役
会、四半期ごとの臨時取締役会および
書面開催)

定例の取締役会運営に関する前期との比較

議事件数 105件(前期比▲15件)

審議時間の合計 25時間31分(前期比▲3時間57分)

取締役会の1回
当たりの審議時間 約1時間42分(前期比▲15分)

議事1件当たりの
審議時間 約15分(前期比+1分)

コーポレートガバナンス体制

取締役会における議論
取締役会は、経営の基本方針の決定を中心とした会社の大きな方向付けと、社長を含む執行役の指名を通じた客観的な監督、そ

して、経営陣による適切なリスクテイクの支援を主要な役割として整理し、中長期的な視点でクリタグループの将来を考えます。

取締役会
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政策保有株式*の保有推移

貸借対照表計上額（百万円）　　 銘柄数

指名委員会
報酬委員会
監査委員会

サステナビリティ
諮問会議

取締役
意見交換会
勉強会

取締役会

* 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）

全取締役における評価結果は良好であり、取締役会の実効
性は確保されています。中期経営計画のモニタリングや長期
的な方向付けの議論が着実に進展し、取締役会の実効性向上
に寄与していることが確認できました。そして、リスクテイクの
支援や事業ポートフォリオの見直し、イノベーションによる新
事業の創出等、変革に向けた個別課題への取締役会による監

2024年3月期の実効性評価結果に基づく課題「執行による
意欲的な成長戦略を的確に監督するため、多様なステークホル
ダーの視点を踏まえクリタグループの長期的な方向付けを具体
化する必要がある」に対し、以下の取り組みを実施しました。
・外部有識者による勉強会を実施し、水ビジネスのグローバル
トレンドへの理解を深め、取締役会においてクリタグループ
のビジネス機会に関する議論を行いました。
・「顧客、従業員、協力会社、地域社会からのクリタグループ
への意見や期待」を執行からの定例報告に組入れ、多様な

PSV-27計画の後半を迎えるにあたり、今期具体化していく
クリタグループの長期的な方向も視野に入れながら、PSV-27

計画の達成に一層重点を置き、計画達成に必要な変革を強力
に後押ししていく。

（１）提供価値や強み等の要件を具備したクリタグループの長
期的な方向の骨子を具体化する。

（２）長期的な方向の礎としての PSV-27計画達成に向け、株主・
投資家の期待や懸念も踏まえ、注力すべき成長戦略とそ
の実現に向けた経営資源配分に関するモニタリングをさら
に強化する。

2025年3月期の評価結果

2025年3月期の取り組み状況

2026年3月期の方針 2026年3月期の施策

当社は、取引関係の強化などを目的に、政策保有株式とし
て上場株式を保有しています。保有する株式ごとに経済合理
性を検証するとともに、保有先との取引実績を精査し関係性

を検証しています。この結果に基づき、取締役会において定
期的または適時に保有の適否を見直し、保有株式の縮減を図っ
ています。

当社では、取締役会をはじめとした各会議体における議論
を強化するしくみとして、各会議体での議論に加えて、取締役
を対象とした意見交換会や勉強会を開催し、より充実した議論
を促進する工夫を行っています。2025年3月期においては、

水ビジネスのグローバルトレンドへの理解を深めるための勉
強会の開催やクリタグループの長期的な方向付けに関する意
見交換会を実施し、取締役会における議論の実効性を高める
取り組みを行いました。

【保有方針】
・取引関係の強化等の目的のため政策保有株式として上場株
式を保有することがある
・保有にあたっては、保有リスクの最小化に努め、個別の政策
保有株式に対しては取締役会において保有の適否を見直し、
その結果に基づき縮減に努める
・当社および保有先の中長期的な企業価値向上に資するかど
うかを勘案し議案ごとに議決権を行使する
・政策保有株主から当社株式の売却等の意向が示された場合
にはその売却等を妨げない

ステークホルダーについて理解を深めました。
・機関投資家との対話やサステナビリティ説明会など、株主・
投資家との直接対話の機会に社外取締役が参加することで、
株主・投資家のクリタグループへの理解を深める取り組み
を進めました。
・クリタグループの長期的な構想を具体化するため、現行の
理念体系や将来クリタグループが価値を提供したい事業領
域等について、取締役による意見交換会やサステナビリティ
諮問会議等で議論を深めました。

督をさらに強化していくことを共通認識としました。
なお、取締役会の監督機能について、多面的に評価するた
め、執行役・執行役員（本部長以上）に対して取締役会の監督
機能に関するアンケートも別途実施し、当該アンケートの結果、
執行側の経営陣からも取締役会の監督機能について一定の
評価を得ています。

当社の取締役会は、求められる役割や機能をより有効に発
揮していくために、取締役会の実効性の分析・評価を毎年実
施しています。
評価の手法は、記名式のアンケート調査を実施し、その集

評価手法

取締役会の実効性評価

取締役会等における議論をさらに深める取り組み

政策保有株式

手法
自己評価。記名式アンケートを実施した上で、アンケートを補完するものとして個別ヒアリングを実施。
集計結果に関する取締役会の議論を経て、実効性の評価、問題点の抽出および実効性のさらなる向上に向け
た方針・施策を設定。

評価項目

①取締役会の役割・責務
②取締役会の規模、構成
③取締役会の運営
④委員会の構成、役割、運営状況
⑤社外取締役の支援体制
⑥ステークホルダーとの関係・対話
⑦全体評価

評価期間 2024年4月～2025月3月の12カ月間

計結果に関する取締役会の議論を経て、取締役会の実効性の
評価、問題点の抽出、今後の方針と施策の設定を行い、取締
役会で決議します。アンケートの内容については、評価の実
施結果を踏まえ、毎期見直しています。

* 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）

取締役会 取締役会／その他の取り組み

8988 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス



指名委員会
委員長

小林 賢次郎

2025年3月期は、取締役の指名方針やスキル・マトリックス改定、執行役社長・執
行役・執行役員の継続妥当性、執行役員の後継者候補の選定および育成計画を審議
したほか、執行役社長および執行役の後継者候補の選定および育成計画の決定など、
指名委員会としての役割を果たしました。加えて、前期から開始した若手経営人材育
成に関する施策について、1期受講生の海外ビジネススクール派遣結果ならびに2期
受講生の選定および海外ビジネススクール派遣先を確認しました。また、次年度の施
策内容を審議・諒承し、支援を行いました。

透明性の高い執行役社長・執行役後継者候補の選定プロセスおよび実効性の高い育成計画

報告事項

社外取締役をはじめとする取締役の候補者の選定にあたっ
ては、多様性に配慮するとともに、取締役会が株主等ステー
クホルダーの視点を反映し、企業価値向上に資する経営の監

取締役会は、執行役社長をはじめとする執行役の選任にあ
たり、ステークホルダーとの共通価値を創出するとともに、ク
リタグループの持続的な成長に資する経営の執行体制となる
よう、経営体制を少なくとも年1回見直します。取締役会は、
取締役会において定めた要件に基づき、執行役社長をはじめ

指名委員会は、会社の目指すところおよび具体的な経営戦
略を踏まえ、執行役社長の要件を審議の上、取締役会へ答申
します。指名委員会は、取締役会にて定められた要件に基づ
き複数の執行役社長の後継者候補を選定するとともに育成施
策を策定します。執行役社長の後継者候補の選定ならびに育
成施策の策定およびその進捗状況は、指名委員会の報告に

メンバー構成 社外取締役比率 実績
委員長
委員

小林 賢次郎（社外取締役）
宮﨑 正啓（社外取締役）
高山 与志子（社外取締役）
門田 道也（取締役会長）
江尻 裕彦（取締役）

開催回数 ------------------------------------ 9回
（2024年4月～2025年3月実績）

役割
・株主総会に提出する取締役の選任および解任に関する議案の内容の決定
・執行役社長後継者候補およびその育成計画の決定ならびに執行役後継者候補およびその育成計画の決定
・執行役社長候補者および執行役候補者の指名について審議し、答申

60%

社長後継者候補・執行役後継者候補育成のフロー

後継者候補の選定

候補者推薦 アセスメント

後継者候補の育成

本人へのフィードバック、配置、登用等

選定 結果レビュー 面談報告 施策策定 報告

取締役会取締役会
社長

執行役
社長・

社外取締役指名委員外部機関 指名委員会指名委員会

督に注力する体制となるよう、予め定めた要件に基づき、取締
役の候補者の指名を行います。指名委員会は、推薦理由を明
確にした上で株主総会に推薦する取締役候補者を決定します。

とする執行役の指名を行います。執行役社長の選定・解職お
よび執行役の選任・解任は指名委員会の答申を経て、取締役
会にて決定します。また、執行役社長の継続可否については、
指名委員会において定期的に業務執行の状況をレビューのう
え検討し、取締役会に答申します。

基づき取締役会において定期的に確認します。
後継者候補の選定および育成にあたっては、各後継者候補

の対象者に対する外部機関によるアセスメント結果などの客
観的な情報も参考としながら、客観的で透明性の高いプロセ
スを経て選定します。

1）取締役の指名方針・手続き

2）執行役社長をはじめとする執行役の指名および選解任の方針・手続き

3）執行役社長の後継者候補の選定および育成方針

基本方針 各方針のねらい

1.  企業理念の実現に向けて、多様な能力・経験
等を持つ優秀な人材を獲得・保持できる報酬
とする。

企業理念の実現に向けて、当社の経営の監督と執行を担い得る優秀な人
材を確保できる報酬体系、報酬水準とする。

2.  持続的な成長に向けた健全なインセンティブ
として機能するよう、業績および中長期的な
企業価値との連動を重視した報酬とする。

中長期的な企業価値の向上および株主等のステークホルダーからの期待
や要請も考慮に入れた、持続的な成長に向けた健全な動機付けとして機
能する報酬制度とする。

3.  報酬決定の客観性が担保され、かつ、透明性
の高い報酬決定プロセスとする。

外部報酬データを参照した定期報酬水準確認プロセスを設定するほか、
会社法等役員報酬に係る法令を遵守した客観性、透明性の高い報酬決定
プロセスとする。

役員報酬制度の基本方針

取締役・執行役の報酬は、役員の報酬の決定に関する基本方針に基づき、額またはその算定方法の決定に関する方針を役職ごと
に定めています。
また、取締役と執行役の報酬体系・水準および執行役の業績評価については、その判断の客観性とプロセスの透明性を高めるこ
とを目的として報酬委員会決議により決定することとし、報酬委員会の職務執行状況は遅滞なく取締役会に報告します。

報酬委員会

報酬委員会
委員長

宮﨑 正啓

2025年3月期は、取締役、執行役の個人別報酬額を決定し、執行役員の個人別報
酬額の妥当性を検証し、答申したほか、執行役、執行役員の報酬水準に関して、ベンチ
マークデータを取得・参照し、各財務データにおける当社の位置づけに鑑みた固定報
酬水準の目安を策定するなど、報酬水準の見直し方法を議論しました。これに基づき、
役員報酬内規に係る改定、執行役員報酬内規の改定に係る答申を行いました。

企業価値向上に向けて納得性の高いモチベーションアップに繋がる報酬

報告事項

執行役を兼務する取締役を除く全ての取締役は、監督に注力
するため、報酬体系は固定的報酬のみとなっています。社外取
締役・監査委員である取締役を除く取締役の固定的報酬は、役
位に応じて定めた額となり、取締役が株主と株価変動リスクを
共有するため、固定的報酬の一部を非業績連動型株式報酬とし
ています。これは、役位に応じてポイントが付与され、付与ポイ
ント数に相当する当社譲渡制限付株式が毎年交付される制度
です。また、社外取締役および監査委員である取締役におい

メンバー構成 社外取締役比率 実績
委員長
委員

宮﨑 正啓（社外取締役）
高山 与志子（社外取締役）
松尾　美枝（社外取締役）
門田 道也（取締役会長）
江尻 裕彦（取締役）

開催回数 ------------------------------------ 6回
（2024年4月～2025年3月実績）

役割
・取締役、執行役の個人別報酬の内容の決定
・取締役、執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針、執行役の個人別の業績評価の決定

60%

ても株主と株価変動リスクを共有するため、固定報酬の一部を
役員持株会に拠出し、当社株式の取得に充当しています。
なお、非業績連動型株式報酬について、法令違反行為やグ
ループに損害を与えたことに起因して解任または辞任する取締
役、グループに対し重大な非違行為を行ったと報酬委員会で認
定された取締役は、付与されたポイントの失効、交付された株
式を当社が無償取得できることが規定されています。

1）取締役の報酬体系

指名委員会

9190 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025
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ビジネス

社会との共通価値を
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役員区分ごとの報酬額等

執行役の報酬体系は、役位別に定められた固定報酬と業績
連動報酬で構成され、業績連動報酬は、短期インセンティブ報
酬と長期インセンティブ報酬に分かれています。
短期インセンティブ報酬は、連結業績連動報酬、担当職務業
績報酬、その他貢献報酬および環境貢献係数で構成されており、
連結業績連動報酬に係る業績指標は、投下資本利益率（ROIC）
の対計画差およびCSVビジネス売上高の計画達成率です。担
当職務業績報酬については、連結売上高営業利益率の対計画
差、担当部門の連結売上高事業利益率の対計画差等を業績指
標とし、その他貢献報酬については当連結会計年度の業績に
反映されない企業体質の強化やM&A等の大型投資案件の実
施等を評価の観点としています。また、社会価値を起点とした
事業運営を加速し、社会価値の実現を通じて企業価値を向上さ
せるため、CSVビジネスによる節水貢献量、GHG削減貢献量、
資源化貢献量・資源投入削減貢献量の各指標の計画達成率の
平均値を評価する環境貢献係数を設定しています。短期インセ
ンティブ報酬の算定方法は、連結業績連動報酬、担当職務業績
報酬の業績指標に対する達成度およびその他貢献報酬の評価

に応じて変動する支給率を算出し、その支給率に環境貢献係数
における評価基準に対する達成度に応じた係数を乗じ、短期イ
ンセンティブ報酬に係る役位別基準額に乗じて算出します。
長期インセンティブ報酬は、親会社所有者帰属持分当期利益
率（ROE）および株主総利回り（TSR）を業績指標としており、
ROEに対する達成度に応じて変動する支給率にTSRの達成度
に応じた係数を乗じ、長期インセンティブ報酬に係る役位別基
準額に乗じて算出するものとしています。業績連動報酬に係る
指標として、ROIC、連結売上高営業利益率、ROEおよびTSR等
を選択した理由は、業績結果が直接反映される経営指標であり、
かつ株主の関心も高い指標であるためです。当該業績連動報
酬は、報酬委員会にて決定し、報酬委員会の職務執行の状況は
遅滞なく取締役会に報告します。
なお、業績連動型株式報酬については、法令違反行為やグ
ループに損害を与えたことに起因して解任または辞任する執行
役、グループに対し重大な非違行為を行ったと報酬委員会で認
定された執行役は、付与されたポイントの失効、交付された株
式を当社が無償取得できることが規定されています。

２）執行役の報酬体系

+

支給のタイミング

固定報酬 業績連動報酬
（短期インセンティブ報酬）

業績連動型株式報酬
（長期インセンティブ報酬）

■ 執行役（兼務取締役2名を含む）

在任時の毎事業年度
（退任まで譲渡制限付*2）

ROE

TOPIX成長率との
相対TSR

ウエイト ウエイト

50.0％

50.0％

業績指標の
達成状況に
応じて短期
インセンティ
ブ報酬の支
給率を増減

業績指標の
達成状況に
応じて長期イ
ンセンティブ
報酬の支給
率を増減

100.0％

*2 ただし、本制度の対象者
が日本国非居住者に該
当し法令上・税制上別段
の取扱いを要する場合
その他の特別な事情が
ある場合は、報酬委員会
の決議により、譲渡制限
を付さない当社株式を交
付できる。

固定（45％*1） 変動（25％*1） 変動（30％*1）

●連結業績連動報酬（全執行役） ROICの対計画差およびCSV
ビジネス売上高の計画達成率

●担当職務
業績報酬

社長、経営管理本部
連結売上高営業利益率の
対計画差

サステナビリティ経営戦略室、
デジタル戦略本部、
バリュー・プロバイディング戦略本部

連結売上高事業利益率の
対計画差

イノベーション本部、
グループ生産本部

連結売上総利益率の
対計画差

欧米リージョン統括本部、
アジアリージョン統括本部、
電子産業事業部、
産業・社会インフラ本部

自本部・自部門の連結売上高
の計画達成率、
連結売上高事業利益率の対
計画差

●その他貢献報酬（社長以外の各執行役）
社長が以下の観点から
貢献度を5段階で評価

各組織の目標・方針・施策に掲げ、強い事業の構築に寄与する、継続契約型サービ
スビジネス、CSVビジネスの新規創出や受注実績等。当該事業年度の業績に反映さ
れない、全社委員会への貢献、グループの体質改善、M&A等大型投資案件の実施、
顕著な受注実績等。

●非財務指標（環境貢献係数）     以下の評価基準の達成度に応じて、対象者ごとに算出した支
給額（上記3項目）の合計に、本係数を乗じて支給額を算出

評価
の
観点

・CSVビジネスに
よる節水貢献量

・CSVビジネスによる
GHG削減貢献量

・CSVビジネスによる資源化貢
献量、資源投入削減貢献量

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数（名）固定報酬等
業績連動報酬等

短期インセンティブ報酬
（金銭報酬）

長期インセンティブ報酬
（株式報酬）

取締役（社外取締役を除く） 136 136 － － 2
執行役 604 249 119 235 5
社外役員 78 78 － － 4

2025年3月期（2024年4月から2025年3月）における役
員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対

※ 1上記取締役には執行役を兼務する 2名は含まれていません。
※ 2取締役（社外取締役を除く）に対する報酬等の総額の内訳は固定報酬 78百万円、非業績連動型株式報酬 57百万円です。

*1 支給割合は、執行役社長における計画達成時の支給割合

象となる役員の員数ごとの報酬等の総額の実績は次のとおり
です。

固定報酬 非業績連動型株式報酬

■ 取締役（社外取締役、監査委員である取締役、執行役を兼務する取締役を除く）

支給のタイミング 在任時の毎事業年度
（退任まで譲渡制限付＊）

＊  ただし、本制度の対象者が日本国非居住者に該当し法令上・税制上別段の取扱いを要する
場合その他の特別な事情がある場合は、報酬委員会の決議により、譲渡制限を付さない当
社株式を交付できる。

■ 社外取締役、監査委員である取締役

固定報酬 役員持株会報酬

社外取締役、監査委員である取締役は、固定報酬の一部を役員持株会に拠出し、当社株式
の取得に充当

固定的報酬（100％）

固定的報酬（100％）

評
価
指
標

評価指標

評価
基準

報酬委員会
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サステナビリティ諮問会議
諮問

答申・報告
取締役会

経営会議

サステナビリティ推進委員会

各本部・事業部、各グループ会社

報告

付議・報告

報告

監督

決定・指示

統括・推進

•  環境・社会課題の解決を通じた持続的な成長
に向け、取締役会が長期的な方向付けを行う
ための、取締役会に対する助言機関

•  価値創造ストーリーを踏まえ、クリタグループ
に期待する環境・社会価値の創出（解決を期
待する課題）を、マルチステークホルダー視
点・長期視点で取締役会に対し答申すること

位置づけ・役割

監査委員会
委員長 議長

松尾 美枝 高山 与志子

2025年3月期は監査方針や監査計画の策定、監査報告書の作成、会計監査人の再
任、会計監査人の報酬、事業報告および定時株主総会への付議議案内容等を討議し
ました。また、内部統制システムやグループガバナンス体制の構築および運用の状況、
事業計画の重点施策等の取り組み状況等を監査計画において重点項目として設定し、
内部監査部門および会計監査人とも連携し監査を行いました。なお、2025年3月期
の開催実績は15回であり、いずれの回も監査委員の出席率は100%でした。

2025年3月期は、「サステナビリティへの取り組みがクリタグループの持続的な成
長による企業価値向上に繋がっているか､マルチステークホルダー視点､中長期視点
から検証を求める」との取締役会からの諮問を受け、議論を行いました。
年間を通じて、取締役会と同様に10年以上の時間軸を想定し、クリタグループの長
期的な方向性を示すための重要な論点および検討の方向性の提示を目指しました。
具体的には、資本市場における当社への期待に関する理解を深めるとともに、社外
有識者との対話を通じて国際的なサステナビリティの潮流を把握し、企業価値向上に
向けた議論を展開しました。また、マクロ環境の変化を踏まえ、2050年におけるクリ

多様なステークホルダーの視点でマネジメントが十分な責務を果たしているかを監査 サステナビリティ経営を監督者の立場として検証し、執行側の具体的な取り組みを後押し

報告事項 報告事項

監査委員会は、２名の社外取締役および１名の当社事業に
精通した非業務執行取締役の計３名の委員で構成されていま
す。委員のうち最低１名は財務・会計に関する十分な知見を有
する者としており、現体制では3名全員がこれに相当します。
また、当社では監査委員会に常勤の委員を置くものとし、1名
を常勤監査委員として選定しています。
常勤監査委員は、経営会議およびサステナビリティ推進委
員会等の重要な会議に出席して執行役の職務の執行状況を監
査するほか、主要管理部門の監査や事業所、グループ会社の
往査において委員の中で中心的な役割を果たし、グループ全
体の財産状況調査、内部統制システムの運用状況の監査を行っ
ています。

監査委員会は、内部監査部門である監査室から内部監査の
計画、進捗状況および結果、ならびに財務報告に係る内部統
制やリスク管理等の評価について報告を受け、意見交換を実
施しています。また、会計監査人との間では相互の監査計画
の確認や監査上の主要な検討事項（KAM）および会計監査の
報告会等で定期的に意見交換をし、連携を図っています。なお、

クリタグループは、マテリアリティに基づく重点課題への取
り組みを進めており、これらの活動状況は原則年2回、経営
会議に付議・報告された上で、取締役会へ報告されます。取
締役会は、マテリアリティへの対応状況や施策の方向性を中
長期的視点で監督し、企業価値の持続的向上に資する経営判
断の支援を行っています。この監督機能を補完するため、取
締役会の諮問機関として「サステナビリティ諮問会議」を設置し
ています。当諮問会議は主に社外取締役で構成されており、

メンバー構成 社外取締役比率 実績
委員長
委員

松尾　美枝（社外取締役）
小林　賢次郎（社外取締役）
可知　宣和（取締役）

開催回数 ---------------------------------- 15回
（2024年3月～2025年3月実績）

役割
・取締役、執行役の職務の執行の監査
・監査報告の作成
・株主総会に提出する会計監査人の選任および解任ならびに不再任に関する議案の内容の決定 メンバー構成 社外取締役比率 実績

議長
メンバー

高山 与志子（社外取締役）
小林 賢次郎（社外取締役）
宮﨑 正啓（社外取締役）
松尾　美枝（社外取締役）
門田 道也（取締役会長）
江尻 裕彦（取締役）

開催回数 ------------------------------------ 4回
（2024年3月～2025年3月実績）

67%

67%なお、常勤監査委員が出席した経営会議その他重要な会議
の状況および監査ならびに往査の実施状況とその結果につ
いては、他の監査委員と適時に内容を共有しています。
監査委員会の職務を補助する組織としては監査委員会事務
局を設置し、専任の従業員を配置しています。重要な会議へ
の出席や往査において、また、代表執行役社長との意見交換
や会計監査人からの監査結果報告の場などには、この当該専
任の従業員を補助参加させています。そのほか、監査委員会
は必要に応じて内部監査部門である監査室所属の特定の従
業員に対し、補助を行うよう指示することができ、この従業員
は執行役から独立して補助の職務を行います。

監査委員会は、会計監査人から監査品質管理のための体制
等について状況の報告を受けるほか、その独立性、専門性等
を評価する基準を定め、また、執行役および社内関係部署か
ら必要な情報を入手し、これらを総合的に評価し、当社の会計
監査人の選任および解任ならびに不再任の要否を判断してい
ます。

サステナビリティを巡る国内外の潮流やマルチステークホル
ダーの視点を踏まえながら、クリタグループにおけるサステナ
ビリティ経営の在り方について審議を行い、取締役会に対して
助言と方向性の答申を提供しています。
取締役会は、当諮問会議の知見を長期的な方向付けに活用
することで、サステナビリティを中核に据えたガバナンスの高
度化を図っています。

1）監査委員会の体制

2）内部監査部門・会計監査人との連携

サステナビリティ推進体制

監査委員会 サステナビリティ諮問会議

タグループの提供価値と必要となる強みについて検討し、次年度に向けて以下二つの提言を取締役会に対して行いました。
・理念体系の再確認・見直しや、長期経営戦略の策定に向けた準備として、長期的な方向付けの解像度を高めて執行側に提示すること
・次期マテリアリティ特定について、国際的なルールに沿ったプロセスを担保するため、検討開始前の準備として必要な事項や論点を監
督側に提示するよう、執行側に求めること

2026年3月期は、取締役会が検討・決定するクリタグループの長期的方向付けについて、社会価値・経済価値の双方の持続的な創出
が担保されるよう議論の材料や補強すべき視点の提供を行うとともに、長期的な方向付けと中長期・マルチステークホルダー視点から、次
期マテリアリティ特定に向けた主要論点の検証を進めてまいります。
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2 江尻 裕彦（えじり  ひろひこ）

取締役
指名委員会委員
報酬委員会委員
サステナビリティ諮問会議メンバー

1985年
2005年
2011年

2013年
2014年

2016年

2018年
2019年
2020年
2021年
2022年
2023年

当社入社
クリタ・ヨーロッパ GmbH 代表
ケミカル事業本部
第二部門コンビナート営業部長
ケミカル事業本部 事業管理部長
当社執行役員
ケミカル事業本部 営業第一部門長
経営企画室長
当社取締役
グループ生産本部長
当社常務取締役
グループ生産本部長 兼プラント事業管掌
当社代表取締役専務
国内営業本部長 兼ケミカル事業管掌
当社代表取締役社長
当社取締役 代表執行役社長（現任）

1 門田 道也（かどた  みちや）

取締役会長
取締役会議長
指名委員会委員
報酬委員会委員
サステナビリティ諮問会議メンバー

1983年
2006年
2008年
2012年
2013年
2014年

2016年
2023年

当社入社
経営企画室 業務革新部長
監査室長
管理本部 財務経理部長
当社執行役員
当社取締役
管理本部長
当社代表取締役社長
当社代表取締役会長
当社取締役会長（現任）

3 城出 秀司（しろで  しゅうじ）

取締役

2016年

2018年

2019年
2020年
2021年

2023年
2025年

当社入社　
管理本部 本部長補佐
当社執行役員
経営企画本部 副本部長
経営管理本部 副本部長
当社Chief Financial Of�cer （CFO）（現任）
当社取締役（現任）
経営管理本部長（現任）
当社執行役常務
当社代表執行役専務（現任）

5 小林 賢次郎（こばやし  けんじろう）

社外取締役
指名委員会委員長
監査委員会委員
サステナビリティ諮問会議メンバー

1977年
2002年
2004年

2006年

2007年
2008年
2010年

2013年
2016年
2023年

日本開発銀行（現 株式会社日本政策投資銀行）入行
株式会社日本政策投資銀行 新規事業部長
CITIC Provident Management Ltd.
マネージングダイレクター
ジョンソンディバーシー株式会社（現シーバイエス株式会社）
執行役員 経営戦略企画室長
同社執行役員 経営戦略本部 本部長
横浜市 共創推進事業本部 担当部長
ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ株式会社
代表取締役 副社長
同社取締役
当社社外監査役（常勤）
当社社外取締役（現任）

6 宮﨑 正啓（みやざき  まさひろ）

社外取締役
報酬委員会委員長
指名委員会委員
サステナビリティ諮問会議メンバー

1977年
2007年

2010年

2014年

2015年

2021年
2022年
2023年

日製産業株式会社（現 株式会社日立ハイテク）入社
株式会社日立ハイテクノロジーズ（現 株式会社日立ハイテク）
執行役 西日本支社長 兼 関西支店長
日立ハイテクノロジーズアメリカ会社
（現日立ハイテクアメリカ会社）社長
株式会社日立ハイテクノロジーズ（現 株式会社日立ハイテク）
執行役専務 経営戦略本部長
同社代表執行役 執行役社長
同社代表執行役 執行役社長 兼 取締役
株式会社日立ハイテク相談役
当社社外取締役（現任）
アステラス製薬株式会社 社外取締役（現任）

4 可知 宣和（かち  のりかず）

取締役
監査委員会委員

2018年
2019年

2020年
2021年

2022年
2025年

当社入社
経営管理本部 海外ファイナンス統括部長
兼 北米統合推進室
経営管理本部 海外ファイナンス統括部長
経営管理本部 財務部長
経営管理本部 本部長補佐 兼 経営管理本部 財務部長
当社執行役員 経営管理本部副本部長
当社取締役（現任）

8 松尾 美枝（まつお  みえ）

社外取締役
監査委員会委員長
報酬委員会委員
サステナビリティ諮問会議メンバー

1987年
1997年
2000年
2001年
2009年

2010年
2018年
2019年

2021年
2022年
2023年
2024年

2025年

日本アイ・ビー・エム株式会社入社
監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トーマツ)入所
Konami Hawaii Ltd. Chief Administrative Of�cer
日本アイ・ビー・エム株式会社入社
アイ・ビー・エムビジネスコンサルティングサービス株式会社
執行役員
日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS事業本部 理事・パートナー
同社執行役員
IBM Global Services Pte.Ltd. Asia Paci�c GBS Managing 
Partner
日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS事業本部 執行役員
同社 IBMコンサルティング事業本部 常務執行役員
同社 常勤監査役
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 社外取締役
（現任）
当社社外取締役（現任）
西日本鉄道株式会社 社外取締役（現任）

7 高山 与志子（たかやま  よしこ）

社外取締役
指名委員会委員
報酬委員会委員
サステナビリティ諮問会議議長

1980年
1990年
1997年

1998年
2001年

2003年
2010年

2015年

2022年

2023年

2024年

アメリカ銀行入社
メリルリンチ証券会社 ヴァイスプレジデント
トムソン・ファイナンシャル・インベスター・
リレーションズシニア・マネージャー
同社アジア・パシフィック地域ディレクター
ジェイ・ユーラス・アイアール株式会社
マネージング・ディレクター
同社マネージング・ディレクター取締役
International Corporate Governance Network 理事
特定非営利活動法人日本コーポレート・ガバナンス・
ネットワーク理事（現任）
株式会社オートバックスセブン社外取締役
金融庁・株式会社東京証券取引所
スチュワードシップ・コードおよびコーポレート
ガバナンス・コードのフォローアップ会議 委員（現任）
ボードルーム・レビュー・ジャパン株式会社 代表取締役
日本規格協会 ISO/PC 337 
（ジェンダー平等の推進および実施のガイドライン）
国内委員会日本代表委員
ジェイ・ユーラス・アイアール株式会社 副会長（現任）
ボードルーム・レビュー・ジャパン株式会社 取締役
当社社外取締役（現任）
ボードルーム・レビュー・ジャパン株式会社 代表取締役（現任）
EY新日本有限責任監査法人 社外評議員（現任）
経済産業省・株式会社東京証券取引所
令和6年度「なでしこ銘柄」選定基準等検討委員会 委員
（2014年より現在まで、毎年度、同委員に就任）

後列：　　 4 可知 宣和　　　　　 5 小林 賢次郎　　　　　　　　　　　　　 2 江尻 裕彦　　　　　 3 城出 秀司

前列：　　　　 8 松尾 美枝　　　　　 1 門田 道也　　　　　　　 7 高山 与志子　　　　　 6 宮﨑 正啓

取締役紹介
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執行役員

執行役

田辺 尚（たなべ  ひさし） サステナビリティ経営戦略室長 米世 英司（よねせ  えいじ）
アジアリージョン統括本部
日本リージョン長

田中 靖子（たなか  やすこ）
サステナビリティ経営戦略室
ガバナンス推進部 席 田中 二朗（たなか  じろう）

アジアリージョン統括本部
ASEANリージョン長

前田 雄史（まえだ  ゆうし） デジタル戦略本部長 牧瀬 陽一（まきせ  よういち） 電子産業事業部デジタル産業部門長

水野 誠（みずの  まこと） イノベーション本部長 安藤 史匡（あんどう  ちかまさ）
電子産業事業部
グローバルアドバンスド部門長

植田 誠治（うえだ  せいじ） グループ生産本部 副本部長 和田 雄一郎（わだ  ゆういちろう）
欧米電子事業の生産体制構築統括
兼 Executive Vice President of 
Microelectronics， Kurita America Inc.

鈴木 裕之（すずき  ひろゆき） バリュー・プロバイディング戦略本部長 玉井 啓善（たまい  ひろよし） 産業･社会インフラ本部長

野末 武宏（のずえ  たけひろ） アジアリージョン統括本部長

3 天野 克也（あまの  かつや）

執行役

1992年
2014年
2019年
2021年
2022年

2023年

当社入社
プラント事業本部 海外部門 営業二部長
国内営業本部 電子部門長
当社執行役員
グループ生産本部長 兼プラント事業管掌
当社取締役
電子産業事業部長 兼 電子事業管掌（現任）
当社執行役（現任）

5 Jordi Verdés Prieto（ジョルディ  ヴェルデス  プリエト）

執行役

2015年

2016年

2017年
2018年
2019年
2023年

2024年
2025年 

栗田工業株式会社によるBK Giulini GmbH 一部事業買収
Kurita Europe APW GmbH Vice President 
& Business Director
ドイツ2社統合により所属会社名変更
Kurita Europe GmbH Vice President Business
同社Senior Vice President Business
同社Chief Operating Of�cer（COO）
同社Chief Executive Of�cer（CEO）
当社リージョン統括本部 欧米リージョン統括
当社執行役（現任）
欧米リージョン統括本部長（現任）
一般水処理事業管掌（現任）

4 久世 邦博（くせ  くにひろ）

執行役

1992年
2013年

2014年

2015年
2017年 
2018年

2022年
2023年

2024年
2025年

当社入社
プラント生産本部エンジニアリング部門
エンジニアリング二部長
プラント生産本部エンジニアリング部門
エンジニアリング一部長
プラント事業本部 海外部門長
グローバル事業本部 生産部門長
当社執行役員
グループ生産本部 生産部門長
グループ生産本部 生産第一部門長
グループ生産本部長（現任）
当社執行役（現任）
当社Chief Technology Of�cer （CTO）（現任）
グループ生産本部 バリューエンジニアリング部門長（現任）

1 江尻 裕彦（えじり  ひろひこ）

代表執行役社長

1985年
2005年
2011年

2013年
2014年

2016年

2018年
2019年
2020年
2021年
2022年
2023年

当社入社
クリタ・ヨーロッパ GmbH 代表
ケミカル事業本部
第二部門コンビナート営業部長
ケミカル事業本部 事業管理部長
当社執行役員
ケミカル事業本部 営業第一部門長
経営企画室長
当社取締役
グループ生産本部長
当社常務取締役
グループ生産本部長 兼プラント事業管掌
当社代表取締役専務
国内営業本部長 兼ケミカル事業管掌
当社代表取締役社長
当社取締役 代表執行役社長（現任）

2 城出 秀司（しろで  しゅうじ）

代表執行役専務

2016年

2018年

2019年
2020年
2021年

2023年
2025年

当社入社　
管理本部 本部長補佐
当社執行役員
経営企画本部 副本部長
経営管理本部 副本部長
当社Chief Financial Of�cer （CFO）（現任）
当社取締役（現任）
経営管理本部長（現任）
当社執行役常務
当社代表執行役専務（現任）

3 天野 克也　　　　　　　 1 江尻 裕彦　　　　　　　 2 城出 秀司 4 久世 邦博 5 Jordi Verdés Prieto

執行役・執行役員紹介
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日本基準 IFRS
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

中期経営計画 TA-14  CK-17 MVP-22 PSV-27

財務データ
売上高 189,398 214,372 214,187 236,815 257,331 264,807 267,749 288,207 344,608 384,825 408,888
日本 150,291 150,495 149,988 158,232 161,212 161,699 161,371 159,365 178,488 198,367 196,627
アジア 32,061 37,778 39,899 48,911 66,520 52,509 48,535 58,032 76,669 85,927 99,637
北南米 5,488 5,401 4,526 8,320 8,300 31,465 39,160 46,351 59,931 62,566 74,129

EMEA 1,557 20,698 19,774 21,350 21,297 19,132 18,681 24,457 29,517 37,965 38,494
営業利益/事業利益*1 19,435 19,833 19,452 22,475 25,667 26,654 29,470 32,944 38,589 42,055 49,184
営業利益率/事業利益率 10.3% 9.3% 9.1% 9.5% 10.0% 10.1% 11.0% 11.4% 11.2% 10.9% 12.0%

ROIC*2 － － － － 6.8% 6.6% 6.7% 7.1% 8.0% 7.2% 8.8%
親会社株主に帰属する当期純利益
／親会社の所有者に帰属する当期利益 10,434 12,577 14,506 17,897 12,050 18,287 19,088 18,471 20,134 29,189 20,305

ROE 4.7% 5.6% 6.4% 7.7% 5.1% 7.6% 7.7% 7.0% 7.1% 9.3% 6.1%
設備投資額（有形*3） 8,489 18,818 9,289 20,070 40,004 31,729 32,647 66,422 46,629 38,916 52,311
減価償却費（有形*3） 14,378 13,409 13,248 13,507 15,588 15,804 17,900 20,079 25,796 28,278 31,291
研究開発費 4,397 5,269 5,038 5,258 5,490 5,693 5,317 5,386 6,344 7,412 8,095

一株当たり当期利益（円） 87.81 108.24 125.23 159.37 107.33 162.86 169.94 164.38 179.14 259.70 180.66

一株当たり配当金（円） 46.00 48.00 50.00 52.00 54.00 62.00 66.00 72.00 78.00 84.00 92.00
配当性向 52.4% 44.3% 39.9% 32.6% 50.3% 38.1% 38.8% 43.8% 43.5% 32.3% 50.9%
期末株価（円） 2,905 2,567 2,693 3,375 2,827 2,498 4,745 4,545 6,040 6,301 4,590
時価総額（自己株式調整後） 338,543 298,277 307,740 378,926 317,414 280,516 533,060 510,771 678,902 708,096 514,836
営業活動によるキャッシュ・フロー 23,314 26,582 33,941 21,408 41,143 37,376 40,002 28,737 48,631 50,874 87,760
投資活動によるキャッシュ・フロー 4,746 △ 33,172 △ 1,119 △ 15,928 △ 51,902 △ 43,683 △ 10,771 △ 39,929 △ 46,274 △35,801 △52,074
有形固定資産の取得による支出 △ 8,148 △ 17,693 △ 10,156 △ 17,924 △ 28,600 △ 31,168 △ 14,055 △ 55,096 △ 53,384 △ 28,958 △ 49,859
内　電子セグメント
　　継続契約型サービス向け支出割合 40-60% 40-60% 40-60% 60-80% 60-80% 60-80% 40-60% 40-60% 60-80% 60-80% 60-80%

M&A関連支出 △ 24,383 △ 3,857 △ 4,506 △ 4,148 △ 33,374 △ 14,416 △ 4,599 △ 2,401 0 △ 3,080 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,929 △ 5,707 △ 10,154 △ 12,419 △ 13,453 21,981 △ 18,852 △ 7,927 1,101 △15,337 △25,448
配当金の支払額 5,362 5,474 5,694 5,753 6,011 6,539 8,083 8,797 8,699 9,236 9,956
自己株式の取得による支出 7,703 990 5,195 5,592 2 3 4 5 2 356 1,631

フリー・キャッシュ・フロー 28,060 △ 6,590 32,822 5,480 △ 10,759 △ 6,307 29,231 △ 11,192 2,357 15,073 35,686
現金及び現金同等物残高 52,497 58,374 72,750 61,086 35,547 50,215 62,228 45,730 50,468 54,009 62,951
有利子負債 5,159 4,763 4,339 4,063 15,548 54,611 51,352 58,680 100,067 101,190 93,472
自己資本／親会社所有者帰属持分 223,478 228,964 228,758 240,853 237,282 242,442 253,089 271,914 293,975 331,261 336,027
純資産／資産合計 294,492 298,107 299,249 323,046 359,500 387,749 424,928 469,981 501,538 557,407 548,949

自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率 75.9% 76.8% 76.4% 74.6% 66.0% 62.5% 59.6% 57.9% 58.6% 59.4% 61.2%

ネット・デット・エクイティ・レシオ（倍） △ 0.21 △ 0.23 △ 0.30 △ 0.24 △ 0.08 0.02 △ 0.04 0.05 0.17 0.14 0.09

ESGデータ

（3月31日に終了した事業年度）

2つの名称が記載されている場合は、左が日本基準、
右がIFRSとなります。

11ヵ年データ・ダイジェスト

欧米地域を中心としたM&A
を進めるとともに、半導体
市場の成長を背景に日本を
含むアジア地域での電子産
業向け事業が拡大するなど、
新型コロナウイルス感染拡
大など世界経済が混乱する
環境下においても業績を順
調に拡大させてきました。

2019年3月期以降、グルー
プの持続的な成長に向けた
投資を加速させています。
起伏の激しい半導体市場に
おいて安定的な収益の確保
に繋げる継続契約型サービ
スや、事業基盤の確立や特
長的な技術の獲得を目的と
するM&A、イノベーション
拠 点 Kurita Innovation 
Hubといった分野への投資
に優先的に資金を振り向け
ています。

大規模な成長投資を実行す
るにあたって、2019年3月
期以降には借入金や社債発
行など有利子負債を活用し、
レバレッジを効かせた財務
運営を推進しています。

株主還元は、直近5年通算
で 配 当 性 向 が30%から
50%の範囲を目安に長期
的に計画的な増配の継続に
努めており、これまで21期
連続での増配を行っていま
す。自己株式の取得につい
ては、株価や設備投資での
資金需要、資本構成といっ
た状況を鑑みて機動的に実
施を検討していきます。

TOPICS 1：
売上高・利益成長

TOPICS 2：
成長投資に資金を投入

TOPICS 3：
成長投資に向けた安定的
な財務基盤を確立

TOPICS 4：
計画的な増配と機動的な
自己株式取得の実行

詳細は、「ESGデータ」をご参照ください。

その他の財務データは、「業績・財務データ」をご参照ください。

*1 事業利益：売上高－売上原価－販売費及び一般管理費
  

（単位：百万円）

*2  投下資本利益率：税引後事業利益÷投下資本（期首・期末平均）×100
税引後事業利益：事業利益－法人所得税費用
投下資本：親会社の所有者に帰属する持分+社債及び借入金+リース負債  

*3  使用権資産を含む
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*1

*2

株式情報／会社情報 外部評価
（2025年3月31日現在） （2025年9月30日現在）

* 上記の表からは当社保有の自己株式を除いております。　 *2 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除した株式数を基準に算出しております。

当社は、仕事と育児の両立支援の取
り組みに関して特に優れた企業として、
また女性活躍推進法に基づく「女性の
活躍推進企業」として、日本の厚生労働
大臣より「プラチナくるみん」と「えるぼ
し（3つ星）」の認定を受けています。

大和インベスター・リレーショ
ンズ（株）
大和インターネットIR表彰2024
「優良賞」

日興・アイアール（株）
2024年度全上場企業
ホームページ充実度
ランキング「最優秀サイト
（総合部門）」

プラチナくるみん えるぼし（3つ星）

（株）ブロードバンドセキュリティ
Gomez IRサイトランキング
2024
「銅賞」

（株）ブロードバンドセキュリ
ティGomez
ESGサイトランキング2025
「優秀企業」

会社情報 株式情報

信用格付

会社名 栗田工業株式会社
設立 1949年7月13日
資本金 13,450,751,434円
従業員数 8,151名（連結）

1,661名（単体）
本社所在地 〒164-0001

東京都中野区中野4-10-1
中野セントラルパークイースト

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 16,029,000 14.22
（株）日本カストディ銀行（信託口） 6,791,067 6.02
日本生命保険（相） 5,979,883 5.30
バンクピクテアンドシエヨーロツパアーゲーシユクルサルドルクセンブルグ ユーシツツ 2,818,500 2.50
ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 505001 2,494,060 2.21
NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE IEDU UCITS CLIENTS NON TREATY ACCOUNT 
15.315 PCT 2,036,874 1.80

クリアストリームバンキング エスエー 1,877,949 1.66

FCP AMUNDI-KBI AQUA 1,693,300 1.50

BNP PARIBAS PARIS/2S/JASDEC FRENCH RES/UCITS ASSETS 1,640,800 1.45
ジェーピーモルガンチェースバンク 385781 1,557,008 1.38

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場
証券コード 6370
発行可能株式総数 531,000,000株
発行済株式の総数 116,200,694株（自己株式3,536,833株含む）
単元株式数 100株
配当金支払株主確定日 期末配当3月31日/中間配当9月30日
株主数 29,085名
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社
定時株主総会 6月
会計監査人 太陽有限責任監査法人

R&I 発行体格付 A+
短期 a-1

大株主

32.4

32.7

32.1

1.5

2.2

1.9

2.9

3.2

2.9

51.9

50.1

51.7

8.2

8.6

8.4

3.1

3.1

3.1

31.0 2.2 2.5 51.9 9.3 3.0

2022

2023

2024

2025

（％）
■金融機関　■証券会社　■その他国内法人 ■外国人　■個人・その他　■自己名義株式持株数（株） 持株比率（%）

金融機関 36,015,847 31.0
証券会社 2,571,216 2.2
その他国内法人 2,936,730 2.5
外国人 60,288,737 51.9
個人・その他 10,851,331 9.3
自己名義株式 3,536,833 3.0
合計 116,200,694 100.0

株主構成（所有者別分布）

配当金・配当性向の推移（3月31日に終了した事業年度）

株主分布比率推移

2023 2024 202520222015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

78726662545250

4846

84 92■ 配当金（円）　　　配当性向（%）

52.4 44.3

39.9 32.6
50.3

38.1 38.8 43.8 43.5
32.3

50.9

ESGインデックスへの組み入れ

ESG格付け機関

サプライヤー評価機関

当社ウェブサイト その他

*1  栗田工業株式会社がMSCIインデックスに含まれること、および本ページにおけるMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関連会社によ
る栗田工業株式会社への後援、保証、販促には該当しません。
MSCIの独占的所有権：MSCI、MSCIインデックス名およびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。

*2  免責事項は次の通りです。Morningstar, Inc 及び/またはその関連会社（単体/グループに関らず「Morningstar」）は、栗田工業株式会社が、「指定されたランキング年において、職
場でのジェンダー・ダイバーシティに関して、 Morningstar 日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除く REIT）(「インデックス」)を構成する銘柄の最上位のグループにラ
ンクされた」という事実を反映するために、栗田工業株式会社がMorningstar日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト（除くREIT）・ロゴ（「ロゴ」）を使用することを承認しまし
た。Morningstarは情報提供のみを目的として栗田工業株式会社によるロゴの使用を承認しております。栗田工業株式会社によるロゴの使用は Morningstarが栗田工業株式会社
を推奨するものではなく、また、栗田工業株式会社に関連する有価証券の購入、売却、引受けを推奨、提案、勧誘するものでもありません。当インデックスは日本の職場のジェンダー・
ダイバーシティを反映するようにデザインされておりますが、Morningstarは、インデックスまたはインデックスに含まれるデータの正確性、完全性、または適時性を保証しません。
Morningstarはインデックス、またはロゴに関して明示的にも暗黙的にも保証を行わず、インデックス、インデックスに含まれるデータまたはロゴに関する商品性および特定の目的ま
たは使用への適合性の保証を明示的に否認します。前述のいずれにも制限することなく、いかなる場合においても、Morningstarまたはその第三者のコンテンツプロバイダーは、い
ずれかの当事者によるインデックスまたはロゴの使用または信頼に起因する（直接的・間接的に関わらず）損害について、Morningstarが当該損害の可能性について認識していたと
しても、いかなる責任も負わないものとします。Morningstarの名前、インデックス名、およびロゴは、Morningstar, Incの商標または サービスマークです。過去のパフォーマンスは、
将来の結果を保証するものではありません。

21期連続増配

103102 クリタグループ 統合レポート 2025 クリタグループ 統合レポート 2025

クリタの全体像 クリタグループのビジョンと
サステナビリティ

クリタグループの
ビジネス

社会との共通価値を
創造するための基盤 コーポレートガバナンス 企業／財務情報競争優位性確立に

向けた取り組み 企業／財務情報

企業／財務情報




